
１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

スマートシティ　データ連携基盤 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・オープンデータ含めた複数分野／官民で保有しているデータを双方で利活用し連携することにより、より高度な
データの可視化や分析、サービスの高度化が可能となります。また、そういったデータとサービスを市民に提供す
ることにより、市民QOLの向上にもつながり、ひいては地域GDP向上に貢献できます。
例えば、防災分野においては、保有する水位情報と気象データ、民間が保有する交通情報を一元可視化することに
より、避難誘導のための迅速かつ適切な判断を行うことができます。
・データ連携基盤サービス導入により、「データ流通」、「相互運用性」「拡張容易性」が可能となり、横展開に
よる事業開発のスピードUP及びコストダウンが実現でき、サービス提供者がサービス構築に注力できます。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ あらゆる分野を統合

WellnessBOX（ウェルネスボックス） 株式会社大林組
連絡先：技術本部スマートシティ推進
室赤松
（akamatsu.norihide@obayashi.co.jp）
ウェブサイト：
https://www.obayashi.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・IoT・AIを活用したスマートビルマネジメントシステム。
・コロナ等の感染症流行下で、建物利用者の｢快適性｣｢健康｣｢利便性｣｢安全性｣等、ウェルネスの向上を図りつつ、
最適な建物管理を支援し、社会･経済･文化活動との両立を実現。
・建物設備のセンサーなどから得られる建物内外の多様な情報や建物利用者一人ひとりの快適さに関する情報、
ビーコンによる建物利用者の位置情報を、インターネットを介してクラウドに集約。
・AI活用により、建物利用者一人ひとりへの最適な環境の提供と、クラウドに蓄積した情報を活用したきめ細やか
な建物制御による省エネルギーを実現。
・トイレ等の一定空間の利用状況をリアルタイムでプッシュ通知し、密な状況を回避。
・建物利用者の要望に応じ、建物設備の遠隔設定が可能で、建物管理者の負担も軽減。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Envital（エンバイタル） 株式会社大林組
連絡先：技術本部スマートシティ推進
室赤松
（akamatsu.norihide@obayashi.co.jp）
ウェブサイト：
https://www.obayashi.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・バイタルデータ＆環境データをリストバンドでリアルタイムに計測。
・得られたデータをクラウドを介して共有、作業員一人ひとりの体調を一元管理。
・コロナ等の感染症流行下の熱中症等の発生リスクを把握し、安全な作業環境を確保。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FUJITSU Hybrid IT Service Fjcloud 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/h
ybrid-it-service/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 最新テクノロジーとデリバリーモデルにより、ハイブリッドIT環境の柔軟な構築、全体最適化を実現するソリュー
ション群。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ すべての業種

FUJITSU Hybrid IT Service FJcloud(-O/-V) 富士通株式会社
https://jp.fujitsu.com/solutions/cloud/
fjcloud/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ハブリックからプライベートまで4つのモデルで柔軟なIT環境を実現するエンタープライズ品質の国産クラウド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ すべての業種

Digital enhanced EXchange (DEX) 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/h
ybrid-it-service/dex/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 富士通DC/クラウド、パートナークラウド間を接続する閉域ネットワーク基盤。迅速に安全なIT環境を実現。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ すべての業種

FUJITSU Managed Infrastructure Service
仮想デスクトップサービス V-DaaS

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/i
nfrastructure/virtualdesktop/v-daas/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 仮想デスクトップ環境の提供
⇒テレワーク環境におけるセキュアなデスクトップ環境の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FUJITSU Managed Infrastructure Service VDIサポート
サービス

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/i
nfrastructure/maintenance/lcm/vdi-
support/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 仮想デスクトップ環境の運用サービス
⇒テレワーク環境における利用者問い合わせ対応、システム運用作業代行、トラブル対応

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

クラウド・コンテンツ・マネージメント Box 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/a
pplication-services/application-
development-integration/global-
communication/box/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① セキュアな情報共有環境の提供
⇒テレワーク・クラウド環境でのファイル共有手段の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Microsoft Teams 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/about/cor
porate/facilities/dtc/workshop/teams/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワークや会社内外におけるチャット・Web会議、チーム内のコラボレーション環境の提供

⇒テレワーク環境における業務コミュニケーション手段の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

デジタルグローバルコミュニケーションサービス 
Microsoft365

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/a
pplication-services/application-
development-integration/global-
communication/digital-global-
communication-service/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワークや会社内外におけるチャット・Web会議、チーム内のコラボレーション環境の提供

⇒テレワーク環境における業務コミュニケーション手段の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FUJITSU Managed Infrastructure Service ワークプレイス
-LCM

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/i
nfrastructure/maintenance/lcm/workp
lacelcm/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ICT機器の運用全般をグローバルにワンストップでサポート

⇒テレワーク機器の整備・運用管理

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FUJITSU Workplace Innovation  Zinrai for 365 Dashboard 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/services/a
pplication-services/application-
development-integration/ms-
solutions/zinrai-for-365/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① AIを活用した業務内容の可視化を実現するサービス

⇒テレワーク環境における業務内容把握手段の提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

PalmSecure 富士通（手のひら静脈認証）
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/
business-
technology/security/palmsecure/
富士通フロンテック
 PALMSECURE(センサー中心）
https://www.fujitsu.com/jp/group/fro
ntech/solutions/business-
technology/security/palmsecure/
FNETS　手のひら静脈認証入退室装置
 PalmSecure AuthGate
https://www.fujitsu.com/jp/group/fne
ts/solutions/security/in-out/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 静脈認証

生体認証によるニューノーマル、TRUSTの実現

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

CHORDSHIP 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/services/k
nowledge-integration/chordship/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① チャットボットサービス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

V-Daas 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/services/i
nfrastructure/virtualdesktop/v-daas/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワーク（主に在宅勤務）環境 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

COLMINA Design Review 高速リモートデスクトップ
（旧名称：FTCP Remote Desktop）

富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/products/plm-
software/cax/ftcp-remote-
desktop/?thnkit080

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 高精細・高レスポンスが必要となる業務向けリモートワーク環境 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

CISCO-WEBEX CISICO
https://www.webex.com/ja/video-
conferencing.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① リモート会議ツール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

LINE WORKS LINE
https://line.worksmobile.com/jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① リモート勤務時の連絡ツール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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BOX BOX
https://www.box.com/ja-jp/home

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワーク時の情報共有ツール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

CACHATTO 富士通
http://www.pfu.fujitsu.com/workspice
/menu/portable.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワーク（主に在宅勤務）環境 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

緊急連絡/安否確認サービス 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/products/
network/managed-services-
network/surveillance/emergency-
email/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 新型コロナ感染症が世界中で猛威を振るっており、テレワークやリモート学習などの新たな生活様式（ニューノー
マル）では、業務継続の観点から、災害時だけでなく、平常時における職員・従業員・学生の健康状態の把握およ
び管理も重要になってきております。富士通は緊急連絡/安否確認サービスを活用して、災害時の安否確認、平常
時の健康状態を迅速に把握して安全安心な活動をご支援いたします。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ニューノーマルな時代を開く取り組み紹介/ClosedBuster , 
AntiCluster Personal , AntiCluster Signage等

■東芝デジタルソリューションズ
(株)/(一社)ifLinkオープンコミュニティ
■担当者：(株)東芝 産業政策渉外室
・シニアマネジャー ：鎌田 芳幸 
<yoshiyuki.kamata@toshiba.co.jp>
・参事：渡辺 幸子 
<sachiko5.watanabe@toshiba.co.jp>
・主務：田村 伸 
<shin3.tamura@toshiba.co.jp>
■ウェブサイト：
　https://www.toshiba-
sol.co.jp/pro/iflink/index_j.htm 
　https://iflink.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 【IoTプラットフォーム ”ifLink” 新型コロナ対策】
＊"ifLink"はシンプルなIf（もしこうなったら）とThen（こうなる）というモジュールをスマホ上で組み合わせるだ
けで、プログラミングせずにIoTサービスが作れるプラットフォームです。ちょっとした暮らしの利便性向上や、
地域発新たなサービスの創業、また今回紹介する新型コロナ対策など、自由な発想でユーザが自在にサービスを増
殖させることができます。"ifLink"を提供する 一般社団法人ifLinkオープンコミュニティには既に会員企業が100社
以上参画し、社会課題の解決やIT人材の育成、新事業の創出に取り組んでいます。(東芝が本コミュニティの幹事企
業となります)
【ご紹介技術】：
新型コロナの感染防止を支援するため、３密のうち、密閉、密集を回避するためのアプリを開発しました。
・ClosedBuster： CO2センサーを用いて、飲食店、会議室、カラオケボックス等密閉空間となりがちな場所の密
閉状況を検知します。人のいる場所のCO2の値が増えてくると密閉とみなし換気を促したり、自動で換気扇を作動
させます。
・AntiCluster Personal：濃厚接触数、至近距離数、周囲の人数を総合的に評価、「密集」を可視化して個人の行
動変容を促すスマホアプリです。
・AntiCluster Signage：店舗や人の集まる場所に設置して密集状況（周辺人数）や、CO2濃度を測定することで密
閉状況をフロアマップ、地図上などに表示。状況に応じて注意・換気・散開を促す密集密閉可視化＆解消アプリ。
店舗、交通機関、公共施設等での活用や、災害発生時の避難所における密集回避等にも活用できると考えます。
＊上記取組について、第4回テックチーム会合(令和2年8月19日開催)において以下資料でご紹介をしております。
(P5～P8)https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/techteam_20200819_03.pdf

【参考】：
＊ifLinkオープンコミュニティの活動ご紹介 https://www.toshiba-sol.co.jp/articles/tsoul/34/002.htm
＊上記以外にも新しい生活様式の実現に貢献する取組を行っており、ご参照を頂ければ幸いです。ニューノーマル
な時代を開く東芝デジタルソリューションズの取り組み : 　https://www.toshiba-
sol.co.jp/company/newnormal.htm

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全ての場面での利用が可能

rPPG(remote photoplethymography)技術を使ったスマホ
カメラによるバイタルセンシング

イスラエルのベンチャー企業Binah.aiが
技術開発しSDKを提供、現在、弊社(近
鉄ケーブルネットワーク(株)）が総務省
事業での運用を実施するためにヘルス
ケアアプリケーション開発中（新型コ
ロナ・インフルエンザ等初期感染症の
見極めに使用）
（Binah.ai）https://www.binah.ai/ja/
（近鉄ケーブルネットワーク(株)）
http://www.kcn.jp/ (担当：IT事業推進
部　後藤）kojigoto@kcn.ad.jp

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② 今後の事業展開においては、既に地方自治体並びに関連企業をはじめ様々なお客さまとの協議に入っております。
令和２年度未来技術社会実装事業の採択をされている奈良県三郷町(前述の総務省事業での実施も兼ねておりま
す。）大阪府四條畷市（スマートシティコンソーシアム構成メンバー）両自治体において協議をさせていただいて
おります。また弊社が今後展開可能と想定される利活用事例については、(別添資料⑥）をご覧ください。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ASKA3Dプレート 株式会社アスカネット
ウェブサイト：
https://aska3d.com/ja/index.php

観光庁観光産業課 ① 空中に映像を表示出来る事により、空間を利用したデジタルサイネージが可能となったり、タッチしないタッチパ
ネルとして、非接触の操作が可能となる。
本技術を宿泊施設におけるフロントシステムにも導入することで、新型コロナウイルス感染症の感染対策だけでな
く、フロントの無人化によるチェックイン・アウトの時間短縮にもつながる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

顔認証クラウドサービス パナソニックシステムソリューション
ズジャパン株式会社
パブリックシステム事業本部サービス事
業企画部サービス企画課

https://biz.panasonic.com/jp-
ja/solutions/facial-recognition

観光庁観光資源課 ① "世界最高水準のディープラーニング顔認証技術を提供するクラウドサービス。カメラ付きのスマホやタブレットな
ど様々なデバイスから利用することが出来る。顔の向きや経年変化、眼鏡・マスクの着用時等の認証が可能。

ホテルなどの宿泊施設の利用シーンでは、顔認証でのチェックインにより非接触な接客と、チェックインにかかる
接客時間の短縮が可能。イベントや観光施設、商業ビルなど様々な施設での入退室ゲートの利用シーンでは、チ
ケットやICカードが不要で非接触な入退認証が可能。駅や店舗のような利用シーンでは、さまざまな環境・空間で
あっても最適な画像を捉えられるカメラの設置・調整力で認証エンジンの機能を最大限に発揮させることが可能。
また、登録する顔画像が顔認証に適しているか事前に自動でチェックが可能で、不適切な画像の場合は再撮影を通
知します。

コロナ禍においては、顔認証による非接触入退管理・非接触決済や、検温と組み合わせた感染拡大対策に効果を発
揮。"

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

次世代スマートモビリティ「RODEM（ロデム） 」 株式会社テムザック
https://www.tmsuk.co.jp/

経済産業省九州経済産業
局地域経済部産業技術課

① 下肢が不自由な高齢者・障がい者のベッド⇔車椅子⇔トイレの移乗・移動を安全簡単にする、次世代スマートモビ
リティ。
・シートの高さが調整可能で、シートとベッドの高さを合せると前後のスライド移動だけで移乗ができる。移乗後
はシートを高くして、自立した作業を楽に行える。
・介護者の抱きかかえ移乗介護を不要するので濃密な接触をなくせる。
・高齢者や障がい者の自立を促進し、介護者の負担を大きく軽減できる。
・ジョイスティック一本で簡単に操作ができる。
・スマートフォンを使って、遠隔操作が可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ・新市場創造型標準化制度に採択
され、「馬乗り型電動車いす」で
日本産業規格（JIS）T9210として
2020年9月23日公示された。
・５Gを活用した、シティモビリ
ティとしての実証実験を実施。

AntiCluster Personal 東芝デジタルソリューションズ　
（ifLinkオープンコミュニティ）
https://cio.go.jp/sites/default/files/upl
oads/documents/techteam_20200819_
03.pdf

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①

Bluetoothのビーコン信号を受信し、近接者の数と距離を判別。近接者をカウントしリスク度合いを判定。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様々な場面で活用可能

顔認証クラウドサービス パナソニック システムソリューション
ズ ジャパン株式会社　
https://biz.panasonic.com/jp-
ja/products-services_mu-
sockets_facial-recognition

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①

世界最高水準のディープラーニング顔認証技術を提供するクラウドサービス。カメラ付きのスマホやタブレットな
ど様々なデバイスから利用することが出来る。顔の向きや経年変化、眼鏡・マスクの着用時等の認証が可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

セーフティリマインダー 清水建設株式会社（技術）
　担当者：宇野昌利、連絡先（メー
ル）：uno@shimz.co.jp、
　ウェブサイト：
http://www.shimz.co.jp/
ジオサーフ株式会社（営業）
　担当者：向坂 陽⼆郎、連絡先（メー
ル）：yojiro_sakisaka@geosurf.net、
　ウェブサイト：
https://www.geosurf.net/

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 本技術は、現場管理に関する技術である。作業員への注意喚起が必要な場所にBeaconを設置し、スマートフォン
の多⾔語変換機能を用い⾳声で伝える安全支援システムである。それにより、土⽊現場の国際化に対応でき、迅速
な情報共有化、安全性が向上する。
建設現場に限らず，工場の安全管理，博物館などの案内等さまざまな場面に応用できる．

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ETC多目的利用サービス 中日本高速道路株式会社
担当者：尾高 寛信、連絡先（メー
ル）：h.otaka.aa＠c-nexco.co.jp

首都高速道路株式会社
担当者：遠藤学史、連絡先（メー
ル）：s.endo5944＠shutoko.jp

国土交通省道路局高速道
路課有料道路調整室

① 　ETC多目的利用サービスとは、タッチレス決済であるＥＴＣ技術を活用した決済サービスであり、決済情報を
ネットワーク上で集約処理することによりコストダウンを実現、これまでにセキュリティ技術や制度等を確立して
おり、高速道路以外の多様な分野でのETC決済を可能とするサービスである。

 ○ ○  ○ ○  ○   ・駐車場やフェリー乗り場などで
活用可能

Beyond 5Gにおける超高速無線通信技術 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 感染症対策のため人々が離れて（分散して）暮らすようなアフターコロナ社会において、Beyond 5Gは遠隔臨場
感、遠隔存在感（テレイグジスタンス）を実現する次世代ICTインフラとなることから、その構築のために不可欠
なテラヘルツ波の超高速無線通信技術の研究開発を推進する。これにより、テラヘルツ波を用いた100Gbit/s～
1Tbit/s級の伝送速度、xR等の大容量画像データのリアルタイム送受信に用いる数ｍ程度の極短距離から、無線フ
ロントホール・バックホールに利用可能な1km程度のカバレッジのものまで実現する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Beyond 5Gにおける光ファイバー無線デバイス技術等の基
盤技術

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ アフターコロナ社会では、Beyond 5GによりAR、VR端末を用いた医療現場や会議室、教室、スタジアム等での超
高精細コンテンツの共有や物理的空間を越えた超リアル遠隔コミュニケーションの実現が期待される。そのために
は、テラヘルツ波や光波を利用した大容量情報通信技術が必要であり、テラヘルツ波等の高周波
の信号波形を光ファイバーで伝送する次世代光ファイバー無線の技術が重要になる。その実現に向けて、光信号と
テラヘルツ波信号をシームレスに変換する超高速有機EOデバイス技術や、超高速EO/OEデバイス技術等の光・電
波融合ハードウェア技術、伝送メディアに依存しない大容量伝送システム等の研究開発を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Beyond 5Gにおける中短距離光インターコネクトの高速化 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ アフターコロナ社会の高品質な臨場感のある遠隔コミュニケーションの実現には、通信データ伝送容量の増大への
対応が不可欠となっている。今後、データ処理装置間の中短距離通信では100Gbaud/0.8T～1.6Tbpsの標準化が計
画されており、それに対応した高速大容量光トランシーバの導入が必要である。この高速化に対応するために、
100Gbaud超級の高速光送受信器等の環境ロバストな小型・機能集積ハードウェア技術により
テラビット級光送受信技術の社会実装を目標として、産官連携による研究開発を推進する。また、大容量化・長距
離化のためのマルチコアファイバ等を用いた多チャンネル光伝送技術の研究開発を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ビッグデータ、ソサイエティ5.0を
実現する次世代データセンタを支
えるインフラ基盤技術であるた
め、医療、銀行だけでなく様々な
活用が見込まれる。



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

多⾔語同時通訳システム 国立研究開発法人情報通信研究機構
(NICT)
※連絡先は総務省担当課室（国際戦略
局研究推進室:03-5253-5730）

総務省国際戦略局技術政
策課研究推進室

③ 　在留外国人や訪日外国人への対応（今後の新たな在留資格等の外国人材受入れやインバウンド回復を含む）や
2025年大阪・関西万博における日本のプレゼンス向上のため、本年３月に総務省として策定した「グローバルコ
ミュニケーション計画2025」を推進し、NICTの多⾔語翻訳技術を更に発展させて、2025年にはAIにより会話の文
脈や話者の意図を補完した実用レベルの「同時通訳」を実現するための研究開発を実施する（令和2年度～6年度ま
での5か年）。本研究開発成果として、オンライン会議や字幕通訳にも対応した同時通訳システムの社会実装を進
めることにより、ウィズコロナ・アフターコロナも見据えたデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進す
る。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多⾔語⾳声翻訳システム（逐次翻訳） 国立研究開発法人情報通信研究機構
(NICT)、ソースネクスト(株)、(株)NTT
ドコモ、凸版印刷(株)、コニカミノルタ
(株)等
※連絡先等はウェブサイト
(http://gcp.nict.go.jp/news/products_
and_services_GCP.pdf)を参照

総務省国際戦略局技術政
策課研究推進室

① 　人が話しかけると外国語に翻訳して発話してくれる⾳声翻訳システム（端末又はアプリ）や入力した文章を外国
語に翻訳して出力してくれる文書翻訳システム。2020年に向けて総務省とNICTが研究開発と社会実装を進めてきた
ものであり、現在は12⾔語(※)で実用レベルの翻訳精度を達成し、観光、自治体窓口、病院など日常生活の様々な
場面での多⾔語コミュニケーションを支えることが可能。警察庁（都道府県警）や消防庁（救急隊員）がNICTの
多⾔語⾳声翻訳システム「VoiceTra」を利用しており、警察業務や救急搬送における外国人対応に貢献。特許や製
薬など大量データを提供を受けて特定分野の翻訳精度を高める取組も実施。
(※)日本語、英語、中国語、韓国語、
　タイ語、インドネシア語、ベトナム語、
　ミャンマー語、フランス語、スペイン語、
　ブラジルポルトガル語、フィリピン語

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

AMABIYeah!! エフエムモバイルコミュニケーション
ズドットコム株式会社（ＦＭＣ）
https://www.fm-c.com

経済産業省コンテンツ産
業課

➀ イベント参加者が事前にメールアドレスをシステム（AMABIYeah!!）に登録することで、QRコードが発行され、
イベント会場入り口にてQRコードを提示することで、参加者情報を自動的にリスト化できる。それによって、事後
に感染者が出た場合、すばやく保健所や参加者に一斉通知することが可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

拡張現実を利用した遠隔作業支援システム「VistaFinder」 株式会社KDDI総合研究所
https://www.kddi-research.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・概要：スマートグラスやスマートフォンなどのスマートデバイス上で、直感的に理解しやすい拡張現実（AR; 
Augmented Reality）を活用し、物理的に離れた場所からインタラクティブ且つ正確に現場作業の支援を行うこと
で、現場では熟練者が居なくても作業ができ、またハンズフリーで遠隔地からの具体的な指示を確認しながら的確
な作業を可能とする。
・効果：熟練作業者の高齢化や人材不足が深刻化している運用保守現場において、その人材の有効活用と後進の人
材育成を実現できる。また、大規模自然災害等が発生した際に迅速な障害復旧が可能になる。特にCOVID-19感染
拡大防止やNew Normal時代を踏まえた働き方改革として、在宅中の作業指示者が現場に指示を出すことや、シニ
ア人材の活用施策として引退した熟練作業者が作業現場へ安全に参画する機会を創出できる。

    ○  ○ ○ ○

⾳のVR 株式会社KDDI総合研究所
ウェブサイト：https://www.kddi-
research.jp/
特設サイト：https://time-
space.kddi.com/otonovr/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 360度動画の見たい・聴きたいパートに自由自在にフォーカスできる当所独自のインタラクティブ視聴技術。好き
なパートに近づいたり遠ざかったりする新たな視聴体験をiOSアプリ上で実現、提供している。視聴コンテンツ
は、実収録だけでなく、リモート収録でも、加えてライブ配信でも、制作・提供可能。（参考文献）ITUジャーナ
ル2020年9月号「COVID-19感染拡大下でのICT・新しい⾳楽鑑賞の提案～『⾳のVR』を活用したバーチャルコン
サート～」https://www.ituaj.jp/?download=21824

   ○ ○ ○ ○ ○  

商品名：AirREAL-VOICE2
（⾳声/FAXにも対応するオールインワンルータ）

企業名：株式会社MI
連絡先：西川 昌樹 (nishikawa@mi-
j.co.jp) (TEL: 03-6435-7922)
ウェブサイト：https://www.mi-
j.co.jp/isdn%e3%83%bbphs%e3%83%9
e%e3%82%a4%e3%82%b0%e3%83%ac
%e3%83%bc%e3%82%b7%e3%83%a7%
e3%83%b3%e9%9f%b3%e5%a3%b0%e
5%af%be%e5%bf%9clte%e3%83%ab%e
3%83%bc%e3%82%bf%ef%bc%9aairre
al-voice2

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ■概要
・LTE/⾳声:VoIP or VoLTE/WiFi/WAN/有線LAN/アナログポート/データ通信/DTMF/バッテリーを搭載
・テレワーク、病院、地方自治体、個人商店、工事現場、レンタル事業者等様々な事業者向け⾳声、FAX対応オー
ルインワンルータ（どこでもオフィス）

■主な利用シーンとメリット
①テレワーク
テレワークは何をしているか分からないから踏み切れ ない企業様に朗報。通信記録から、作業開始・終了時間 、
作業時間が一目瞭然。セキュリティ担保のVPN接続 スターターセットもご用意。電話、FAX、インターネットが使
えるので、場所を選ばずどこでも仕事が可能になる。電話によるテレワーク中の業務確認も可能。

②病院、保健所、地方自治体（FAXからデジタル・ガバメントへの移行）
PCR検査結果やコロナ感染者の個人情報などFAXで連絡している業務を併用しながら政府が推進するデジタル・ガ
バメントに移行できる。

③個人商店（FAXからデジタル・ガバメントへの移行）
FAXで注文書を発行していたのを、その業務を併用しながら順次インターネットによる受発注処理に移行できる
等々（詳細は、添付資料、製品紹介URL参照）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

「AIBeacon」 株式会社アドインテ
担当者：山際伸太朗、連絡先（メー
ル）：yamagiwa@adinte.co.jp、
ウェブサイト：https://adinte.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・建物内・店舗にセンサーを設置、来訪者のスマホの電波からその周辺の混雑状況を数値
　提供する機能を持つ。大型商業施設・商店街の店舗毎の混雑情報をWebに掲載し3蜜を
　避けると共に、飲食店利用の平準化を図るなど、感染防止と快適性に貢献できる。
・その他、設置地域全体の人流・属性の把握及び、プッシュ通知（SNSアプリなどに向けて）
　が可能であり、地域経済の活性化に貢献できる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・来訪者の居住地・周遊先・滞在
時間・属性を分析する事が可能な
ため、観光マーケティング、ター
ゲットに応じた新たな観光コンテ
ンツの開発への活用も可能



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

デジタルBPO Dot Homes株式会社　https://dot-
homes.jp/
株式会社EBILAB https://ebilab.jp/
パーソルイノベーション株式会社　
https://persol-innovation.co.jp/
担当者: 久田　健(Dot HomesとEBILAB
がパーソルイノベーションと提携してい
るため、代表してパーソルイノベーショ
ンの久田がご連絡)

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 1.Dot Homes
無人ホテルの運営をすることができ、受付やスタッフとの非対面や非接触を行うことが可能。
また、宿泊施設への集客支援もできるため、コロナ禍の売上改善に寄与
2.EBILAB
3Dのヴァーチャルショップのソリューションがあり、店舗に来なくても店舗にいるのと同じ感覚で消費者が買い物
を楽しむことができる。
3Dで商品を確認しながら、店員がウェブで接客し、消費者はその場で購入することができます
https://my.matterport.com/show/?m=fqTjVEaucr1&brand=0

 ○ ○ ○  ○ ○   

お買物混雑マップ/カスタマイズ混雑マップ 株式会社unerry
担当者：柳田絵莉子　
yanagita@unerry.co.jp
WEBサイト：
https://www.unerry.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ▶「お買物混雑マップ」はコロナ禍の2020年5月に開発されました。1時間ごとの混雑傾向を過去8日分推定・可視
化することで、消費者が時間帯を選んで、「密」を避けた計画的なお買物ができる無料WEBサービスです。
https://covid19.unerry.jp/
▶全国約4.8万のスーパーやドラッグストア等、日用品のお店近辺の曜日・時間帯別混雑傾向を調べることができ
ます。
▶スマートフォンの位置情報（GPS、ビーコン）を元に、店舗近辺約100mの混雑状況をAI解析しています。直近4
週間の中で最も混雑している1時間あたりの人数を100%の基準とし、各時間帯の混雑度を3段階で分類。店舗ごと
にヒートマップで可視化しています。
▶上記リアル行動ビッグデータを蓄積・活用しているため、個別の機器などを設置しなくても、全国の店舗を網羅
的に推定することができています。
▶複数企業からの要望に応え、上記技術を応用した「カスタマイズ混雑マップ」も提供しています。
https://www.unerry.co.jp/news/2020/07/customized-map/
「カスタマイズ混雑マップ」では、日用の買い物以外の、日本国内のさまざまな施設の混雑推定データを提供可能
です。企業は、施設や店舗の混雑状況に合わせたマーケティング施策の実行が可能となるとともに、混雑推定デー
タをWEBパーツとして自社サイトやアプリに掲載することで、顧客に「密」を避けた買い物環境を提案することが
できます。
▶「カスタマイズ混雑マップ」においては、Wi-Fiとビーコン情報を捉えるIoTセンサーを設置することで、位置情
報データボリュームが少ない小規模な店舗や、よりメッシュの細かい範囲でのリアルタイム計測が可能になりま
す。たとえば、商業施設内の各フロアや、フードコート・イベントスペース等の建物内の一部エリアに限定した混
雑把握・可視化も可能となるため、イベント開催の企画立案や、施設内回遊の導線設計、集客・誘導オペレーショ
ン等のためにデータが役立ちます。
▶上記の施策を通して、混雑ビッグデータの蓄積が進み、現在は「混雑予測」技術の開発にも新たに取り組んでお
ります。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▶2020年6月より、株式会社NTT
データと協業し、「おでかけ混雑
マップ」（無償アプリ）を提供開
始しています。上記、「お買物混
雑マップ」の機能に加え、Twitter
データを活用し、つぶやき情報か
らもお店の状況を把握することが
可能です。

電気自動車向けワイヤレス充電システム 株式会社ダイヘン 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・電気自動車への充電において、都度充電ケーブルの接続を行うことなく、非接触（ワイヤレス）で
自動車（バッテリ）への電力供給が可能なシステム。
・すでに2人乗りの超小型ＥＶ向けに実用化済みで、普通自動車(EV)や電動バス等にも対応可能。
・充電作業において人の手を介さないため、充電ケーブルを不特定多数が触ることによる感染拡大を防止すること
ができる。
・系統に接続して電力を供給するタイプと、太陽光で発電した電力を内蔵バッテリに蓄電しワイヤレス
給電を行う２タイプの製品を有している。
・太陽光蓄電タイプの製品であれば、避難所等に設置することにより緊急時の電源としても活用が可能。
・自動車だけでなく、様々な電動モビリティや自走ロボットなどへの利用が可能。

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○

行動認識AIシステム 株式会社KDDI総合研究所
https://www.kddi-research.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・概要：「行動認識AI」は、センサーを使わずスマホ等に搭載されたカメラの画像のみから人物の姿勢、行動をリ
アルタイムに認識することができ、理想的な姿勢や行動との違いを認識、理想的な姿勢や行動へ近づけることがで
きるよう、アドバイス可能とする。
・効果：健康のためのエクササイズにて、ジムや体育館等に行かなくても、コーチがその場にいるかのように、
個々にあったアドバイスを提供することが可能となり、ソーシャルディスタンスを保ったまま、健康促進に繋が
る。さらに、学校等でのサッカーなどスポーツの練習においても同様に、AIがプロと同等のアドバイスを提供する
ことが可能となる。

   ○   ○

AI活用コミュニケーションロボ（通訳機能あり） 株式会社アルボル
担当者：本庄昌実、連絡先（メー
ル）：as@arbol-jp.com
ウェブサイト：https://www.arbol-
jp.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

③ 　パソコン、スマートデバイスが、あらゆる産業を成長させたように、当社IoTプラットフォームも、あらゆる産
業を成長させます。（イメージ図を添付）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 屋内/電気を確保できるあらゆる場
面で活用可能
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mobileCLT（100％国産材を用いたCLTパネルを組み合わせ
た移動式⽊造建築ユニット）

株式会社スタンバイリーグ　080-8873
－3119

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 国産⽊材を用いたCLTパネルをボックス状に組み立てた移設可能な⽊造建築ユニット。１ユニットのサイズは約
2.4m未満×約６m未満×2.9mｍ未満。ユニットを組み合わせ連結・積層して、多様な用途に応じた間取りを構成す
ることが可能。構造体に利用するCLTの対応年数は１００年以上。建築物として基礎に緊結。移設時は解体せずに
設備を装備したまま短時間で基礎から切り離しユニット単位でトラックで移設することが可能。コロナ感染症対策
用の経過観察用病室、発熱外来他、３密を避けるテレワーク・リモートワーク支援施設、Withコロナのライフスタ
イル・ライフスタイツに対応し地方創生・交流人口や関係人口の増加に寄与するグランピング・ワーケーション施
設等に利用しつつ、災害時は被災地に移設し３密を避ける分散型避難所、応急仮設住宅として利用し、さらに、復
興期には本設の復興公営住宅や被災者の自宅再建に転用することで自力再建を支援する。オリパラの選手・スタッ
フの事前キャンプのホストタウンでのクラブハウス、シャワー・トイレ、休憩施設、観客の臨時医療施設として利
用。シャーシに載せオフグリッド化したトレーラーハウスとして医療的ケア児者の災害時救援ステーションとして
に利用可。Webの予約、自動チェックイン、電子ロックシステム、決済システムと連携し、タイムシェアオフィ
ス、移動キチンカフェ、無人コンビニ、無人コインランドリー、無人ドラッグストアなど多様な用途に展開可能。
従来の建築請負ではなく、ユニットのリース・レンタル事業、自治体と官民協働による企業の福祉厚生等利用権型
リゾート・ワーケーション事業として展開可能。リバースモーゲージやリースバック等を用いたコンパクトシ
ティー・空き家対策・減災型土地利用誘導、PFIや企業版ふるさと納税などの寄付税制等により地方への移住促進
住宅などに利用。

○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○

生体情報確認システム・ミマモラート 株式会社リードライフ
担当者：晝田浩一郎（ヒルタコウイチ
ロウ）、連絡先（メール）：
hiruta@p4rl.com
ウェブサイト：https://www.lead-
life.co.jp/mimamolert/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ▼概要
・部屋に設置した生体情報確認システムにより、非接触で生体情報（心拍、脈拍およびモーションセンサー）を検
知する。当該情報は離れた場所からパソコンやスマホ等で家族、ケアマネージャや民生委員等の任意の人に共有可
能。内部にSIMを内蔵しているため、生体情報確認システムは電源コンセントにつないだだけで設置が完了する手
軽さがある。
▼ビジネスモデル
・本体を購入していただく（39,800円）、通信費として月額3,980円（税別）を支払っていただく。管理側のアプリ
等は無料（パケット通信費は利用者負担）
▼背景
・核家族化と超高齢化社会により独居老人の増加、孤独死、高齢者の事故や見守る人材不足等の問題が顕著になり
つつあります。民生委員やケアマネジャーといった方が定期的に見守りを実施していますが、孤独死や亡くなって
から数か月後に発見されるといった事件や事故も年々増加傾向です。民生委員の方も高齢化し、一軒一軒のご自宅
を訪ねる機会向上は体力的にも時間的にも難しくなっていきます。また、今回の新型コロナウイルス感染症によ
り、人と会うことや外に出ることが難しい状況となってしまいました。人と会わずに、定期的に、手軽に、独居老
人をはじめ見守りを実施する必要性が新たな生活様式に急務となっています。
▼動画
https://youtu.be/ZzjFLHfScXs

○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ ○ 平時における独居老人の見守りだ
けではなく、災害時における仮設
避難所や在宅避難をした人たちへ
の見守りが可能になる。ボラン
ティアスタッフが毎日被災者や在
宅避難者を物理的に見守ることは
現状不可能だが、本システムであ
ればいつでも見守りが可能。平時
でも、災害時でも活用が可能

統計情報可視化システムMESHSTATS（世界メッシュ統計
基盤）

世界メッシュ研究所（ 横浜市立大学、
データサイエンス学部佐藤彰洋研究室、
メールアドレス office@fttsus.jp, TEL: 
045-787-2208, 
https://www.meshstats.xyz/meshstats
/ ）

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① オンライン上で空間を世界規模でデータ化、可視化、分析し、WebAPIを使うことでデータアプリケーション開
発、構築を容易とする

○ ○ ○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

KPAS+体表面温度検知オプション(プロト版) パナソニック システムソリューション
ズ ジャパン株式会社

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ・顔認証 × 体表面 温度に よるオフィス入退管理で感染予防
・勤怠システムとの連動
・該当者と会議に同席した人の追跡

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

混雑検知技術 パナソニック システムソリューション
ズ ジャパン株式会社

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

①②（機
能によ
り）

・リアルタイムでの密集・混雑を発見
・混雑アラートでお知らせ
・時系列で密集・混雑しやすいエリアの予測に活用

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島コロナお知らせQR 広島県総務局業務プロセス改革課
082-513-2451
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/
2019-ncov/ncov-qr.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 施設に掲示されているQRコードをスマートフォンなどで読み取り，メールアドレスを登録した利用者に対して，感
染者と同じ時間帯に同じ施設を利用したことが確認された場合に，感染者と接触した可能性があることをお知らせ
する。
お知らせを受けた方には，PCR検査の申込みが案内され，申込みフォームからPCR検査の申込みができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

非接触型AI温度検知システム「Sense Thunder」 日本コンピュータビジョン株式会社
（http://www.japanacv.co.jp/）

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・ＡＩが顔を認識し，測定した体表温と室内温度から体表温度を推定
・非接触で高速に温度検知（０．５秒／件）が可能
・マスク未着用や温度の異常を検知した際に警告
・セキュリティゲートと組み合わせた入退室制御や履歴管理などが可能

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い
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IoTによる施設混雑状況見える化 日本電気株式会社　
https://jpn.nec.com/cloud/s_iot/index.
html
tadaharu@nec.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 会議室や食堂など、身近な施設の混雑状況/密集状況をデータとして収集・可視化することで、３密リスクの回避
に役立つ情報を提供します。
（活用法と効果）
①飲食店などのオープンスペースの密集度の可視化
　飲食店などの利用状況をカメラ画像解析により見える化　デジタルサイネージとWebから混雑状況の情報を提供
し、密集回避を促進
②会議室などの閉空間の密集度の可視化
　会議室の利用状況をWeb画面で視覚化　会議室ごと／時間帯ごとの、利用人数、温湿度、照度を収集しモニタマ
スク着用者に対しても、人物を検出・追跡し、人流を捉え、着用率推定が可能
③トイレなどの空室待ちによる密集リスクの可視化
　扉にセンサーを設置し、トイレの満空状況を個室単位で視覚化。デジタルサイネージと連携し、利用者のトイレ
の空き待ちによる密集リスクの回避を促進

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○

＜新型コロナ対応＞避難所設営・運営診断サービス あいおいニッセイ同和損害保険株式会
社　新潟支店 
渡 康太郎 k-
1986watari@aioinissaydowa.co.jp

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 地方公共団体が策定している既存の避難所運営マニュアルを、「感染症対策」の観点で不足する内容がないかを診
断し、対策例や参考情報を提供するツールです

     ○

顔認証（マスク対応）ロッカー 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/press/202007/20
200713_01.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② 「顔認証」によりロッカーの施錠・解錠ができ、非接触で荷物の出し入れが可能です。
（活用法と効果）
①鍵を持たずに、荷物の一時保管が可能
　顔認証によりロッカーの施錠・解錠を実施、荷物の一時保管した際の鍵の持ち歩き不要で利用可能
②フィンガージェスチャーによる接触機会の低減
　タッチパネル操作に比べ画面が汚れず衛生的で、利用者の感染防止に効果的
③オフィス内の個人＆共用ロッカーでも活用 　パスワードや社員証などが不要で、顔認証のみで
　個人用・共用ロッカーの開閉が可能となり、オフィス内の設備への接触を低減

   ○  ○ ○ ○ ○ ○

顔認証／映像技術を活用した感染症対策 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/video-
analytics/products/sl_thermal.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 可視光×サーマル一体型カメラにより検出した「顔」と「体表面温度」を自動的にリンクし、閾値以上の体表面温
度該当者を検知。接触した可能性のある人物や、該当者の移動経路も推定可能です。
（活用法と効果）
①安心・安全なウォークスルー入場 
顔認証技術を用いた本人認証によりセキュアかつタッチレスの 安心・安全な入場を実現。あわせて入場時の行列な
どの混在緩和・ 解消を実現します
②混雑度スクリーニング
画像/⾳の解析技術を用いて混雑度を可視化・検知。過度な混雑が 見られる場合には、ソーシャルディスタンスを
保つよう対応を促します
③体表温度スクリーニング
顔認証/映像技術をベースにした体表温度測定により要対応者のスクリーニングニーズに対応

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オンライン本人確認を実現するDigital KYC（Know Your 
Customer）サービス

日本電気株式会社  デジタルインテグ
レーション本部　nec-
digitalkyc@ivs.jp.nec.com
https://jpn.nec.com/fintech/kyc/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 本人の容貌と本人確認書類の顔画像を照合し、オンライン上での本人確認を容易に実施します。
（活用法と効果）
①オンラインで本人確認完結し、速やかにサービス利用開始
　オンラインでの本人確認の手続きをスマートフォンで完結させることで、申込時の顧客離脱を削減
②転送不要郵便による居住確認が不要に
　本人確認作業における郵便による居住確認が不要になり、郵便費用を削減
③ライブネス判定による不正防止対策 企画段階から金融庁と意見交換を実施し、犯罪収益移転防止法を踏まえた仕
様
④FIDO(＊)に準拠した生体認証技術を活用し、本人照合処理をスマートフォン内で完結
(＊)ユーザのプライバシーに配慮し、生体情報などの「認証に必要な秘匿情報」を通信経路を含めてサーバには送
らない認証方式

 ○  ○  ○  ○ ○ Digital KYCでは、オンラインにて
本人確認を完結する事が可能とな
ります。
そのため業種・業界などは問わ
ず、本人確認が必要な場面にてご
活用いただけます。

顔認証（マスク対応）ゲート 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/press/202007/20
200713_01.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

③ マスク着用でも可能な「顔認証」を搭載した入退ゲートを実現、タッチレスで安全なゲートで利用者の感染リスク
を軽減します。
（活用法と効果）
①社員証をかざすことなく手ぶらで通過できる顔認証ゲート
　社員証などをかざす必要がないので、利用者がゲートに接触することなく通過可能、接触によるウィルス感染リ
スクを軽減
②マスクをしたままでも認証が可能
　マスクを着用したままでも顔認証が可能　
　　
③サーマルカメラにより体表面温度を測定
　顔認証/映像技術をベースにした体表温度測定により要対応者のスクリーニングニーズに対応

    ○ ○ ○ ○ ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い
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体調管理・出勤場所管理サービス NECネッツエスアイ株式会社
https://symphonict.nesic.co.jp/Corona
Measures/employeesafety/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 社員の体調・出勤場所の確認を午前・午後に分け、ビジネスチャットへ自動的に投稿します。該当するボタンを押
すだけで簡単に報告できる為、社員に手間をかけずに実施できます。
（活用法と効果）
①誰でも簡単利用：「体調」「出勤場所」をボタン１つで登録。集計機能にて情報を一覧表示、簡単に確認が可
能。
②簡単導入：大がかりなシステム構築不要、数日で利用開始可能です。各社員は今まで利用していたビジネス
チャット(Teams/Slack)を使うだけです。

    ○ ○

映像分析による三密回避 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ・独自の高度かつ、顔認証、動線分析、施設の混雑度の見える化など、様々な映像分
析技術を組み合わせたリモート・タッチレス機能を提供。非接触や３密回避による感染症
拡大防止の運用に貢献。
・カメラ映像等の利活用に関して、個人情報保護法の遵守及びプライバシーに配慮した
映像の匿名化などの技術面・運用面でのノウハウを活かした仕組みの実現
・顔認証を活用した非接触環境の整備や混雑度、ソーシャルディスタンスなどが守られているか可視化、情報提供
による密防止を実現。
・マスク非着用者、体表温が閾値以上の者を水際で検知、注意喚起し、高安全性（省人化）を実現。
・混雑している観光地・施設の可視化を通じた需要平準化等の混雑対策が可能です。
・コロナ禍における「安全安心な観光地」として国内外の観光客へのアピールに貢献します。

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○

顔認証の共通ID化（DigitalID）による手ぶらサービス 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ・世界No.1の精度を誇る顔認証技術及び空港における搭乗手続き等のグローバルを含
む導入実績を踏まえた生体認証データの安心・安全な活用ができます
・顔情報を共通のIDとするDigital IDにより、顔情報を１回登録するだけで、さまざまな
観光関連施設での衛生面でも優れた「手ぶら」サービスをシームレスに提供します。
・複数の場所やサービスにおいて顧客へ一貫した体験を提供可能です。
・顔情報を共通のIDとするDigital IDにより情報を繋いで、個人にあった情報を提供可能です。
・顔情報を共通のIDとするDigital IDによるスループット改善とともに、マーケティング分析も組合せた需要予測に
よる最適なリソース活用を実現します
・顔認証技術を通じ、観光客やビジネス客の利便性や満足度を向上させ、地域経済活性化を支援します
※顔情報の利用には、ご利用者の事前同意が必要です。

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

在宅生活支援サービス【Tablet PaPeRo】 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ・スマートフォンの活用が難しいデジタル弱者に対して、日常生活のクオリティオブライフの向上と、非常時の安
心安全への貢献が期待できます。
・仲介役となるロボット型のキャラクターユーザインターフェイスを活用し、⾳声及びボタン入力による簡単なタ
ブレット端末の操作によって、家族とのコミュニケーション活性化、介護支援、服薬管理、買い物支援、地域イベ
ントのお知らせ、災害情報共有等、双方向の様々なサービス利用が可能となります。
・地域や人との繋がりにおいては、地域事業者との連携により、異変を感じ取ったときは、ご家族や支援機関に連
絡するなど、キャラクターを通じた緩やかな見守りや体調確認が可能です。また、事業者から直接、高齢者に連絡
が可能であり、高齢者に寄り添ったきめ細やかな健康維持支援や、生活支援サービスが提供可能となります。

○ ○ ○  ○    ○

遠隔・オンライン診療向け画像補正サービス 大日本印刷株式会社
ウェブサイト：
https://www.dnp.co.jp/news/detail/10
158216_1587.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② COVID-19影響によるWFHの拡大が著しい。医療においても同様に、遠隔・オンライン診療の拡大が感染防止の観
点からも望まれいている。しかしオンラインで扱われる画像は、撮影機器、撮影環境、モニタ毎に色が異なるた
め、医師が診断に使用する画像は、都度異なる色となるため、診断の妨げになるリスクがある。弊社の画像補正
サービスは、色基準となるカラーチャートを元に、いかなる機器、環境であっても正確な色再現を実現するもので
す。

○ ○ ○    ○ ○ ○ ○ ・病理診断画像のAI教師データへ
の活用
・通販など、画像に正確な色情報
が必要なシーンでの活用

クラウド型電子図書館サービス 大日本印刷株式会社、日本ユニシス株
式会社、株式会社ボイジャー
https://www.dnp.co.jp/news/detail/11
87652_1587.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 大日本印刷グループと日本ユニシスは、ボイジャーの協力を得て開発した「クラウド型電子図書館サービス」を、
小中高・大学提供しています。
このサービスは、電子書籍を、いつでも・どこでも、パソコンやスマートフォン、タブレット端末で利用できる電
子図書館システムをクラウド型で提供するもので、図書館が閉館していても利用可能なサービスです。
また、視覚障害者向けに読み上げ機能も備えており、読み上げの速度や⾳量の調整などができる機能を有し、視覚
障碍者の方が、自ら読みたい本を検索し、読書できるなど、利便性を高めています。

○ ○ ○ ○ ○  ○  ○

防犯カメラ映像解析による見守りサービス 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・カメラとAI技術を活用して混雑・密集具合をリアルタイムに把握することで、現場での人手を減らす・観測の定
量化・自動化を図ることができるため、現場の監視員の負担を減らしつつ3蜜状態を防ぐ形で新型コロナウィルス
への対策実施が可能となります。
・3蜜の検知だけでなく、同時に防犯カメラの映像監視業務も事業会社へ委託することで、警察への映像提供業務
など自治体が負担と感じている業務のアウトソーシングが可能となると共に、事業会社での雇用も創出されます。

   ○   ○

DNPバーチャル接客サービス 大日本印刷株式会社
バーチャル接客サービスURL：
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/1192979_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 接客・販売を伴う業界の人手不足や働き方改革(副業支援)など社会課題を解決することを目的に、遠隔でバーチャ
ルキャラクターを操作し、リアル店舗やオンライン・バーチャル店舗で接客・販売する事を可能にするサービスで
す。最新VR技術を活用することで、人が自宅などから自身の顔を出さずにキャラクターに成りきり、相手の様子を
見ながら様々な演出を用いた接客・販売ができます。ディスプレイなどを介して相手と対話するため、コロナ禍の
状況でも積極的なお声がけが可能になります。
LIVEで遠隔操作し接客するパターンと、商品訴求動画を簡単作成し配信するパターンの２つがあります。バーチャ
ルキャラクター３Dモデル製作、演出システム、機材一式、利用ライセンスなどをパッケージで提供しているた
め、2～3日で導入することも可能です。

○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

DNPバーチャルエクスペリエンス VRモデルルーム 大日本印刷株式会社
VRモデルルームURL：
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/10158433_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① マンションギャラリーなどマンションや戸建ての販売拠点で、写実的な3DリアルタイムCGで作られたバーチャル
な室内をウォークスルしながら紹介することにより物件の魅力を細かく伝えることができます。4K大画面ディスプ
レイでは多人数の接客に対応でき、バーチャルリアリティ（VR）用のヘッドマウントディスプレイを加えると物件
を実寸大で実感いただけます。また、PCで動くモデルルームであるため、リモート会議システムを使って遠隔接客
を行ったり、機器を持ち運んでイベントや展示会で利用したりなど、コストを抑えながら幅広く活用することがで
きます。
さらに360度パノラマ画像によるVRコンテンツを生成することで、インターネットで物件を紹介することもできま
す。

○ ○   ○ ○ ○ ○ ○
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DNPセキュア通信サービス 大日本印刷株式会社
DNPセキュア通信サービスURL：
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/1188698_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① モバイル端末やIoT機器にインストールしてVPNで通信を暗号化できるDNPのオリジナルソフトウェア型のクラウ
ドサービスです。新型コロナウイルスの感染防止対策の一環であるテレワークの拡大をはじめ、監視カメラやIoT
機器等さまざまな用途で、不正アクセスや情報漏えいを防ぐための安全な環境をより迅速に、低コストで構築可能
です。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教育ICTプラットフォーム 大日本印刷株式会社、西日本電信電話
株式会社
https://www.dnp.co.jp/news/detail/10
158366_1587.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 大日本印刷は、西日本電信電話と連携しwithコロナ、afterコロナ時代に求められる教育のデジタル化を推進するた
め、教育ICTプラットフォームと電子教科書・教材及び電子図書館等のソリューションを推進、展開しています。
当プラットフォームで、学生・教員がオンライン授業において利用する学内システム等からシングルサインオンで
電子教科書・教材及び電子図書館等サービスの利用を可能にします。
また、出版社、丸善雄松堂等の書店との連携によって、大学で利用される電子教科書・教材のオンライン購入や、
オンライン閲覧、学修管理が可能となる仕組みを提供します。提供にあたっては、NTT西日本の地域創生クラウド
に各大学の配信サーバーを設置することで、動画等を含む大容量コンテンツについても、遅延なく快適に閲覧・学
修できる環境を提供すると共に、今後はNTT東日本とも同様の環境を構築し、日本全域での提供を実現致します。
また、LMS（ラーニングマネージメントシステム）と連携し、授業と教科書が連動したオンライン授業を実現する
と共に、利用ログ取得による、学修の可視化を行い、大学・学生へ、学修の向上支援機能を提供します。

     ○

手洗いAIサービス 大日本印刷株式会社
ウェブサイト：
https://www.dnp.co.jp/news/detail/10
158423_1587.html                               
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/10158413_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① AIを活用した独自の画像解析技術によって、厚生労働省が提唱する”正しい手洗い”ができているかどうかを判定
し、”正しい手洗い”を啓発するサービスです。

○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○

360°ビューモーフィング 大日本印刷株式会社
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/10158100_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 360°ビューモーフィングは、ひとつの空間の中の2地点で撮影したパノラマ写真を合成してVR空間を生成する技術
です。２つの撮影地点間をウォークスルーするように移動したり、任意の地点で立ち止まって周囲を見回したりす
るような没入感の高い体験がWebブラウザ上で可能です。パノラマ写真2枚から生成可能なため、制作負荷が低
く、展覧会場などの空間を手軽にVR化して公開が可能で、ハイブリッド展示や施設案内に利用可能です。

 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 美術館、博物館にとどまらず様々
な空間のVR表現が可能です。Web
ブラウザで閲覧できるので特別な
機材等は必要ありません。

テレワーク向けセキュリティ診断サービス 大日本印刷株式会社
ウェブサイト：
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/10158367_1567.html
https://www.dnp.co.jp/news/detail/10
158434_1587.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワークを導入または導入検討をする企業に対して、顧客情報・技術情報等の企業の重要情報が漏洩するリスク
を「診断シート」によって可視化します。また、診断結果に基づき、ご予算、環境に応じた情報漏洩を防止するた
めのセキュリティ対策を提案します。

    ○ ○ ○ ○

IoTデバイス連携　クラウド型健康管理システム「Health-
Ledger（ヘルスレッジャー）」

会社名：正興ITソリューション株式会社　
担当者：情報営業部　波多江　慎（は
たえ　まこと）　TEL：092-473-2282
MAIL：makoto-hatae@seiko-
denki.co.jp WEB https://www.seiko-
itsolution.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 添付資料をご参照ください。 ○     ○ スマホアプリにて自己の健康管理
が可能（医療コストの低減）。ま
た、必要であれば、スマートタウ
ンで医・食を連携した健康管理が
可能（重症化予防による長期的医
療費削減）。

一般走行車両のビッグデータによる地域の課題解決の効率
化・省人化

朝日航洋株式会社空間情報事業本部商
品企画部
担当者：及川大輔連絡先（メール）：
daisuke-oikawa@aeroasahi.co.jp
ウェブサイト：
https://www.aeroasahi.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 　地域を走行するコネクティッドカーのビッグデータにより各種行政事務の3密回避、省人化を図る(以下、地方自
治体における導入イメージ)。
・点検車両を走行させることなく路面点検や危険個所の把握等を実施可能
・調査員等の人手を介することなくコロナ前後の観光地等の状況変化を把握するための
　基礎調査(交通調査、車両トリップデータ、各種ビッグデータ解析等)を実施可能

  ○ ○  ○  ○ ・車両の挙動データから交通安全
対策が必要な箇所の抽出
・車両の走行実績から災害発生前
後の道路通行状況の可視化
・観光地の車流変化をアフターコ
ロナの観光施策立案へ活用
・オリンピック屋外コースの路面
状況や車流把握への活用可能性

事務所等における人の所在管理
FUJITSU IoT Solution Battery-free Beacon PulsarGum

富士通株式会社 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 太陽光／照明光が当たるとビーコン信号（固有のID）を発信するビーコン。人がビーコンを所持・装着し、事務所
等での蜜な状況のモニタリングに活用可能

    ○ ○

FUJITSU IoT Solution COLMINA 現場コミュニケーション
ツール
(旧名称：スマートコミュニケーション)

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/solutions/smart-
communication/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① テレワーク中の従業員同士や離れた現場間でのコミュニケーションをPCを使用していない時でもスマートフォンで
実現するサービス

    ○ ○
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FUJITSU IoT Solution COLMINA 現場コミュニケーション
ツール
 ・ビジネスSNSサービス(LINE WORKS)

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/solutions/smart-
communication/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① オフィスや現場など業務コミュニケーションの活性化を支援するビジネスSNSサービスグループウェアとして必要
な機能をスマートフォンのアプリから利用できる社内コミュニケーションサービス。LINEの使いやすさをそのまま
に、トップレベルのセキュリティで あらゆるビジネスシーンに活用可能

    ○ ○ ○

FUJITSU IoT Solution COLMINA 現場コミュニケーション
ツール
 ・IPトランシーバー(Buddycom)

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/solutions/smart-
communication/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① スマートフォンがIP無線になるクラウドサービス。専用端末は不要、他の業務アプリとの併用が可能。
インターネット通信を利用して、無線機やトランシーバーのように一斉通話ができるスマホIP無線サービス。

    ○ ○ ○

FUJITSU Manufacturing Industry Solution COLMINA 
Design Review高速リモートデスクトップ
(旧名称：FTCP Remote Desktop)

富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/products/plm-
software/cax/ftcp-remote-desktop/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 富士通の高速画像転送表示技術で、3DCADやCAE、動画・CGなどをグラフィックスを多用するアプリケーション
を、クラウド等からリモートワーク利用可能とするソリューション

     ○

FUJITSU Manufacturing Industry Solution COLMINA 設計
製造支援 製造物外観検査
(旧名称：3D重畳)

富士通株式会社
https://plm-
biz.feast.fujitsu.com/solution/3DChojy
o.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 工場で生産された建造物や工業製品等の部材・部品をリモートで検品（外観検査）できるシステム      ○

本人認証ソリューション「AuthConductor V2」 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/
business-
technology/security/secure/identity-
management/authconductor/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 手のひら静脈認証を中心とした認証方式によるPCログオンソフトウェア。手のひら静脈認証入退室装置
「PalmSecure AuthGate 」との連携により静脈認証の共有が可能。また業務システムへの組込みにより、受付
け、決済等での本人認証のニーズに対応

 ○  ○  ○  ○ ○ ○

オンライン生体認証サービス 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
nnovative/iot/bio-sensor-auth/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ID・パスワードに依存せず生体認証と公開鍵暗号を用いることで、従来のパスワードによるオンライン認証の脆弱
性を解決する新しい認証方式

  ○   ○ ○ ○

特許管理クラウドサービス  ATMS PROPAS 富士通株式会社
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/ip/patentmana
gement/propas/index.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 特許出願において、企業と特許事務所（弁理士）をつなぎ、特許出願業務を非対面で円滑に行うためのコミュニ
ケーションサービス

    ○

CHORDSHIP＋CRMate 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/services/k
nowledge-integration/chordship/
https://www.fujitsu.com/jp/services/a
pplication-services/enterprise-
applications/crm/crmate/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 公共施設の感染症対策「密集回避」のために来訪者数をコントロール ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

GREENAGES  Citywide Surveillance 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/
business-
technology/tc/sol/greenages-cs/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 繁華街や主要ターミナル駅での混雑状況把握  ○    ○ ○ ○  

HOPE X-W 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/healthcare/products/hopexw/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ドライブスルー方式などでPCR検査を院外で実施する場合の臨時診療所における診療報酬請求を支援 ○     

HumanBridge EHR ソリューション 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/healthcare/products/humanbr
idge/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① SNS機能を搭載した、地域の各医療機関をセキュアなネットワークでつなぎ、診療情報を共有する地域医療連携シ
ステム

○     
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スマート都市監視ソリューション
FUJITSU Technical Computing Solution GREENAGES 
Citywide Surveillance

富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/
business-
technology/tc/sol/greenages-cs/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① AI映像解析技術で、街中に設置された監視カメラ等で撮影されたビデオ映像から、マスク着用の有無にかかわらず
個人を特定しない範囲で人数カウントや属性情報を収集できるため、リアルタイムに混雑状況を可視化

    ○ ○  ○

Fort# Rescue（仮称）
新型コロナウイルス感染者状況管理　（withコロナ　感染
者状況把握追跡ソリューション）

富士通 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 被災者、感染者の追跡管理、及び避難所または感染者受入れ先施設（保健所、病院、隔離施設（ホテル）等）の現
況把握と施設利用最適化

○ ○  ○   

Crowd View 富士通 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① Wi-Fi受信用のセンサーを対象の商店街やエリアに設置。混雑状況を簡易的にWebで確認できるコンテンツを提
供。買い物や商店街を混雑回避できる。また鉄道への転用して車両の混雑状況を段階的に見える化し利用者に混雑
の情報提供。

 ○    ○  

人流可視化サービス(高度分析） 富士通 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① Crowd Viewの情報取得システムを利用し、より詳しい状況を分析できるコンテンツやサービスを提供する。ODや
エリア滞在時間等様々な分析ツールの提供や取得したビックデータの利活用等顧客と共に考え提案を行うサービ
ス。

 ○     

組織ストレスアセスメントe診断@心の健康 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/healthcare/products/eshindan
/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 厚生労働省指針の「職業性ストレス簡易調査票」と「仕事のストレス判定図」をベースにしたメンタルチェック
サービス。
受診者のセルフケア推進や職場の健康リスク状態の可視化により、企業のストレス対策の運用を支援

     ○

GLOVIAiZ就業 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/group/fjm
/services/application-
services/enterprise-
applications/glovia/glovia-
iz/employment/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 3密防止のためのシフト管理による出社人数の制御     ○ ○

Nanome 富士通 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 化学構造式を３Dで“体験”し研究の新しい発想を創出させる。COVID-19治療薬の研究開発をVirtual Realityで促
進。

○     

FrontSHIP 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/finplex/fron
tship/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 非対面リモート支援
デジタルチャネルを通じた新たな顧客接点と顧客体験を創出する金融サービス基盤を提供し、ビジネスモデルの変
革を目指す金融機関を支援

  ○    

オンライン認証サービス for FIDO 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/finplex/onli
neauthentication/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ”パスワードの要らない世界”を実現するオンライン認証の新標準   ○    

FaceTRUST 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/finplex/fac
etrust/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 本人確認書類の顔画像と利用者（操作者）の容姿を照合（AIによる顔照合）し、本人性の確認を行うサービス   ○    

Advanced Teaming Experience Service 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/finplex/adv
ancedteaming/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① スマートフォンを用いた金融分野向けの新たな教育プラットフォームサービス   ○    
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ScrumOne 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/finplex/scr
umone/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① AIチャットボットとRPAにより、各種申請手続きを自動で行える金融分野向け新サービス   ○    

Cloudlending 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/financial/services/cloud-
lending-solutions/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① レンディング業務やリース業務に必要な機能をクラウドで提供するサービス   ○    

GLOVIAiZフロント 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/group/fjm
/services/application-
services/enterprise-
applications/glovia/glovia-
iz/employment/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 3密防止のためのシフト管理による出社人数の制御     ○ ○

WebSERVE 物流統合（IT点呼） 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/logistics/product/delivery/we
bserve-h183/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① Webカメラ、アルコールチェッカーなどを使用して「貨物自動車運送事業法」の定めるIT点呼を遠隔で実現。(対面
の回避)

     ○

Ｌｏｇｉｆｉｔ　ＴＭ－ＮｅｘＴＲ 富士通
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/logistics/product/delivery/logi
fittm-nextr/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 車輌情報の動態管理(トレース)システム      ○

道路パトロール支援サービス 株式会社富士通交通・道路データサー
ビス
https://www.fujitsu.com/jp/group/ftrd
/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① （画像のみ）      ○ ○ 道路維持管理

リンク通知システム クリプトン・フューチャー・メディア株
式会社

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ⼆次元バーコード（QRコード）を通して各イベント会場・店舗等の来訪者のメールアドレスを取得できる。感染者
が発生した際には濃厚接触の可能性がある方々を特定して連絡を取る事が可能となる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 不特定多数が出入りする場所など
で有効

GPS等位置情報データを活用した鉄道の混雑予測技術 株式会社福山コンサルタント
担当者（メール）：渋川
（shibu@fukuyamaconsul.co.jp）
　　　　　　　　　中谷
（nakaya@fukuyamaconsul.co.jp）
　　　　　　　　　船本
（y.funamoto@fukuyamaconsul.co.jp）
https://www.fukuyamaconsul.co.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ・スマートフォン等から得られる人の移動情報（GPS等）から、鉄道の混雑率や鉄道駅の集中度合を推定する技術
である。
・コロナ感染症防止の観点では、時間帯ごとの混雑率が分かることにより、接触機会の回避のために企業等にリ
モートワークや時差出勤の協力を依頼する際に、どれくらいの人数を削減すべきかといった定量的な施策目標の設
定が可能となる。
・都市交通に係る様々な施策検討の基礎データとして活用できる。例えば、大規模なイベントや集客施設における
ピーク平準化施策や、需要変動に応じた弾力的な運賃形態などの検討が可能である。

   ○  ○ ○  

バッテリー交換型⼆輪EV ・一般社団法人　日本自動車工業会　
⼆輪車特別委員会を構成する国内⼆輪4
社（川崎重工業株式会社，スズキ株式
会社，本田技研工業株式会社，ヤマハ
発動機株式会社）が技術/製品を保有．
・連絡先については，後日，相談させ
てください．

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 　⼆輪 EVは電気駆動型の自動⼆輪であり、排気ガスを出さず、ガソリンエンジンを搭載した自動⼆輪よりも騒⾳
や振動を低減した走行が可能なモビリティである。「低炭素」型の車両であることに加え、“３密”を避けた移動手
段であることからニューノーマル時代の「低感染リスク」の移動手段としての期待が大きい。しかし、従来の⼆輪 
EV には航続距離の延長や充電時間の短縮などの利便性の点で課題を抱えている。「バッテリー交換型⼆輪EV」は
⼆輪 EVをバッテリー交換式とし、街中に多数のバッテリー交換ステーションを設けることで、利用者にとっての
利便性を改善し、「低ストレス」で利用可能となる。（なお、電動⼆輪車用交換式バッテリーコンソーシアム※が
交換式バッテリーの仕様や標準化の検討をしている。）
　さらに、街中のバッテリー交換ステーションに設置されたバッテリーは災害時の電力供給源として利用できる可
能性があり、また、⼆輪 EV の小回りの利く機動性の高さから災害時の移動手段としての役割を担うことが期待で
きる。このように、バッテリー交換式⼆輪 EV は社会の新たな公共財としての意義が大きい新しい社会システムに
なり得る。
※電動⼆輪車用交換式バッテリーコンソーシアム：川崎重工業株式会社，スズキ株式会社，本田技研工業株式会
社，ヤマハ発動機株式会社で構成される。

     短・中距離の移動に活用可能。特
にラストマイルを支えるモビリ
ティとして活用が見込める。
⼆輪EVは災害時の移動手段および
街中に設置されたバッテリース
テーションに設置された充電済み
バッテリーは災害時の非常電源と
して活用が見込める。
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ガス・ヒートポンプ・エアコン（GHP）停電自立タイプ
（ハイパワー・プラス）

アイシン精機株式会社（L&E営業部－
0566-24-8037　
https://www.aisin.co.jp/ghp/compunit
/hipower/index.html )

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 停電時に、ガスインフラが生きていれば、空調及び電気が供給できる空調室外機です。
供給できる電気容量は業界No.1の３KVA（空調未使用時）。避難所機能が有事に必要となる学校、公民館、体育館
などの施設に有効です。三密の回避が避難所運営においても重要なテーマで、従来の想定よりもコロナリスクによ
り、避難所スペースの拡大が必要となる中、熱中症予防の観点からも必要不可欠な設備と⾔えます。

○ ○  ○   ○ ○ ○

エネファーム・TypeS アイシン精機株式会社
（L&E営業部－0566-24-8037　
https://www.aisin.co.jp/cogene/enefar
m/ )

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 自然災害が猛威を振るい、その災害規模が大きくなっています。コロナ感染のリスク軽
減と避難所のスペース供給力の限界という観点から、自宅での生活を継続される選択肢
も重要。エネファームTypeSは、通常は燃料電池として家庭用の電気を都市ガス・LPガ
スから作り出すのに加え、停電時の自立機能を持ち、自宅での最小限の生活に必要な電
力を供給可能。避難者の分散と感染リスクの軽減に役立ちます。

     ○

医療ＭａａＳ（長野県伊那市モバイルクリニック実証事
業）

伊那市(担当者：企画部企画政策課　安
江・池田・塩原 0265-78-4111 
kij@inacity.jp)
トヨタ・モビリティ基金
（toyotamobilityfoundation.org）
Monet Technologies株式会社
（www.monet-technologies.com）
株式会社フィリップス・ジャパン
（www.philips.co.jp）

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② 　オンライン診療の実施ガイドラインに準拠したオンライン診療を行うための移動診察車と効率運行システムを開
発した。これにより中山間地域において課題となっている慢性疾患を患い、通院が困難な交通弱者に対する受診機
会の維持、アウトリーチ型の医療体制による持続可能な地域医療を確立する。
　移動診察車両には看護師が乗車し患者を訪問、車両に備え付けのテレビ通話システムにより病院・診療所の医師
から指示を受けた看護師により処置や検査を実施する。また、オンライン診療に最適な通信システムやプライバ
シーを確保した診察環境を完備した移動診察車両により診療の質を確保している。
　今後オンライン服薬指導にも対応し、キャッシュレス決済の対応を目指すことで、医療資源の乏しい地方におい
て医療従事者の負担軽減と患者本位の地域医療の確保、医療ＭａａＳを情報共有プラットホームとした地域包括連
携の促進、新型コロナウイルス感染で重症化リスクが高い慢性疾患患者の感染拡大防止につながることが期待され
る。

○ ○     

健康管理アプリ「ポケットヘルスケア」 KDDI株式会社　パートナービジネス開
発部　担当部長　田口健太
メール：kt-taguchi@kddi.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② 日頃の健康管理を支援する以下４つの機能が本アプリ1つで可能になる、健康管理アプリサービスです（2020年11
月より自治体実証を行い、2021年4月に商用サービス予定）。

①「健康データ」：利用者が計測した日々の体重/血圧や健康診断の結果などのPHR を記録
②「健康スコア」：記録されたPHRを活用し、将来の生活習慣病発症リスクを提示
③「AI受診相談」：利用者の自覚症状を所定の質問に回答することで、適切な受診先を提示
④「医療機関検索」：近隣の医療機関情報を提示

また、2021年4月からの商用提供後は、パートナー企業と連携し、オンライン診療・オンライン服薬指導の機能追
加も行います。これにより、日々の健康管理から、いざという時の医療機関への受診、薬局での服薬指導までの体
験を、本アプリひとつで利用できるようになります。

コロナ禍の外出自粛により、日々の活動量は低下し健康維持の環境は悪化しています。また、慢性疾患を抱える方
や体調不良を感じている方が感染リスクを不安視し、本来必要な受診を控えている実態も報告されています。
本アプリを利用することで、そのような状況の改善にも貢献できると考えております。
詳細・イメージ等は下記KDDIの9/7プレスリリースをご参照ください
https://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/2020/09/07/4659.html

○ ○     

非接触系技術：「自宅でNeuro HALFIT」（人と接触しな
い非接触型、在宅向けレンタルサービス）、自立支援用
HALシリーズ（自立支援用HAL腰タイプおよびび単関節タイ
プ）

CYBERDYNE株式会社
　担当者：宇賀伸⼆、連絡先（メー
ル）：uga_shinji@cyberdyne.jp
　ウェブサイト：
https://www.cyberdyne.jp

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① （概要）
・加齢や脳卒中などにより+ 、身体機能が低下した方や障害を有する方に対して、 施設だけでなく、遠隔・在宅で
HALを利用することで、脳神経・筋系の機能の向上・維持を促進。
・新型コロナ対策として、外出自粛による運動機会の喪失／運動量の低下によるフレイルへの対応や身体機能向上
による自立度向上のために、在宅での非接触型（人に接触しない）、自立支援サービス「自宅でNeuro HALFIT」
を展開。自宅で感染リスクなしで安全に利用できる。
・HAL は、サイバーダインクラウドとデータ連動しており、身体動作を指令する生体電位信号や姿勢情報等を可視
化し、装着者自身が視覚的にフィードバックを得ることができるだけで なく、データ解析結果に基づく、利用者一
人一人に合わせたプログラムのカスタマイズも可能。
・参考URL   https://www.cyberdyne.jp/wp_uploads/2020/04/202004242_PR_JPN.pdf

○ ○ ○    ○ ・コンパクトで持ち運びが容易な
ため、運動機会の喪失や運動量の
低下による身体機能の低下リスク
が高い、災害時に避難所生活をさ
れる高齢者に対しても活用実績が
ある
・アスリート・パラアスリートの
競技力向上目的でも利用されてい
る。

混雑可視化サービス 清水建設㈱・株式会社バカン 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・店舗のリアルタイム満空情報をWEB等に表示：密を避ける行動選択
・店舗のコロナ対策を店舗混雑情報と合わせて表示：ユーザーが安心して来店できる環境を構築
・WEB行列システムでWEB上で順番待ち：リアル行列回避により密状態を回避
・データ蓄積により各店舗の混雑傾向を分析・表示：顧客分散、密回避行動への支援

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

LINE活用による地域防災システム 清水建設㈱、日本電気㈱、LINE㈱、㈱
ウェザーニューズ、アビームコンサル
ティング㈱

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② 災害時にLINEにより地域住民間の自助共助を支援する防災システム
避難所のリアルタイム混雑情報と連携することで密を避ける避難行動選択支援、
避難予定者を含む避難者総数のリアルタイム情報による臨時避難所開設時期判断支援、
を想定して実証訓練実施段階

     ○

スペース・エクスプローラ ARUP、東京事務所（連絡先　山本大樹　
hiroki.yamamoto@arup.com、
https://arup.sharepoint.com/sites/Arc
hitecture/SitePages/Arup-Space.aspx

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① このツールは、ワークスペースの設計とシミュレーションを可能にする分析ソフトウェアとしてプラットフォーム
を提供するために開発されました。 Covid -19に対応して、計画とMassMotion分析を統合、現在このサービスをク
ライアントに販売しています。

 ○    ○ ○
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MaaSプラットフォームHoraiを用いた商店街や観光施設の
混雑把握および混雑制御

scheme verge株式会社
連絡先：alliance@schemeverge.com
https://www.schemeverge.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② ポストコロナ社会の変容として、社会的距離の確保と三密回避が必要とされており、事業者には少ない席数で客単
価を上げる工夫が求められている。地域住民が休日の余暇に商店街を訪問するライフスタイルを維持・発展させる
ためには、各店舗や街路空間の容量を踏まえたキャップ設定(許容できる混雑の上限の設定)や、混雑状況と連動し
たサービス券(交通・商業施設)の付与などの来客数を分散する取り組みにより安心・安全な商店街を提供する必要
がある。同時に、飲食店の道路占用許可の基準緩和により風通しの良いテラス席の提供ができるようにするなど、
商店街を「新たな生活様式」に対応させていく必要がある。
以上を実現するため、下記の方法で商業施設や商店街の混雑把握・制御を行う。
1. MaaS アプリで取得する位置情報や、商店街等に設置したカメラから推定する人流データ、モバイル空間統計等
を用いた商店街や店舗の混雑情報の把握
2. 時間指定の入場券や、ピークシフトによるプレミアム(インセンティブ)の付与等、行動変容を促すサービスを設
計し、MaaSアプリで配信する
3. MaaSアプリでの入場券・割引券の利用履歴や、位置情報等の人流データをもとに施策の仮説検証を行う

（参考）
別添1：位置情報やNFCを用いた選好・行動分析の例
別添2：NFCを用いた入場券や割引チケットの利用イメージ（2019年度国土交通省新モビリティサービス推進事業
の実証実験の様子）

 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

ドローン物流・目視外自動飛行（長野県伊那市「ゆうあい
マーケット」）

長野県伊那市（担当者：企画部企画政
策課 安江・北原・堤 0265-78-4111 
kij@inacity.jp)
KDDI株式会社（担当者：経営戦略本部　
立岩　ma-tachiiwa@kddi.com　
www.kddi.com）
株式会社ゼンリン（担当者：IoT事業推
進部　梁田　
shingoya3842@zenrin.co.jp　
www.zenrin.co.jp）

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

①
②（ド
ローンの
長距離輸
送）

中山間地の買物困難者に対して、テレビリモコンを使った注文、物流用ドローンや軽自動車を使った即日配送、代
金の口座振替によるキャッシュレス決済等による買物サービス網を形成し令和２年８月５日より支え合い買物サー
ビスとして事業化しました。

 ○  ○    ○

飛沫拡散シミュレーション ダッソー・システムズ株式会社 
https://www.3ds.com/ja/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 飛沫拡散シミュレーションは、中国・武漢市の新型コロナウイルス患者専門病院の建設などに実際に活用された技
術で、病院のほかにイベント施設、店舗、ホテル、学校、オフィスや交通機関の車内などの空間で、患者から発生
したウイルスがどのように拡散するかを解析する技術です。施設の安全性の検証や空調設備等の改善提案が可能で
す。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

駅視-vision　（駅の混雑状況可視化技術） (株）日立製作所　
https://www.hitachi.co.jp/products/it/
magazine/hitac/document/2017/01/17
01e.pdf

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② この人流分析システムの画像データ加工技術は、動いている人・止まっている人を自動的に解析し、解析結果に基
づき人型アイコンの画像を生成する。アイコンの色や向いている方向で人物の静止/歩行状態や向きを区別するこ
とが可能。このため通常の混雑で人が多いのか、異常発生による滞留状態なのかが一目でわかる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ アイコン化によるプライバシー保
護が特長

レーザーセンサーによる人流計測および混雑把握 （株）日立情報通信エンジニアリング
https://www.hitachi.co.jp/products/it/
lumada/usecase/case/lumada_uc_007
55.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① レーザーセンサーによる人流計測技術においては、複数のセンサーで取得した点群データから人流軌跡データを自
動的に生成するプログラムを活用、計測拠点（エッジ）で汎用PC等を用いてデータを簡素化、上位クラウドへ転送
可能である。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ レーザー計測データは元来個人情
報を有さないため、プライバシー
の問題がないことが特長。

ＡＩによるドアツードア自動配車乗合タクシー（伊那市ぐ
るっとタクシー）

長野県伊那市（担当者：企画部企画政
策課福澤・大久保 0265-78-4111 
kij@inacity.jp)
株式会社未来シェア（050-8880-0808 
www.miraishare.co.jp)

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 　長野県伊那市では高齢者を中心とした買物、通院の交通困難者への課題に対して、平成31年度より未来シェア
（株）のSAVS(Smart Access Vehicle Service）の実証を進め、運行結果データやアンケート内容の分析、検討踏
まえ、令和2年4月1日より「ぐるっとタクシー」の愛称にて、伊那市の一部のエリアにおいてAI配車によるドア
ツードア乗合タクシーの本格運行を開始しました。
新型コロナ感染症により外出機会が減少したことによる地域バス・タクシー事業者の効率運行と公共交通の確保の
両立をはかる技術としても期待されています。
ぐるっとタクシー運行概要
運行開始：令和2年4月1日 （平日運行、土日祝運休）
運行時間：9:00～15:00
運行台数：4台（車椅子乗車可）
対象者（事前登録制）：６５才以上の市民/障害者及び運転免許返納者（65才未満も可）
予約方法：スマートフォン / 電話 / ケーブルテレビ
運賃：1人1乗車につき¥500（各種割引制度あり）
運行エリア：令和２年度市内２地区を対象に運行開始。居住地区と市街地内で利用可能
西春近地区　　　　　　　　　　　　　　　　　　竜西地区

○ ○    ○  
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+メッセージ(プラスメッセージ) KDDI株式会社
担当者：小澤敏道、連絡先（メー
ル）：t-kozawa@kddi.com
ウェブサイト：
https://www.au.com/mobile/service/p
lus-message/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・電話番号だけで写真もスタンプも送れる au・ドコモ・ソフトバンク のメッセージアプリ（SMSに比べてリッチ
なコミュニケーションが可能、開封率80～90%）
 ・公式アカウントでは、認証済み企業からのお知らせを受信したり、手続きや問合せがいつでも簡単に可能（医療
機関や商業施設、自治体等の窓口としても活用可能）
・トッパンフォームズ様のサービスで、公式アカウントとして展開されている「AIRPOST」では、金融機関各社様
に非接触型の手続き窓口代替としてご利用頂いている等、ビジネスでの普及も進みつつある状況
・概要資料を別途添付

○     ○

　ハイブリッドキャストデータ放送システム（長野県伊那
市ＩＣＴライフサポートチャンネル）

長野県伊那市（担当者：企画部企画政
策課 安江・塩原　0265-78-4111 
kij@inacity.jp)
伊那ケーブルテレビジョン株式会社
(0265-73-2022 www.inacatv.co.jp)
ジャパンケーブルキャスト株式会社（企
画部：03-6910-2906 
www.cablecast.co.jp）

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

①
　長野県伊那市では、交通・買物・医療弱者が、日ごろから慣れ親しんだテレビリモコンにより、ドローン物流に
よる買物サービスや、ＡＩにより最適化されたドアツードア乗合タクシーの呼び出し、遠隔地の家族等による物忘
れ防止のためのアラート機能や見守りといった各種サービスのマルチディバイスとして開発し、ケーブルテレビの
データ放送を地方におけるスマートシティ（スーパーエコポリス）のＩＣＴプラットホームとして活用していま
す。

 ○ ○  ○   ○  ○

ハイブリッドバイク及び立ち乗り電動スクーター glafit株式会社　
担当者：安藤明子、連絡先（メー
ル）：ando@glafit.com
ウェブサイト：https://glafit.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

② コロナ禍での公共交通機関を避けた移動が求められる現在、自転車等のマイクロモビリティでの移動にシフトして
いる。自転車型の電動バイクは、自転車に乗ったことがある人であれば誰でも乗れる操作性があり、且つ電動のた
め漕ぐ必要もないので高齢者の利用も多い。現法規では電動でない場合も自転車としては認められていなかったが
必要な機構をつけることで認められるようになると、更に多くの人が乗りやすくなり、日々の移動に更に貢献でき
る。
また、現在定期等で公共交通機関を利用している人に、その定期費用にプラスαすることで、短距離区間の移動を
こういった電動マイクロモビリティの貸出（レンタル・シェアリング）などができると更に利用促進が進み、電車
の混雑分散にもなると思われる。立ち乗り電動スクーターも、道交法の改正により、より近距離移動が快適・便利
になる。また出回っている他のキックボードと違い100キロまで牽引が可能であるため、荷物を運ぶことができ単
純な短距離移動にとどまらず、宅配・観光・工場内物流などに利用も可能である。
・写真及び概要資料を別添

 ○  ○  ○  ○ ○ ○  ○ ○

住民参加型オープンイノベーションプラットフォーム KPMGコンサルティング、パブリックセ
クター、大島良隆、
yoshitaka.oshima@jp.kpmg.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・コロナ禍で住民意見を直接聞きにくい課題を解決
・地元の課題が解決され、地域の課題を自分事化できる

○ ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○

複合災害時の地図上でのリアルタイム情報共有アプリケー
ション

・KPMGコンサルティング株式会社、パ
ブリックセクター、大島良隆、
yoshitaka.oshima@jp.kpmg.com
・マイスター株式会社

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① ・地図で場所を検索します。
・地図上の任意の位置をクリックして対象半径を設定する事で、その中に含まれるTwitterの投稿内容をリアルタイ
ムにリスト表示します。
・Twitterの投稿情報は、キーワードで抽出することが可能です。
・設定された目標物の情報を地図上で確認することが可能です。
・例えば、複合災害時に避難所の空き状況や近い避難場所の状況など視覚的に理解でき、リアルな状況を理解でき
る。

○ ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○

AIソーシャル防災センサ「FASTALERT」 株式会社JX通信社
担当者：マーケティング・セールス局　
藤井大輔、連絡先（メール）：
biz@jxpress.net、
ウェブサイト：https://fa.xwire.jp/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 「FASTALERT」はソーシャルメディアや自社ニュースアプリ「NewsDigest」のユーザーからのデータなどビッグ
データをAIで解析し、リスク情報を即時配信するサービスです。すでにマスコミ各社で幅広く導入されている他、
中央官庁・自治体での防災用途での導入も広がっています。
本サービスの導入により、災害時に三密を防ぎながら、既存のハードウェアによる情報収集に頼ることなく、全国
的な災害／事件／事故／テロなどのリスク情報を速やかに検知することが可能です。職員を現地派遣する前に現地
の状況がわかるため、不要な接触を減少させることにも繋がります。
また、本サービスには全国の自治体・企業から発表された新型コロナウイルス感染者の発生した事業所の位置情報
をGIS上に一覧化したマップも搭載されており、日々更新されています。クラスター発生の箇所を可視化し、リス
ク対策に役立てることが可能です。当社の新型コロナ関連情報はYahoo!、LINEなどの大手ポータルサイトでも採
用されており、新型コロナ関連の情報収集のコストを大幅に削減し、効率化できたとご好評をいただいておりま
す。

○    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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DNP学びのプラットフォームリアテンダント 大日本印刷株式会社     
https://www.dnp.co.jp/biz/theme/edu
/
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/1192360_1567.html
https://www.dnp.co.jp/biz/solution/pr
oducts/detail/10158236_1567.html

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

①    ・DNP学びのプラットフォーム「リアテンダント®」　とは
リアテンダントは、日常のテスト結果や様々な子供たちの学習に関連するデータを分析・活用し、「個に応じた学
び」の実現を目指すプラットフォーム。
　・リアテンダントの実績
神奈川県相模原市、岡山県倉敷市、奈良県奈良市、東京都荒川区、東京都武蔵村山市、静岡県藤枝市、大阪府泉大
津市などで全校導入されており、「次世代学校支援モデル構築事業」「スマートスクール・プラットフォーム実証
事業」（文部科学省・総務省）、「『未来の教室』実証事業」（経産省）など省庁や大規模自治体での先端的な実
証でも使われ、成果をあげています。
　・リアテンダントの特長
①先生の「働き方改革」をしながら日常の学習データを取り込み、データをもとに個に応じた学びを支援できるこ
と　②タブレットでも紙のテストでも効率的にデータ蓄積ができるハイブリッド機能により、業務のDXがスムー
ズに図れること　③小中高にまたがって学習データを蓄積、学校や自治体が保有するビッグデータを併せて分析・
活用できることが挙げられます。
　・リアテンダントの活用イメージ
リアテンダントを活用すると、先生は学校・自宅の学習を問わずタブレットでも紙でも、ドリルやテスト実施後の
採点・集計が簡単に行えます。また、クラスの傾向や個人の特性、ニガ手を先生が見て取れるようデータを加工し
て表示、結果に基づいて状態に合わせた復習問題の提供など、児童・生徒の学習状況を把握でき、適切なフォロー
を実施することが可能になります。
一方、効率化の難しい先生業務のひとつに単元末や定期考査のテスト採点・集計がありますが、リアテンダントは
学校にあるスキャナや複合機の読み取り機能を使い、テスト採点・集計をデジタル化することで大幅に業務負荷を
削減、導入校では50～60％の業務効率化が実現しています。
　・リアテンダント活用の展開
全国学力調査や各県の学力検査、体力テストや学校生活アンケート等、学校や自治体の持つ様々な子供のデータ
と、リアテンダントに蓄積した日常の学習データを併せて分析することで、先生の指導や保護者への対応などの品
質を高めることができます。

     ○

シェアショーファー　　Ai配車システムによる自家用利用
者相乗りシステム

株式会社シェアショーファー　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　担当者：桃坂　利彦　　　　　　
　　　                                                       
                                              連絡先：　
tmomosaka@sharechauffeur.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ
（スマートシティ官民連
携PF)

① 同一地域に居住する複数の高齢者により車両、及び運転手（運行管理）をシェア（共有）することにより、相乗り
によるドアツードアによる移動が可能となる。またIT配車システムを活用することで、複数の高齢者により複数の
車両・運転書を同時に共有することができ、利便性向上を図ることができる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    
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新型コロナウイルス飛沫拡散に対する「動的」シミュレー
ションによる感染防止技術開発

京都工芸繊維大学・機械工学系・准教
授・山川勝史
連絡先（メール）：
yamakawa@kit.ac.jp

文部科学省高等教育局国
立大学法人支援課

③ 　本学の山川准教授は、ｽﾊﾟｺﾝ「富岳」コロナ感染ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに中心ﾒﾝﾊﾞｰとして参画し、富岳で実施して
いる「静的」ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝに対し、そこでは実施困難な「動的（人が動いている環境を解析）」ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの重要性を
謳っている。この課題解決のため、本学において独自開発した「非構造移動格子流体解析ソフト」を用いて、世界
に類を見ないウイルス飛沫感染に対する「動的」ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実装し
① 人が動作するあらゆる室内環境下における高精度な動的ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実施
② 様々なﾊﾟﾀｰﾝの人間行動モデルと飛沫飛散モデルを蓄積
③ ＡＩ技術を用いてｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾃﾞｰﾀをプログラム化・アプリケーション化
④ 換気ｺﾝﾄﾛｰﾙ、運動時の感染リスク予測、感染リスク予測の簡便化、感染ﾒｶﾆｽﾞﾑの解明等の技術開発を経て、連
携研究機関や自治体や民間企業との協働により、「新たな日常」の早期社会実装を目指すものである。
　「動的」ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術の実装については即時に可能であるとともに、本取組の実施により、令和3年度内に次の
(1)から(4)までの成果が見込まれている。
(1)ﾏｽｸの動的ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる精度の高い飛沫飛散範囲の特定がもたらす、より近いSocial distancing の提案
(2)満員電車ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる換気の効率化と感染リスクについての新たな知見がもたらす満員電車内のリスクの大
幅な低減
(3)小中学校の体育、スポーツ大会の開催に向けた、子供やｱｽﾘｰﾄへの運動時の感染リスクやスポーツ毎の換気テク
ニックの提案
(4)日常生活におけるより感染リスクの低い室内環境
(5)飲食店・接客を伴う店における感染リスクの回避（動的ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ計算は令和3年度中に完了予定）このほか長期
的な時間を要する成果は、令和５年度中の完了を見込んでいる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 既に京都市交通局、京都市消防
局、兵庫県庁、地方裁判所から、
車内や室内における感染防止に係
る技術相談の実績があり、東京オ
リンピック・パラリンピック競技
大会における室内環境における活
用できる見込みである。なお、既
に問合せがきている。

オープンクリーンシステムKOACHを活用したウイルス感染
対策用　Stand KOACH Mz/LAMIKOACH Np

興研株式会社
https://www.koken-ltd.co.jp/koach/

経済産業省関東経済産業
局地域経済部産業技術革
新課

① 医療従事者は、対面診療時どうしても患者と近い距離で接しなければならず、常に高い感染リスクにさらされてい
る。コロナウイルス感染者には無症状な方も少なくないため、診療する全ての患者に対して感染リスクを想定した
対応が必要。
ISOクラス１（1㎥中に0.1㎛の粒子が10個以下）という極めて高い清浄度が求められる遺伝子・宇宙・半導体をは
じめとした最先端の製造・研究現場で1000件を超す実績を有するオープンクリーンシステム「KOACH」をベース
に生まれた「Stand KOACH Mz」は、その桁違いの清浄度で、診療時の感染者からの飛沫や浮遊ウイルスから確実
に医療従事者を守ることを目的に開発。

＜Stand KOACH Mz 独自の特長＞
・高度な整流技術によってつくり出される究極の清浄空間で医療従事者を守る
・オープンな清浄空間だから触らずにエントリー可能
・同室内で働くスタッフの感染リスクの低減も
・どこでも、簡単に、すぐに使える
・聴診器が使える静かさ
・温度上昇なく、快適に使用できる
＜LAMIKOACH　Np独自の特長＞
・高度な整流技術でウイルスのいない空間を素早く作り出し、ブースから漏れ出すリスクを低減
・独自フィルタでウイルスサイズの粒子を99.999998％捕集
・CDC推奨の陰圧状態であることを簡単に確認できるランプ搭載
・内部へのアプローチが容易で、補助員なしでも素早く作業
・診察室にも設置できる省スペース設計
・低消費電力と素早い立ち上がり
・聴診器が使える静かさ
https://www.koken-ltd.co.jp/koach/medical/index.html

   ○  

MaaS（Mobility as a Service） モビリティサービス事業者各社 経済産業省近畿経済産業
局次世代産業・情報政策
課

② 　新型コロナウィルス感染症が拡大する状況下において、外出する際には人が密集する場所の回避や感染症対策の
講じられた飲食店・娯楽施設をできるだけ利用することが求められているところ。近年、国内外で実装が進みつつ
あるMaaSにおいても、混雑状況の可視化、行動変容を促すことによる混雑緩和、感染症対策情報の提供を行う
サービスインする事例や動きが増えつつある。人々が一律外出を自粛するのではなく、MaaSソリューションを活
用することで、感染リスクを避けながら余暇・経済活動を行うことができ、コロナが落ち着いた後も、人が密集す
る大都市部や観光地、または大型イベントの開催時において人々が混雑を避ける手段としてレガシーとなり定着す
ることが期待できる。

 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

高機能性フィルムシート 九州ナノテック光学株式会社
http://www.kyunano.jp/index.php

経済産業省九州経済産業
局地域経済部産業技術課

① 電気で透明と白濁をコントロールできる、透明なフィルムシート
・電圧のONとOFFで透明・不透明を瞬時に変更が可能で、調光が可能なフィルム
・電圧ON時に透明にし、電圧OFF時に不透明に変更するだけではなく、逆に、電圧OFF時に透明、電圧ON時に不
透明にする世界初の液晶フィルムを開発。
・ハイビジョン画質を余すことなく表現できる唯一のスクリーン
・フィルムの大型化が可能。

○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・あらゆる場面の窓ガラスに利用
可能。

次世代スマートモビリティ「RODEM（ロデム） 」 株式会社テムザック
https://www.tmsuk.co.jp/

経済産業省九州経済産業
局地域経済部産業技術課

① 下肢が不自由な高齢者・障がい者のベッド⇔車椅子⇔トイレの移乗・移動を安全簡単にする、次世代スマートモビ
リティ。
・シートの高さが調整可能で、シートとベッドの高さを合せると前後のスライド移動だけで移乗ができる。移乗後
はシートを高くして、自立した作業を楽に行える。
・介護者の抱きかかえ移乗介護を不要するので濃密な接触をなくせる。
・高齢者や障がい者の自立を促進し、介護者の負担を大きく軽減できる。
・ジョイスティック一本で簡単に操作ができる。
・スマートフォンを使って、遠隔操作が可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ・新市場創造型標準化制度に採択
され、「馬乗り型電動車いす」で
日本産業規格（JIS）T9210として
2020年9月23日公示された。
・５Gを活用した、シティモビリ
ティとしての実証実験を実施。
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Kotozna chat, Kotozna翻訳カード, Kotozna Camera Kotozna株式会社
担当者：
ウェブサイト：https://kotozna.com/

経済産業省九州経済産業
局地域経済部産業技術課

① 「Kotozna In-room」は、多⾔語同時翻訳チャットツール「kotozna Chat」（109⾔語対応／2020年8月末時点）を
ベースに新たに開発された、宿泊施設向けコミュニケーションツールです。宿泊客はアプリをダウンロードする必
要なく、スマートフォンでQRコード(注１)を読み込むだけで、施設案内や周辺観光情報などが自分の⾔語で表示さ
れ、施設内のどこからでもスタッフと母国語同士でチャットができます。よくある質問にはチャットボットが自動
返答することもでき、スタッフは必要な対応に専念できます。ゲストサービス、施設内で利用できるクーポンなど
10テーマ・60項目のメニューが提供可能なうえ、施設のニーズに合わせ、対応項目をカスタマイズできます。本
サービスの導入により、宿泊施設スタッフとゲスト間のバーチャルでのコミュニケーションを強化することで、
「非対面」「非接触」「ソーシャルディスタンス」「3密回避」、並びに「多⾔語対応」「業務効率化」「売り上
げ拡大」を同時に実現します。

○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ ・Kotozna In-room は、経済産業
省監督下で進められている、IT補
助金事業の補助対象サービスなの
で、利用者は指定の申請を済ませ
ることで、導入費用、初年度初期
費用の3/4、補助を受けることが可
能です。
・Kotozna In-roomは①複数の機
械翻訳エンジンを⾔語に合わせて
選択利用する。②固有名詞を事前
登録することが可能。③伝わりに
くい⾔い回しは再翻訳精度(特許出
願中）で訂正を促す。④一部人手
による翻訳も複合している。こと
で精度の高い翻訳を実現していま
す

会場施設の安全維持用シミュレーション・モニタリング
サービス

ピクシーダストテクノロジーズ株式会社
ウェブサイト：
https://pixiedusttech.com/

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

③ ・施設のデータを基に、施設内における感染危険性をシミュレーション
・施設内をリアルタイムでモニタリングすることにより感染症のアラート可能

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

AIカメラで高温・混雑検知するサービス 株式会社バカン
ウェブサイト：
https://corp.vacan.com/

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

① ・AI・センサーにより、店舗やトイレの混雑検知
・施設内の混雑度合をアプリやサイネージに表示

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

超⾳波を用いた安全な排尿の事前検知デバイス “DFree” トリプル・ダブリュー・ジャパン
ウェブサイト：https://www-biz.co/

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

① ・安全な超⾳波センサーで膀胱内の尿の溜まり具合を捉える。
・尿漏れを事前に検知するので、排尿時の処理も容易

○ ○     

オンラインで口座開設 【企業名】株式会社ELEMENTS　
https://elementsinc.jp/
【本　社】東京都千代田区大手町1-6-1
【設　立】2013年12月
【代　表】久田　康弘
【概　要】画像認識エンジンの研究・
開発、衣食住・金融サービスの企画・
開発・製造

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

① ●携帯電話事業会社で契約時に使用した本人確認情報を、当該事業者が提供する技術を介することで、非対面での
金融機関の口座開設を実現

  ○    

排尿のタイミングを知らせてくれる排泄予測デバイス
「DFree」

【企業名】トリプル・ダブリュー・ジャ
パン株式会社  https://www-biz.co/
【本　社】東京都港区虎ノ門1-4-2 
【設　立】2015年2月
【代　表】中西　敦士
【概　要】超⾳波センサーを用いて膀
胱の変化を捉えることで排尿のタイミ
ングをスマートデバイスに通知すること
ができる排泄予測デバイス「DFree」を
開発

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

① ●安全な超⾳波センサーで膀胱内の尿の溜まり具合を捉え、計測したデータをリアルタイムで解析し、専用アプリ
に結果を表示。子どものトイレトレーニングにも活用可能

○ ○     ○

調理ロボットシステム 【企業名】コネクテッドロボティクス
株式会社　https://connected-
robotics.com/
【本　社】東京都小金井市中町2-24-16 
農工大・多摩小金井ベンチャーポート
303
【設　立】2014年2月
【代　表】沢登　哲也
【概　要】飲食業向け調理ロボットシ
ステムの開発・販売

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

① ●コロナ禍において非接触で調理が可能である他、人手不足に悩む飲食業界に寄与 ○ ○ ○  ○ ○   
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無人タクシー 【企業名】株式会社ZMP　
https://www.zmp.co.jp/
【本　社】東京都文京区小石川5-41-10
【設　立】2001年1月
【代　表】谷口　恒　
【概　要】ヒトとモノの移動を自由に
し、楽しく便利なライフスタイルの創造
を目指す。ADAS（先進運転支援）、自
動運転技術開発用プラットフォーム
RoboCarシリーズおよびセンサ・シス
テムの開発・販売。

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

③ ●ロボットベンチャーのZMPとタクシー事業者の日の丸交通は、遠隔型自動運転システムの公道実証実験を行って
おり、2020年の実現を目指す

 ○ ○ ○  ○   ○  

無人タクシー 【企業名】株式会社ティアフォー 
https://tier4.jp/
【本　社】愛知県名古屋市中村区名駅
1-1-3号 
【設　立】2015年12月
【代　表】武田　一哉、　出川　章理　
【概　要】自動運転ソフトウェア
「Autoware」を開発完全自動運転EV
「Milee（マイリー）」の開発

経済産業省経済産業政策
局新規事業創造推進室

③ ●自動運転OS「Autoware」を開発するティアフォーとタクシー配車アプリ大手JapanTaxiも実証を行っており、早
ければ2022年にも自動運転タクシーの事業化を目指す

 ○ ○ ○  ○   ○  

光パスネットワークによるテレセッション 産業技術総合研究所
　ウェブサイト：
https://www.aist.go.jp/aist_j/dept/del
ma.html
【連携先】株式会社光パスコミュニ
ケーションズ
　ウェブサイト：https://h-path.co.jp/

経済産業省産業技術環境
局産業技術総合研究所室

① 4Kや８Kなどの超高精細映像を光で遅延なく直接双方につなぎ、あたかもその場にいるような環境を提供する。遅
延のない高品質な⾳声を伴う細やかな映像を遠隔地間で共有することにより、直接の接触を避けつつもリアルなコ
ミュニケーションを可能とする技術。遠隔医療、遠隔福祉、遠隔会食、遠隔合奏など、コロナ感染拡大防止につな
がるだけでなく、遠近格差・地方格差などを解消するイノベーションが期待される。同技術は５G以降のモバイル
技術と組み合わせることでさらに適用範囲が広がると期待される。

○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 離島などにこのための光ファイバ
回線を敷設できれば離島の生活に
大きく貢献できる。

人の心と体の状態を伝える拡張テレワーク技術

産業技術総合研究所
　ウェブサイト：
https://unit.aist.go.jp/harc/telework.ht
ml

経済産業省産業技術環境
局産業技術総合研究所室

③ ・オフィスでのデスクワークだけではなく、接客業務をはじめとする対人的インタラクションが必要になる業務を
テレワーク化する拡張テレワーク技術。
・通常の遠隔コミュニケーションでは、遠隔地にいる相手の映像や⾳声だけを用いることで、直接話す場合と比べ
て相手の考えていることを汲み取ることが困難。
・本技術では、視線の移動や表情、声の調子等を映像や⾳声データから分析することで、遠隔先の相手の感情の変
化や意図、体の動きを推定し、遠隔地にいる他者とのインタラクション支援が可能（下図は、表情による感情推定
技術例）。
・本技術により、テレワークにおける遠隔コミュニケーションの円滑化、サービス業や接客業、フィットネス業、
実技を要する教育場面といった本来テレワークに移行しづらい対人業務のテレワーク化を推進する。

○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  ○ ○ ・接客業（飲食・小売り・宿泊
等）、フィットネス事業、エン
ターテインメント業（観劇、⾳
楽、映画等）へ活用可能

全国規模のリアルな人の移動データに基づくマルチエー
ジェント感染シミュレーション

産業技術総合研究所 人工知能研究セン
ター

経済産業省産業技術環境
局研究開発課産業技術プ
ロジェクト推進室

② ・実際の人の流れのデータを用いて感染率を下げたり移動制限を行った場合に感染状況がどのように変化するかを
大規模なシミュレーションによって明らかにする技術

○ ○ ○    ○ ○ ○

コミュニケーション・サポートAI「ZIGAN（慈眼）」 　株式会社ZENKIGEN
https://zenkigen.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報技術利用促進課

② ・Web面接サービス「ハルタカ」の提供を通じて、伊藤忠商事やソフトバンクなど、400社超の採用オンライン化
を支援し、コロナ禍の3-6月に20万人超の求職者の安全確保に貢献
・Web面接の動画データを用い、コミュニケーションサポートAI「ZIGAN」を開発
・動画データから表情、⾳声、対話、動作、姿勢など、300以上の特徴量を抽出し、コミュニケーション体験を決
める「信頼と尊敬」という感情値を計測する
・実際、「文系女性の面接体験が著しく悪い」など、旧来は発見不可能な採用活動の傾向や課題を顕在化、膨大な
時間を費やして実施する採用／就職活動の体験を良化する
・旧来の採用活動は、属人性と偶然性に依存し、数百名の面接官を動員して膨大な時間を費やすものの、結果に貢
献しない非生産的な採用業務が残る。動画データの解析技術を用いて、採用活動のDXを推進し、生産性と関係者
の体験を大幅に改善する
・既に、人気大手企業を中心に2022年新卒採用（2021年実施）の本選考導入に向けたプロジェクトを実施している
・今後は、在宅リモートワークを対象とした1on1のバイアス検知、感情やメンタルのモニタリングなど、技術を応
用した展開について、PoCを実施中である

    ○ ○ ○ ○ 以下、多様なシーンのオンライン
対応を実施しており、コミュニ
ケーションサポートAIの適用範囲
は拡大している
・コロナ禍の安全対策の観点から
大学の推薦入試をオンライン化
・結婚式場の面談をオンライン化
・転職活動のキャリアカウンセリ
ング業務をオンライン化
・職場の1on1コミュニケーション
をオンライン化

COVID-19症例データベース 株式会社プレシジョン
https://www.premedi.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報経済課

① COVID-19症例データベース：
・COVID-19症例データベースは新型コロナウイルス感染症の症例報告に特化した検索エンジンであり、医療関係
者の情報共有に活用し、診断・治療法の開発に貢献する。
・医師によって匿名化を行い、情報を一定のフォーマットに沿ってデータを提出し、共有することが可能になる。
COVID-19患者の症状、感染経路などをいち早くデータ化し、可視化でき、素早い情報共有が可能になる。
・治験の設計に役立ち、創薬研究をスピードアップでき、創薬競争の戦略優位性を保つのに有効である。
・図ならびに概要資料は、以下のNEDOのニュースリリースを参照のこと。
　https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101308.html

○     日本医師会COVID-19有識者会議
において、本症例データベースは
公開されている。
https://www.covid19-jma-
medical-expert-
meeting.jp/topic/304

https://unit.aist.go.jp/harc/telework.html
https://unit.aist.go.jp/harc/telework.html
https://unit.aist.go.jp/harc/telework.html
https://unit.aist.go.jp/harc/telework.html
https://unit.aist.go.jp/harc/telework.html
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イベント会場用一斉メール配信サービス　「c-alert」 株式会社理経　　
https://www.rikei.co.jp/product/659/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① イベントなどの参加時に、QR コードを活用して、新型コロナウィルス感染者と接触した疑いのあるお客様へ注意
喚起のメールを一斉メール送信することができるサービス。
イベント会場や大型商業施設の利用者が、会場の入り口に掲示されたQRコードを読み取り、自分のメールアドレ
スを登録することで、後日、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、主催者から利用者へ一斉メールを配信可
能。また、ビックデータの解析により、感染者が発生したイベントに参加した形跡のある方が、別のイベントに参
加した場合の連鎖的な追跡・ほかのイベントへの追跡も可能。

  ○ ○ ○ ○ ○  

AI搭載ビデオベース　ヘルス＆ウェルネスモニタリング ビナー社　https://www.binah.ai/ja/ 経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① カメラを搭載したあらゆるデバイス (スマートフォン、タブレット、各種情報端末、車載カメラなど) で撮影した動
画を解析して、心拍数、酸素飽和度、呼吸数、血圧など多数のバイタルサインとメンタルストレスの測定値を簡単
に測定。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

FUJITSU Manufacturing Industry Solution COLMINA 安全
管理支援

富士通株式会社　　
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/i
ndustry/manufacturing/monozukuri-
total-support/solutions/svuw-aa/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 作業員が装着したバイタルセンシングバンドからのデータを、新型コロナ対策に流用して、感染者との接触確認、
濃厚接触者のトレースを行う。

     ○ ○

RFID リネンタグ 富士通株式会社　　
https://www.fujitsu.com/jp/group/fro
ntech/solutions/business-
technology/intelligent-
society/rfid/rfidrw/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① RFID(Radio Frequency IDentification)とは、RFIDタグと呼ばれる媒体に記憶された人やモノの個別情報を、無線
通信によって読み書き（データ呼び出し・登録・削除・更新など）をおこなう自動認識システムのことで、製品の
衛生管理および識別として使用可能。感染者が使用した寝具類（リネン品）の洗浄・消毒の履歴管理としてRFIDタ
グ（リネンタグ）を活用

ソフトリネンタグ NEW
•通信性能、耐久性はそのままに小型化を実現（従来比▲30%）
•防水、耐圧、耐熱、耐アルカリ性洗浄に対応
•リネンサプライ業界標準の最高強度60バールの圧力脱水洗濯に対応
•小型化により、小型リネン品や薄手の衣類に装着が可能に

○ ○     ○ ○

手のひら静脈認証入退室装置「PalmSecure AuthGate」 富士通株式会社　　
https://www.fujitsu.com/jp/group/fne
ts/solutions/security/in-out/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 手のひらをセンサー面にかざすだけで、装置に触れることなく高精度の本人認証を可能にした「手のひら静脈認
証」方式の入退室管理システム。 
 手のひら静脈認証は、世界トップレベルの精度を誇り、確実な本人認証を実現。

○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ 他社製検温検知システムと連携し
体温の高い方やマスク無しの方の
入室を禁止する運用が可能

スマート都市監視ソリューション 富士通株式会社　　
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/
business-
technology/tc/sol/greenages-cs/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① AI映像解析技術で、街中に設置された監視カメラ等で撮影されたビデオ映像から、マスク着用の有無にかかわらず
個人を特定しない範囲で人数カウントや属性情報を収集することで、リアルタイムに混雑状況を可視化。

 ○  ○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ ○  川崎市で新型コロナウイルス禍で
の避難所運営の実証実験（2020年
8月24日発表）
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2
020/08/24.html

Wi-Fi トラッキングセンサー 富士通株式会社 経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① Wi-Fi受信用のセンサーを対象の商店街やエリアに設置。混雑状況を簡易的にWebで確認できるコンテンツを提
供。買い物や商店街を混雑回避できる。また鉄道への転用して車両の混雑状況を段階的に見える化し利用者に混雑
の情報提供。

   ○  ○ ○  ○

人流可視化ソリューション 株式会社日立製作所　
http://www.hitachi.co.jp/products/it/s
ociety/product_solution/mobility/huma
n_flow_cctv/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①

画像解析技術により、一人ひとりのカメラ画像を人型のアイコン画像に置換して表示し、
混雑状況を可視化するソリューション。個人のプライバシーを保護しながら混雑状況を直感的に把握することが可
能。
本ソリューションは新設カメラ、既設カメラ関わらず対応が可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （導入事例）
東急電鉄では、本ソリューション
を活用し、東急線の駅構内の様子
を撮影した画像をスマートフォン
などに配信し、混雑の状況などを
把握できるサービスを提供。この
サービスにより、駅を訪れる前
に、駅構内の混雑状況などをス
マートフォンやタブレットで把握
することができるため、遅延をと
もなうトラブルが発生した時等
に、利用者は乗車の見合わせや、
う回ルートの選択など事前に判断
することが可能になり、混雑緩和
に寄与。
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スマートレシート 東芝テック株式会社　
https://www.toshibatec.co.jp/release/
20200529_01.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① スマートレシートの導入は小売店スタッフと消費者の接触機会を減らし、新型コロナウイルス感染リスクの軽減に
貢献。また、キャッシュレス決済との組合せにより、接触機会をさらに低減することが可能。 

1) 小売店スタッフと消費者の感染リスクの軽減に貢献
①レジでのレシートの受渡しがなくなることで、小売店スタッフと消費者との接触機会を減らし、お互いの安心・
安全に貢献。
②キャッシュレスとの組み合わせで、2つの接触機会（現金、レシートの受渡し）を低減。

 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○  小売事業者への経済支援
①2020年6月1日よりスマートレ
シートの月額利用料を無償化。

Meister Apps 現場作業見える化パッケージ 東芝デジタルソリューションズ株式会社　
https://www.toshiba-
sol.co.jp/news/detail/20200625.htm

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① IoTやAIの技術を活用し、作業員の位置・動作・発話などのさまざまな情報を、収集・見える化・分析すること
で、製造現場の作業効率や生産性を向上するとともに、作業員の密集状況のチェックやアラート、リモートでの作
業指示など、作業員のソーシャルディスタンス確保にも応用でき、withコロナ時代の新しい製造現場様式の実現を
支援。

     ○ ○

AntiCluster Personal 東芝デジタルソリューションズ　
（ifLinkオープンコミュニティ）
https://cio.go.jp/sites/default/files/upl
oads/documents/techteam_20200819_
03.pdf

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①

Bluetoothのビーコン信号を受信し、近接者の数と距離を判別。近接者をカウントしリスク度合いを判定。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様々な場面で活用可能

工場のソーシャルディスタンス検証 株式会社電通国際情報サービス 経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① イベント会場、工場、オフィスなどで、ソーシャルディスタンスを加味した人員・設備配置を可能とするシミュ
レーションシステム。

   ○   ○ ○

⾳声・文字認識AIによる設備制御システム「ツイート
REMO」

株式会社竹中工務店　
https://www.takenaka.co.jp/news/201
9/03/01/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① スマートスピーカーやスマートフォンを介した⾳声や文字をAIが認識することにより，ビル全体空調や照明等の設
備機器を非接触操作やパーソナル操作することができるシステム。従来の⾳声・文字認識AI制御システムは、個々
の設備機器としか連係することができなかったため、住宅などの用途に限定。これは大量の設備機器が設置される
建物において、AIが認識・解析した⾔語指令を各設備機器へ連携する仕組みが構築されていなかったため。「ツ
イートREMO」は、大量の設備機器が設置されるオフィス・病院・福祉施設などの建物内において、文字・⾳声に
よる設備機器の操作を可能にするもの。スマートスピーカーやスマートフォンを介した⾳声・文字を、クラウド上
のAI（Google Assistant）が認識・解析した後、Dialog flowで操作指令に変換しBACnetゲートウェイ（特許出願
済み）から各設備機器に操作指令を送信。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共同開発・販売
神田通信機株式会社

フィジカルディスタンスによる照明・空調制御 株式会社竹中工務店 経済産業省商務情報政策
局情報産業課

③

室内の人の密集度合だけでなく「密接度合」を定量的にセンシング、状態に応じて①照明器具を点滅させることに
より注意喚起。②換気量をコントロール

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・照明制御、空調制御システムが
すでに構築されている場合は改造
することで対応が可能と考えられ
る。
・構築されていない場合も導入は
可能だが、コストがかかる。特許
出願中。

「ヘルスエアー機能」搭載 循環ファン 三菱電機株式会社　
https://www.mitsubishielectric.co.jp/l
dg/ja/air/products/ventilationfan/circ
ulation/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 空気を24時間清潔に守る「ヘルスエアー機能」搭載 循環ファン

新発想の天井埋込形循環機器。吸込み全域で電界・放電空間を形成し、通過する空気中のさまざまな物質を抑制す
る「ヘルスエアー機能」を搭載。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊本製品は、新型コロナウイルス
の感染を防止するものではありま
せん。24時間連続運転により、菌
や花粉等を抑制し、PM2.5等の粉
塵の除去・脱臭を行い、居室の環
境改善を図ります。
(居室10畳あたり1台の設置が目安
です)

＊新型コロナウイルス感染症対策
に向けた支援として、東京都の宿
泊療養施設向けに本製品290台を
無償提供いたしました。

クラウドを活用した、生体データ収集システム及び心拍測定ユニオンツール株式会社　
https://www.uniontool.co.jp/product/s
ensor/cloud.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 人の生体情報を遠隔からモニタできるシステム。コロナ患者が在宅療養，ホテル療養している間に症状の増悪が生
じるか遠隔でモニタ。生体情報は，クラウドへ送られ，監視者はブラウザでモニタ可能。医療従事者の負担軽減に
資する。

○ ○  ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
実証トライアル環境は構築済。

リモート応援システム「Remote Cheerer」 ヤマハ株式会社　
https://soundud.org/caseinfo/2020042
0-1/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① イベント会場にいかなくても、遠隔地から現地へ声援を送ったり、会場で大声をださなくても現地でアプリで声援
を送る事ができるシステム。
イベント会場へ足を運べない状況にあっても、遠隔の視聴者と出演者が一体となれる視聴体験を提供。
（プロ野球、Jリーグ、プロレス、⾳楽イベントなどで活用中）

   ○ ○ ○ ○ ○ ○  
応援以外にもコメント・アンケー
トなど応用可能

オンライン演奏空間　SYNCROOM ヤマハ株式会社　
https://syncroom.yamaha.com/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 「SYNCROOM」は、インターネット回線を介して遠隔地間の⾳楽合奏を実現し、複数のユーザー同士（最大5拠
点）でオンラインセッションが楽しめるサービス（アプリ）。ネットワークの「⾳の遅れ」による ストレスを減ら
しており、遠隔地に住んでいる人同士でも、時間や場所の制約なく、自宅でも気軽に⾳合わせや合奏練習が可能。
また、ウェブ上で演奏メンバーを募ることも出来るため、リアルの場ではなかなか知り合えない、新しい⾳楽仲間
と出会うことが可能。

   ○   ○ 遠隔教育などに応用可能
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フィンガージェスチャーソリューション 日本電気株式会社 https://www.nec-
solutioninnovators.co.jp/sl/finger/inde
x.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① タッチレスで直感的、シンプルな指先モーションでリモートから 指示を行う次世代ユーザーインターフェース。
①タッチレス操作のメリット
・タッチパネル操作に比べて画面が汚れず衛生的（感染防止対策）
・工場などで利用される場合は手袋を外さずに操作可能（作業効率化）
・濡れた手や油で汚れた手でも利用可能
②遠隔操作のメリット
・近付かなくても遠くから素手で操作可能
・リモコンの紛失、乱暴な取扱いによる破損の心配がない
・ショーウインドウ越しの操作でパネルの盗難・破損の心配がない

【活用事例】
①医療画像ビューア空中マウス操作システム、業務中のIT機器操作
　医療画像表示PCの医療画像画面を見ながら、手元にある非接触マウス操作ユニット 　（空中結像）を介して非
接触でPCを操作
②ベッドサイド端末操作
　画面に触れずに、離れた場所から入院患者のベッドサイド端末操作をサポート

その他の主な利活用シーン
　会議/プレゼンテーション、観光・インフォメーション、製造現場（食品製造等）、飲食店、　アミューズメン
ト、自動車開発、スマート家電、VR・AR連携など
　(https://www.nec-solutioninnovators.co.jp/sl/finger/case/index.html)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

顔認証決済 日本電気株式会社 
https://jpn.nec.com/fintech/face_settl
ement/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 顔認証を活用した安全・安心・便利なデバイスレス決済サービス
レジ前に立つだけで顔認証にて本人認証・決済完了
【顔認証決済の特徴】
①直接触れずに認証が完了、②マスク着用時でも認証が可能
③店舗のセキュリティ対策を軽減、④導入が簡単
【利用者の期待効果】
①スピーディーな決済、②盗まれない、無くさない、③直接触れずに衛生的
【事御者の期待効果】
①店舗の省人化、②安心・安全な運営

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

感染対策ソリューション 日本電気株式会社 
https://jpn.nec.com/video-
analytics/eva/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 可視光×サーマル一体型カメラにより検出した「顔」と「体表面温度」を自動的にリンクし、閾値以上の体表面温
度該当者を検知。接触した可能性のある人物や、該当者の移動経路も推定

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

顔認証（マスク対応）ゲート、ロッカー 日本電気株式会社
https://jpn.nec.com/biometrics/face/n
faccess/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

②
マスク着用でもウォークスルー入場が可能な「顔認証」と通行者の「体表面温度計測」を搭載した入退ゲート。
「顔認証」による施錠・解錠で荷物の出し入れが可能なロッカー。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ NEC本社ビルにて実証中

FieldAnalystを活用した人流変化の見える化 NECソリューションイノベータ 
https://www.nec-
solutioninnovators.co.jp/sl/fieldanalyst
/index.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①
街、建物、イベント会場などにおいて、性別年齢などを推定し可視化することで人流変化を定量化。感染防止施策
の立案や行動変容評価のインプットとして活用。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

遠隔診療プラットフォーム NECプラットフォームズ 
https://www.necplatforms.co.jp/soluti
on/telemedicine/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①
高セキュリティシステムプラットフォームを用いて、医療情報を扱う各種サービスのシステム設計・開発・保守運
用までをワンストップで提供。医療従事者の負担軽減。

○ ○     ○

病院向けオンライン診療 日本電気株式会社　
https://jpn.nec.com/press/202007/20
200720_01.html

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

①
医療機関受診における、診察予約、ビデオ通話システムを活用した非対面診察、会計、処方箋受け取りまでの一連
の流れを「フルリモート」で実現する病院向けオンライン診療システム

○     

リモート⾳声記録 日本電気株式会社 経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① ベッドサイド等における発話内容をデジタル化し、ＡＩで構造化し自動記録を行うことにより、タブレット等ＩＴ
機器への非接触による安全な記録や業務の効率化を実現

○ ○     

AnyMotion 株式会社NTTPCコミュニケーションズ　
https://dm.nttpc.co.jp/lp/anymotion

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① AIを用いた姿勢推定による動作解析APIプラットフォームサービス。
外出自粛の中、・スポーツやヘルスケア等の領域でデータを用いた遠隔指導のサポートなどを実現可能。

 ○     ○
現在、トライアル提供中。

PCR検査を遠隔で実施すること等を可能にするロボット PCR検査ロボットについては、川崎重
工業（https://www.khi.co.jp/）、株式
会社メディカロイド
（http://www.medicaroid.com/）

経済産業省製造産業局ロ
ボット政策室

② PCR検査に関わる作業に対して、ロボットを利活用して医療従事者、臨床検査技師の安全を確保しつつ、少人数で
大量の検査ができ、長時間の稼働を可能にするシステム。　①鼻咽頭検体採取装置：医療従事者がロボットを遠隔
操作して検体を採取し、容器の閉栓作業は自動で行う装置　②検体採取後の開栓不活化作業からPCR検査装置の運
用までをロボットが全自動で行う装置（検査結果は自動出力される）③軽度の陽性者の隔離施設内での看護者の負
担軽減のための見守りケア支援自走ロボット装置

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○

コロナ等個人情報の電子証明付き透明QRコードによる入
場管理システム

株式会社 テララコード研究所
http://tcodes.jp/

経済産業省製造産業局産
業機械課

① 電子署名を内蔵するQRコードを開発し、例えば、入場証の顔写真の下に透明QRコードを埋め込み、施設入場時に
当該入場証を提示することにより、選手・スタッフ・観客の区別や最新の本人の感染情報の把握、第3者のなりす
ましの防止などが可能となる。

   ○   

コロナ等個人情報の電子証明付きQRコードスマホ表示に
よる入場管理システム

株式会社 テララコード研究所
http://tcodes.jp/

経済産業省製造産業局産
業機械課

① 電子証明を内蔵したQRコードの開発を行い、当該QRコードを施設入場時に提示することにより、選手・スタッ
フ・観客の区別や最新の本人の感染情報の把握、第3者のなりすましの防止などが可能となる。

   ○   
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画像認識情報、熱感知体温情報、RFID事前登録情報の融
合による確実な個別認証、ロケーション管理やセキュリ
ティの強化の実現

精研医科工業株式会社
https://www.seiken-medical.com/

経済産業省製造産業局産
業機械課

①（個々
の装置を
システム
にひも付
けるため
の備期間
が必要）

サーバーに保管したRFタグの個別認証番号と顔認識画像データや個人情報を紐づけし、高い精度で個人を特定す
る。入場ゲートで読み取られたRFタグの個別番号とスキャンされた顔画像情報を照合する事によって個人を特定す
る。これと同時に発熱者を遠隔体温測定装置から判別し、この発熱者の顔画像データと先の個人特定情報を照合す
る事によって、発熱者の個人を特定する。仮に発熱者がゲートを強行突破した場合でも、これらのシステムにより
特定された個人には、登録情報から迅速に注意喚起メールを送信したり、携帯電話に発信しダイレクトにコンタク
トが取れる。更にポータブルRFリーダアンテナはバッテリー駆動によって、設備の無いところにも配置が可能であ
り、通信ポートやWifiの電波が届かない場所であっても5G回線のSIM挿入によって情報の送信が可能。これによ
り、強行突破した対象者が人込みに紛れても、様々なポイントに設置したアンテナが、特定者のRFID情報を送信す
るため、凡その移動経緯や現在位置付近の補足が可能となる。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

非接触自動販売機 富士電機(株)
https://www.fujielectric.co.jp/about/c
ompany/contents_00_03.html?from_na
vitype=contents

経済産業省製造産業局産
業機械課

①（一部
アプリで
商品選択
するもの
は既に市
場投入）
③（⾳声
等）

自動販売機は日常生活の様々な場面で、多くの人が使用する製品だが、購入時に不特定多数が使用したボタンの押
下や取り出し口の開閉などで自動販売機への接触が必要があることから、新型コロナウイルスの感染リスクや購入
者が抵抗感を感じるケースがある。そのため、センサーや⾳声等を活用した完全非接触型の自動販売機の開発が進
行中（一部アプリで商品選択するものは既に市場投入）。これらが普及することにより、商品選択から決済
（キャッシュレス）、商品取り出しまで、自動販売機に一切接触をせずに商品購入が可能となり、新型コロナウイ
ルス感染の懸念の払拭に繋がり、安心安全な社会へ貢献が可能。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ドローンを活用した被災状況確認 株式会社センシンロボティクス
https://www.sensyn-robotics.com/

経済産業省製造産業局産
業機械課次世代空モビリ
ティ政策室

① ・被災地でドローンを飛行させ、被災者の捜索や道路寸断などの被災状況を把握。映像をリアルタイムに災害対策
に伝送し、迅速かつ適切な意思決定に寄与する。
・人の作業をドローンに置き換えることで、感染リスクの低減につながる。
・常設型の全自動運用ドローンソリューション(ドローンと基地が一体となったもの)の提供も行っており、災害頻
発エリアでの定期巡視や発災直後の緊急出動が可能となる。

    ○  ○ ○

ドローンによる配送サービス 日本郵便株式会社
https://www.post.japanpost.jp/notifica
tion/pressrelease/2020/00_honsha/03
17_01.html

経済産業省製造産業局産
業機械課次世代空モビリ
ティ政策室

③ ・ドローンに配送物を搭載し、拠点間あるいは個宅へ荷物等を配送。
・今後の生産年齢人口減少に伴う労働力の確保難や人件費上昇に伴うコスト増への対応が　
　期待される。
・ドローンによる非対面での配送により、感染リスクの低減を実現。

  ○    
一部地域においては、すでに試行
的に荷物等の配送を実施。

AIを搭載した完全自律飛行ドローン警備システム

セコム株式会社
https://www.secom.co.jp/isl/research
/drone/

経済産業省製造産業局産
業機械課次世代空モビリ
ティ政策室 ①

・自律型のドローンを警備対象の敷地内に待機させ、①異常発生時に現場に急行し状況確認する侵入監視、②敷地
内のあらかじめ定められたコースを巡回監視、を行うサービス
・不審者の車両ナンバーや色、人物の顔や身なりなどの特徴をコントロールセンターへ送信。情報をもとに、警備
員への指示や警察への情報提供が的確に行えるため、警備品質が向上する。
・人的な巡回では負担の大きかった屋上など危険な個所の監視が容易となり、また上空からの撮影により、地上の
固定監視カメラに比べ死角の少ない監視が可能。
・従来の警備員業務が代替されることにより、人手不足の解消、接触機会の減少による感染拡大防止につながる。

○  ○  ○ ○ ○ ○

設備点検用ドローン 株式会社自律制御システム研究所
https://www.acsl.co.jp/

経済産業省製造産業局産
業機械課次世代空モビリ
ティ政策室

① 【点検】
・主に工場・プラント等の設備をドローンに可視カメラや赤外線カメラをつけて点検。
・従来足場に数百・数千万円のコストと数週間という時間をかけていた現場は、コストと不稼働損失を削減。
【巡視点検】
・屋内飛行可能なドローンにより日常的な工場・プラント内の巡視点検を代替。
＜共通効果＞
・人の作業を置き換えることによる、安全性向上、人手不足解消、感染リスクの低減
・データによる統一的な判断により点検者の経験差による判断のばらつきが解消

     ○ ○ 主な例示として工場・プラントを
取り上げたが、橋梁などの道路設
備、港湾設備、ソーラーパネルな
ど活用領域は多岐にわたる。

新たなモビリティサービスを推進するAI・IoT技術 モビリティサービス事業者各社 経済産業省製造産業局自
動車課ITS･自動走行推進
室

①～③ま
で存在

AIやIoTを活用した新たなモビリティサービスにより、地域の移動課題や物流、買物、医療・健康等の地域課題の
解決をはかるため、「モビリティのマルチタスク化」や「サービスのモビリティ化」により、モビリティが「拠点
への移動の足」と「地域の生活インフラ」をともに担うことのできる新しいMaaS技術を創出する。
また、人流・物流・クルマデータにとどまらず、まち・インフラのデータを統合したモビリティデータ基盤を構築
し、異業種とのデータ連携方式を確立することで、コロナ禍における人の移動変容を促すMaaS創出を推進する。

○ ○ ○  ○   ○ ○ ○  ○

自動運転技術 自動車メーカー、自動運転技術開発会
社各社

経済産業省製造産業局自
動車課ITS･自動走行推進
室

①（レベ
ル２）
②（レベ
ル３）
③（レベ
ル４以
降）

自動運転は、従来、人が行っていた操作を機械（センサー等）が代替し、より安全かつ円滑な運転を実現するもの
であり、その結果、交通事故の削減、交通渋滞の緩和、環境負荷の軽減など、交通社会の抱える課題の解決に大き
く資するものである。また、無人自動運転（遠隔型システムなど）を実現することにより、バスやトラック等のド
ライバー不足の解消や運営コストの抑制など社会的意義も大きい。
※自動運転技術の詳細については、別紙を参照のこと。

  ○   ○  

特殊環境向けアバターロボット（人型遠隔操作ロボット） 株式会社メルティン MMI
（https://www.meltin.jp/）

経済産業省大臣官房福島
復興推進グループ福島新
産業・雇用創出推進室

③ 遠隔で人の動きを再現する「アバターロボット」。主に危険環境での作業をターゲットとし、自動化ロボットでは
難しい高度な判断能力や、人ならではの繊細な作業を遠隔化。操作者自身の身体能力に関わらず、安全な環境から
危険作業、重労働が可能となり、高齢化等による社会的労働力不足を解決する。

   ○ ○ ○ ○ ○
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ウェアラブルIoT ミツフジ株式会社
（https://www.mitsufuji.co.jp/service/
）

経済産業省大臣官房福島
復興推進グループ福島新
産業・雇用創出推進室

① 「着る」という日常行動のなかに生体情報マネジメントを組み込むことで、着用者の見守りや、体調や感情の可視
化・予知を行うための製品。
心拍など、得られる生体情報をもとに、体調をはじめとした人の「現状」と「これから」を可視化し、「生体情報
マネジメント」を行うことにより、安心・安全な職場を提供できるだけでなく、効率的な人材活用により生産性を
向上することができる。

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○作業現場での事故防止
可視化した作業者の健康状態、ス
トレス、眠気等の情報を監督者が
モニタリングし、適時に暑熱対
策、休憩、交代等の対策を行うこ
とで作業現場での事故を防止する
ことができる。
○幼児の体調管理
保育園等において、幼児の発熱や
うつぶせ寝等を検知し、保育士に
知らせることで幼児の体調管理を
行えるとともに、保育士の負担も
軽減する。 
○職場の生産性向上
ストレスをはじめとする従業員の
状態を可視化することで、業務効
率上の課題を洗い出し、環境改善
や業務プロセスの見直し、シフト
変更等により生産性を向上するこ
とができる。

球体ドローンを活用したプラント屋内設備点検 ブルーイノベーション株式会社
https://www.blue-i.co.jp/bi-inspector-
elios2/

経済産業省中国経済産業
局環境・リサイクル課

① ・製造業の現場では、日々、巡視点検等が実施されているが、新型コロナで従業員の感染が確認された場合には、
濃厚接触者の勤務も難しい状況にある中、点検・監視に係る人の業務をサポートし、特にベテラン世代をはじめと
した現場担当者が、引き続き安心して活躍できる環境整備に向けた対策が急務。
・当社が活用している球体ドローン「ELIOS」は、球体ガードにより、人にも設備にも安全な仕様設計であり、
GPS制御に依存しないセンサーにより自己位置を正確に保持し、工場内の屋内で、安全に飛行することに特化した
機体。
・この屋内点検用の球体ドローンは、プラントの狭い空間や高所箇所など、作業員の点検が難しいとされるポイン
トが数多く存在する製造業の現場において、作業員の安全向上や定期点検の工期削減・コスト削減に大きく寄与す
る技術。
・今後、様々なセンサーや当社がもつプラットフォーム技術と組み合わせていく事で、日々の巡視点検に限らず、
定期点検での活用など、今後の応用分野の拡大にも期待が持てる技術であり、定期点検での作業集中の緩和などが
期待される。

    ○  ○ ○ 〇

ARTiMo（AI活用によるプラント診断） 株式会社日立製作所
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews
/month/2018/10/1004.html

経済産業省中国経済産業
局環境・リサイクル課

① ・製造業の現場では、日々、巡視点検等が実施されているが、新型コロナで従業員の感染が確認された場合には、
濃厚接触者の勤務も難しい状況にある中、点検・監視に係る人の業務をサポートし、特にベテラン世代をはじめと
した現場担当者が、引き続き安心して活躍できる環境整備に向けた対策が急務。
・当社では、プラント診断サービス「ARTiMo」を石油精製、石油化学等のプラントに導入。プラントの運転実績
に基づく診断でリアルタイムの状態を可視化し、クラスタリング技術を活用したプラントの状態監視を実現し、異
常検知と要因分析を支援。
・ エチレンプラント分解炉のコーキング状態変化を検知するなど、従来のTBMの設備保全（時間保全）からCBM
の設備保全（状態監視保全）への移行を可能にし、現場作業の低減や定期検査の時期に集中していた現場作業の平
準化に資する技術。

     ○ ○

インバリアント分析技術（AI活用による故障予兆監視シス
テム）

日本電気株式会社
中国電力株式会社
https://jpn.nec.com/profile/vision/cas
e/01.html

経済産業省中国経済産業
局環境・リサイクル課

① ・製造業の現場では、日々、巡視点検等が実施されているが、新型コロナで従業員の感染が確認された場合には、
濃厚接触者の勤務も難しい状況にある中、点検・監視に係る人の業務をサポートし、特にベテラン世代をはじめと
した現場担当者が、引き続き安心して活躍できる環境整備に向けた対策が急務。
・当社は、中国電力（株）島根原子力発電所に導入。原子力のセンサーは互いに強固な相関性を有し、その相互の
相関性を分析・評価。従来の「しきい値」監視から、パラメータ間の相関性の崩れにより異常を判定。
・過去事象を検証した結果、全ての事象で運転員より早く異常を予兆段階から検知できたと評価。今後、単なる異
常兆候の検知だけではなく、その異常兆候の原因推定や、対策まで、提示できるAIシステムの開発を検討中。
・設備異常が小さい予兆段階で改善措置を講じることにより、大きな設備故障を未然に防ぎ、現場作業の低減に資
する技術。

     ○ ○

ENERGY CLOUD（AI技術を活用したプラントオペレー
ション最適化）

三菱重工業株式会社
https://www.mhi.com/jp/news/story/
180906.html

経済産業省中国経済産業
局環境・リサイクル課

① ・製造業の現場では、日々、巡視点検等が実施されているが、新型コロナで従業員の感染が確認された場合には、
濃厚接触者の勤務も難しい状況にある中、点検・監視に係る人の業務をサポートし、特にベテラン世代をはじめと
した現場担当者が、引き続き安心して活躍できる環境整備に向けた対策が急務。
・当社が、豊富な現場の運営ノウハウを教師データとし、自社内で効率化・高度化を目指し独自開発したAI。ソ
リューション手順を標準化し、短期間で効率的な導入が可能。
・系統図や稼働データからプラントのモデリングを行い、プラントデータや市場価格等を予測し、最適化計算によ
りガイダンスを導き出す。
・例えば、ボイラ蒸気発生量を高精度に予測し、運転方針をガイダンスし、現場担当者の意思決定をサポート。各
社でエネルギーの受け渡しをするコンビナート地区など、エネルギー供給事業の事業収益最適化など、エネルギー
サプライチェーン全体のバランス最適化を実現。
・ベテラン世代の新型コロナ対策や退職等に備え、ノウハウなど技術継承に資するAI活用によるプラントオペレー
ション最適化技術。

     ○ ○
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AIカメラを使って体表温度やマスク着用の有無を自動検知
する非接触型体温検知システム

株式会社フォルテ
https://www.forte-inc.jp/

経済産業省東北経済産業
局地域経済部情報政策室

① AIカメラを使って体表温度やマスク着用の有無を自動検知する非接触型体温検知システムを開発。
安心・安全のためのソリューションを手掛けるうえで、日本での設計、開発にこだわり、製造も日本の現地法人会
社とすることで、調達に対する社会的不安定リスクの軽減に積極的に取り組んでいる。
4月下旬の発売直後から病院やホテル、金融機関などから問い合わせが多数あり、9月までに1000台を出荷。
特に病院、介護施設では日常的に検温が必要なため、アフターコロナにおいても、検温によるインフルエンザ蔓延
の予防などにおいても需要が見込まれる。
また、（一社）レジリエンスジャパン推進協議会が今別町において実施した、新型コロナウイルス感染症対策を踏
まえた避難所運営に役立つ最新技術の検証を目的とした訓練において、上記「非接触型体温検知システム」を活用
し、避難者の体温チェックを非接触・非対面で実行し、かつ、避難者の受付処理と町内外の避難者、支援が必要な
避難者の人数と支援内容を把握できる避難者支援システム（ソリューションパッケージとして販売予定）の実証実
験を実施。
この他、運転席に設置したAIカメラでドライバーの表情から、居眠り等を即座に検知して警告⾳を発し安全運転を
促し、ドライバーの不注意運転による交通事故を防止するシステムを開発。

http://www.forte-inc.jp/watchover/
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO58997630S0A510C2L01000/
https://www.kahoku.co.jp/special/spe1211/20200706_06.html

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○

仙台発「タクデリ」プラットフォーム構築＆拡充事業 株式会社ハミングバード・インターナ
ショナル　
hp:http://h-bird.co.jp

経済産業省東北経済産業
局地域経済部地域経済課

② ・60年以上に亘り、洋食店、居酒屋、カフェなど多様な飲食店を展開し、延べ来客数100万人を誇る同社が、地域
の飲食店（16店）、タクシー会社（仙台中央タクシー）と連携して、タクシーで料理を配送するプラットフォーム
「タクデリ」を構築し、2020年4月から仙台市内でトライアル運用を開始した。現在主流となっている飲食宅配
サービスのうち実店舗を持つ「飲食店自ら」がシステムを構築し運用しているものは珍しく、同社は、顧客データ
を活用し、CRM分析によるAIを駆使した顧客獲得戦略やプロモーション・マーケティングの立案を可能とした「実
店舗×デリバリー×Eコマース」の複合的なシステムの普及を目指す。コロナ禍で苦境に立たされる飲食店、タク
シー会社はの新たなビジネスモデルの構築を促すとともに、顧客はstay homeでも馴染みの飲食店の味を家で楽し
みつつ新たな食の提案を受けられるとし、それぞれにメリットを生む取組として、今後、東北エリア飲食店7200店
舗とタクシー事業者181社に参加を呼びかるなど普及に努めている。

 ○ ○  ○  ○  ○ ○

オンラインを活用した妊産婦健康診査 厚生労働科学特別研究事業（⽊村班：
国立大学法人大阪大学）において実施

厚生労働省子ども家庭局
母子保健課

③ 現状のオンライン妊産婦健診について収集したデータに妊産婦健診項目の自己による測定の精度、オンライン面談
の満足度の評価を実施する

○ ○     ○

オンラインを活用した乳幼児健康診査 厚生労働科学特別研究事業（小枝班：
国立成育医療研究センター）において
実施

厚生労働省子ども家庭局
母子保健課

③ 個別の乳幼児健診への移行やオンライン活用の先進的な取組の好事例の収集を実施し、個別の乳幼児健診を実施す
るに際してガイドラインを示し、適切な健診の実施を図る。

○ ○     ○

遠隔アバターロボット・A I による安心・安全な見守りケ
ア

今後調査予定 厚生労働省老健局高齢者
支援課

③ 新型コロナウィルス感染症に対応した高齢者の介護や子供の保育ケアに関わるエッセンシャルワークを支援する遠
隔アバターロボット・A I による安心・安全な見守りケア

 ○     ○

応急的遠隔対応型メンタルヘルスケアの基盤システム 新規公募のため、未定 厚生労働省障害保健福祉
部精神・障害保健課

② 医療従事者はもとより、家庭や学校、職場等において、ストレス下にある市民が、いつでもどこでも誰でもアクセ
スが容易に可能なように、入口を一元化し、重症度に応じて、適切な対応を受けるため、スクリーニングデータを
用いたAI解析による重症度分析アルゴリズムを開発し、応急的遠隔対応型メンタルヘルスケアシステムに実装す
る。コロナ対策のみならず、今後の災害等の種々の社会変動下に応用可能である。

○ ○    ○ ○ ○ ○

3眼カメラ配筋検査システム 清水建設株式会社、シャープ株式会社 国土交通省大臣官房技術
調査課

② 　橋梁やトンネルなどの鉄筋コンクリート構造物の施工においては、鉄筋の施工状況を現地で発注者立ち会いの
下、段階的に確認を行っている。
　この鉄筋間隔の測定は一般的に、計測１～２名、黒板掲示１名、撮影者１名、発注者１名の複数名が現地にて立
ち会い、確認をしているが、本技術は、カメラで鉄筋を撮影することで、撮影画像の解析により配筋間隔を即座に
計測することが可能である。
計測結果は、タブレットの画面に表示される他、クラウドにより事務所など遠隔地へもリアルタイムに共有でき、
発注者が遠隔で確認することも可能である。
　このため、建設現場における密の回避に繋がる技術であり、また、建設現場の省人化にも繋がる技術である。

    ○

セキュリティを確保した「非接触型」の効率的な物流シス
テムの構築

　国土交通省　港湾局 国土交通省港湾局 ②（一部
③）

　港湾物流においては、依然として紙ベースでの情報伝達が５割前後を占めるとともに、コンテナトレーラーの
ターミナルゲートでの混雑が社会問題となっている。このため、構造化されたデータやAPI接続によるシステム連
携等を用いることで、港湾における国際物流手続情報を全てデジタル化する「港湾関連データ連携基盤」を令和2
年中に構築する。さらに、ターミナルゲートでの搬出入業務・出入管理において、港湾関連データ連携基盤、
CONPAS1、出入管理情報システム2が保有するコンテナ搬出入情報とPort Securityカード情報等をリアルタイムで
連携させるとともに、タブレット型端末等を活用する仕組みを構築する。
　これらにより、港湾物流手続における重複入力・照合作業の削減やゲート前混雑の解消を図るとともに、従来は
対面での確認を要していたターミナルゲートでの搬出入業務・出入管理についてセキュリティを確保した非接触型
で効率的な作業を可能とすることで、Withコロナ時代に相応しい働き方改革の推進や生産性の向上を図る。
1 Container Fast Passの略称。コンテナターミナルにおけるゲート処理、及びヤード内の荷役作業の効率化やセ
キュリティの向上を目的とした港湾情報システムのこと。
2 カードリーダーでPort Securityカード（国がターミナル利用者に発行する全国共通のICカードであり、高度に偽
造防止対策が施され、本人確認が容易な写真付きのカード。令和2年9月1日時点で約77,000枚のカードが運用され
ている。）を読み取ること等により、制限区域への人の出入りを確実かつ円滑に管理するシステムのこと。

     ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

マルチビームクラウド処理システム 　国立行政開発法人　海上・港湾・航
空技術研究所　港湾空港技術研究所
　ウェブサイト：
https://www.pari.go.jp/

国土交通省港湾局技術企
画課

③ ○海底の地形データの測量において、船上で取得した点群データをクラウドサーバー上で自動で処理することによ
り、リアルタイムでの図面の確認や遠隔での出来形確認を可能とする技術を開発する。
○5G通信やクラウド上でのAI処理を導入し、迅速化・自動化を推進する。

    ○

港湾工事における遠隔現場安全･施工パトロール 東亜建設工業(株) 国土交通省港湾局技術企
画課

① 港湾工事におけるウェアラブルカメラシステム(メットアイ)導入による遠隔現場安全･施工パトロールの実施。（テ
レワークにて現場パトロールが可能）

     ○

自動運転トーイングトラクター※
　※空港内において手荷物・貨物を輸送するコンテナドー
リーを牽引する車両

(1)全日本空輸株式会社
(2)AiRO株式会社
(3)日本航空株式会社

国土交通省航空局空港技
術課

③（一部
②）

・複数の自己位置推定技術等を活用して、空港内トーイングトラクターの自動運転を実現
・作業員の非接触による公衆衛生の確保のみならず、作業の効率化による時間短縮や省人化により現有の人的資源
を最大限に活用することが可能

    ○  

自動運転ランプバス (1)全日本空輸株式会社
(2)AiRO株式会社

国土交通省航空局空港技
術課

③（一部
②）

・複数の自己位置推定技術等を活用して、空港内ランプバスの自動運転を実現
・作業員の非接触による公衆衛生の確保のみならず、作業の効率化による時間短縮や省人化により現有の人的資源
を最大限に活用することが可能

    ○  

ロボット、AI等を活用した手荷物ハンドリングシステム 株式会社IHI 国土交通省航空局空港技
術課、総務課政策企画調
査室

③ ・コンテナへの積込みや機内積込み、荷受け場において、プロジェクションマッピングやロボット、AI技術を活用
して省力化・自動化の取組みを図る。 ①荷物の多様性に対応、②作業員の負荷軽減、③非接触による公衆衛生の確
保を実現。

    ○  

無人航空機の有人地帯における目視外飛行（レベル４）に
よる配送サービス

・ANAホールディングス、日本航空株
式会社　等

国土交通省航空局航空
ネットワーク部空港業務
課、安全部安全企画課

③ 　モバイル通信等を利用した遠隔制御可能なドローンによる有人地帯での補助者なし目視外飛行（レベル４）によ
り、生活物資や医薬品等の非接触配送を実現し、物流分野において、非接触やソーシャルディスタンスを確保する
生活様式の変化に対応すると共に、物流ドライバー不足への対応等アフターコロナにおける物流変革に貢献する。

○ ○ ○ ○  ○  ○  ○  ○ ○

OneIDシステム（顔認証技術により搭乗関連手続きを一元
化）

日本電気株式会社（ＮＥＣ） 国土交通省航空局総務課
政策企画調査室

② ・顔認証技術を活用して、空港における搭乗関連手続き（手荷物預入、保安検査場入口、搭乗ゲート）での書類提
示を省略/簡素化し「顔パス」での通過を実現。
・搭乗関連手続きにおける待ち時間短縮や非接触化を実現。

    ○  

ドローン画像のAI解析による河川巡視の省人化技術 国際航業株式会社・岡山大学・日本工
営株式会社・iシステムリサーチ株式会
社・株式会社ふるさと創生研究開発機
構 共同企業体
八千代エンジニヤリング・テラドロー
ン・KDDI・ゼンリン 共同企業体

国土交通省水管理・国土
保全局河川計画課河川情
報企画室

③ 現在目視で行っている河川巡視項目の内、ドローンにより確認できる地形、植生、水面、利用状況や護岸などの構
造物の河川情報を画像や温度等で取得し、将来的に目視外自動航行による画像取得（巡視）を想定した異常箇所を
AIにより自動抽出する技術の開発を行う。

     ○

自動搬送装置（AGV） シャープ株式会社 国土交通省総合政策局技
術政策課

① 高精度な自己位置認識と障害物検知を実現し、磁気テープ不要で、あらかじめマップ編集ソフトで設定されたルー
トを走行する無人搬送機。AGVが客室までの客の案内及び荷物の搬送を行うだけでなく、リネン搬送や配膳等も行
い、客とホテル等スタッフとの非接触を実現する。ホテル全体の状況に応じた配車を行うことにより業務の効率化
も可能。

  ○   

非接触系技術：サイバニック統合バイタルセンサーと統合
サイバーダインクラウド

CYBERDYNE株式会社
　担当者：宇賀伸⼆、連絡先（メー
ル）：uga_shinji@cyberdyne.jp
　ウェブサイト：
https://www.cyberdyne.jp

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

②１年以
内に実装
可

（概要）
・拘束感がなく行動も制限しない簡便な超小型統合バイタルセンサーによって、各種バイタル情報、身体活動情報
などを遠隔・非接触（人が接触しない）で長時間常時モニタリングし、必要に応じてリアルタイムで管理サイドに
状況を通知することができる。
・計測データは、スマートフォンやタブレットを介して、サイバーダインクラウドと連動し、データ集積・解析・
AI処理、管理サイドへの情報フィードバックが可能となる。
・新型コロナ対策としては、遠隔・非接触（人が接触しない）で、感染者／感染の可能性のある方や重症化リスク
の高い方のバイタル情報を常時モニタリングでき、生理状態や症状を適宜把握。病院／施設／在宅／職場／日常生
活／避難所等で利用でき、個人と集団のデータ管理や数理統計処理などを通して、適切な新型コロナ対策が可能と
なる。
・また新型コロナ対策以外でも、高齢者、基礎疾患を持つ方、労働者などの日常的な健康状態モニタリングに活用
し、遠隔で身体状態変化の早期発見や見守りに活用できる

○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ ・遠隔・非接触での特定健診・特
定保健指導等にも活用可能

遠隔管理機能付き作業支援システム（HAL作業支援用腰タ
イプ）

CYBERDYNE株式会社
　担当者：宇賀伸⼆、連絡先（メー
ル）：uga_shinji@cyberdyne.jp
　ウェブサイト：
https://www.cyberdyne.jp

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

②
①（HAL
作業支援
用腰タイ
プ）

（概要）
・HAL腰タイプ作業支援用は、物を持ち上げる時や運ぶ時の腰部への負荷を低減することができ、腰痛の防止や腰
痛保持者の負担低減を目的として、空港、工場、物流、農業など様々な重作業現場で利用されている。
・新型コロナ対策として：HALから取得する稼働データ等は、サイバーダインクラウドと連動するため、バイタル
センサーから取得するバイタル情報や、スマートフォン・ヘッドセットを通して得られる作業員の⾳声情報との組
み合わせで各労働者の作業負荷や身体状態等を可視化することができる。そのため、直接作業者に接することな
く、遠隔での工程管理や労務管理、作業指示により、戦略的な集中と選択などが行えるため人的資源マネジメント
が可能となる。特に、コロナ禍の中では、移動や地域への流入が厳しく制限されるため、このような機能は、災害
時における復旧作業では有用な技術。

○ ○  ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ・HAL腰タイプ作業支援用は、コ
ンパクトで持ち運びが容易なた
め、特に過酷な作業環境に置かれ
る災害時の復旧活動での活用実績
がある

遠隔操作型半水中重運搬ロボット 次世代無人化施工技術研究組合 
http://www.uc-tec.org/index.html
https://www.jst.go.jp/sip/dl/k07/bookl
et/53_aburada.pdf
連絡先：次世代無人化施工技術研究組
合　理事長　油田信一
（yuta@ieee.org）

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

② 無人化施工は、災害発生時等に人が立ち入るのが危険な現場で（災害への対処等の）工事を、建機を安全なところ
からの遠隔制御で働かせて施工を実施する技術である。人が立ち入らずに作業がなされるため、感染症対策として
三密を避けつつ、施工の実現を図ることも可能である。無人化施工は、1990年代に雲仙普賢岳の火砕流・土石流対
策工事以来、技術が蓄積されてきているが、従来、遠隔操作で水に浸かって土石や資材を運搬することが可能な運
搬機が存在しなかったため、出水災害時に水際や水中で緊急の施工を行うことは出来なかった。
　UC-Tecでは、これを解決するため、水深1,5m程度のエリアで働く、遠隔操作型の半水中運搬ロボットを開発
し、それにより、危険な出水災害エリア等に人が立ち入らずに遠隔操作により災害対処工事を実施することを可能
とした。これにより、無人化施工の適用可能なケースが大幅に拡大された。

     ○ ○ 災害に限らず、本技術は河川や海
岸の浅水域の工事などで重量物運
搬が可能とする。とくに、人が搭
乗しないため、安全な物資の運搬
が可能である。



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

建設現場におけるSpotを使った巡回や進捗管理、安全点検 株式会社フジタ 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

② 建設現場における巡回や進捗管理、安全点検などの業務に対し、Boston Dynamics社製のSpotの活用の可能性をソ
フトバンクロボティクス社と共に検証中。建設現場で活用するためのデータを収集し、センサーやカメラなどを搭
載したモジュールなどの開発を行い、本格活用に向けて準備を進めている。
今後は社会資本ストックの老朽化に伴う維持管理・更新も予測されており、建設現場での革新的な生産性向上や業
務効率化を進めていく。

     ○

土工事のAI自動化(油圧ショベルの自動化)技術 株式会社フジタ 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

② レトロフィットロボットを用いた汎用機械(現段階はロボQS+油圧ショベル)の遠隔、自動運転。AI技術を用いて能
力を向上させる。
最終イメージは、各作業所の土工時の大部分を各地域拠点に設置した中央モニタ室のオペレータからの指示・監視
の下に自動化された重機で実施する。
オペレータの働き方改革による人員確保を目的としている。

     ○

全自動ドローン活用技術 株式会社フジタ 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

② 全自動ドローン：移動式ステーションにより充電、離発着、飛行を全て自動で行う技術。
①全自動ドローンで定期的に測量と安全巡視を実施する。取得３Ｄデータと画像はプラットフーム化し発注者と情
報共有。これによりCIMに関するリクワイヤメントの最適化を図る。
②全自動ドローンのモニタ映像や⾳声TEXT化を実行し、取得した３Ｄ点群モデルとリアルタイム空撮映像を使用
して遠隔臨場を実施する。「段階確認、立会」に利用。

     ○

ドローンによる緊急物資輸送 ルーチェサーチ株式会社
担当者：本多哲也、連絡先：
tetsuya_h@luce-s.jp、ウェブサイト：
https://luce-s.net

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① ・災害等で交通インフラやライフラインが寸断された地域へ、緊急に必要な薬剤や衛生用品・食糧等の重要物資を
ドローンにより迅速に輸送する。
・目視の範囲内で、20kg程度まで輸送可能。
※将来的には、目視外で50kgまで輸送可能となる見通し。

○ ○ ○     ○

TOPAZ（リアルタイム移動体3次元レーザ計測システム） ルーチェサーチ株式会社 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 従来は三脚据え置きの機械で測量を行い、機械を据え替て別の場所に移動して測量をしてというのを繰り替えして
測量を行っていた。また、その後数日かけて解析作業を行って3次元データが算出されるという状況であった。
この新技術は、移動しながら3次元計測ができ、3次元算出解析もリアルタイムで内蔵コンピュータで行っており、
計測終了直後に3次元データを生成することができる。
そのため、従来であれば1日かけていた現場作業が、作業初心者でも10分程度で完了することできる。その後の解
析作業も従来であれば少なくとも2～3日以上かかっていたものが、新技術はリアルタイムに行われるため、解析作
業そのものがなくなるため、作業効率を圧倒的に上げることができる。プラットフォームも、ドローンや手持ち、
背負子形式等様々な形式に対応でき、多様な場面で柔軟に対応可能である。
特に近年頻発している災害での調査に関して威力を発揮し、従来技術だと人海戦術で密な状況になってしまう事も
防ぐことができ、復旧に必要な断面や図面作成を迅速化することができ、災害復旧に貢献することができる。即座
に解析が完了するため、作業漏れや作業し直しという手間が格段に減小させることができ、働き方改革にも繋げる
ことができる。解析作業がリアルタイムで終わるという特徴から、5Gといった携帯通信網で現場からデータ送付が
可能になり、現場詳細状況の迅速な把握を行うことができる。また、高速データ送信を行うことで、現場作業と高
度な3次元解析作業を分ける事ができ、ロボットに危険な現場作業を高付加価値の作業を事務所で行うことが可能
になり、新たな産業創成のきっかけとなり得る潜在能力がある。

     ○ ○ ○

土⽊構造物の資産管理のための3次元化ソリューション ルーチェサーチ株式会社 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 過去に設計施工された土⽊構造物は詳細な設計図面が残されておらず、なおかつ図面が存在しても複雑な3次元構
造物に対して2次元の紙ベースの図面で管理しており、的確に現場情報が掴めていない。そのため、現場に行かな
いとわからないことが多く、現場確認の往復だけでも多くの時間が割かれている。また、同じ構造物であっても目
的によっては、図面が複数種類あり、部署毎の管理であったりしてバラバラになっているため、総合的な資産管理
が出来ていない状況である。
本ソリューションでは、移動しながらリアルタイムに3次元計測できるレーザ計測システムと取得した3次元点群
データを高速に3次元モデル化し、低コストにて既存構造物を3次元化するものである。
既存構造物の管理を3次元化することで、IoTセンサーとの情報統合や各種情報との統合情報管理が可能となり、
ARの利用といったデジタルツインにつなげることができ、労働時間短縮及びコストダウンが図れる。また、2次元
図面では限度があった技術開発が進んでいるAIの基礎データとして利活用が望め、高付加価値化と効率化をDXを実
現することできる。
3次元化を行うことで、各種ロボットの利活用や5Gとの連携もスムーズに行え、新技術の発展を加速させることが
できる。

     ○ ○

AI制御による不整地運搬車(クローラキャリア)の自動走行
技術の開発

株式会社熊谷組
担当者：飛鳥馬　翼　連絡先：
tsubasa.asuma@ku.kumagaigumi.co.jp
https://www.kumagaigumi.co.jp/news
/2019/pr_20190404_1.html

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 教示運転に基づく不整地運搬車の自動走行技術とAIによる制御を組合わせた制御技術であり、2台以上の車両のス
ムーズな運行とPC制御による省人化が可能になる。
最初にオペレータが遠隔操作室から遠隔操作を行い、GNSSやIMUにより走行した経路を車載PCに記憶させる「教
示運転」を実施する。AI制御PCにより教示経路から運行計画パターンを自動生成し、作成した計画を基に車両に指
令を出す。AI制御PCは各車両からの位置情報を把握し、常時進行・停止の判断が行われ、衝突することなく効率的
に車両の運行が実行される。
ネットワーク対応型無人化施工と組み合わせ、省人化、省力化に大きく寄与する。この技術により操作室の人員が
大きく減少し、工事現場の感染対策にも貢献する。

     ○ ○ 危険作業に安全に対応できるた
め、建設機械や様々な産業での遠
隔操作に活用可能。これらの組み
合わせで省人化が可能。
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ネットワーク対応型無人化施工技術 株式会社熊谷組
担当者：北原　成郎　連絡先：
skitahar@ku.kumagaigumi.co.jp
https://www.kensaibou.or.jp/safe_tec
h/ict/entry/002882.html
http://www.kumagaigumi-aso.com/

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 無人化施工に使用されるデータ(操作信号や映像信号等)を一括してIP化し、施工箇所にローカル・エリア・ネット
ワーク(LAN)を構築して施工する技術である。
光ケーブルや無線LANを使用してデータ伝送することで、現場の様々条件に対応することが可能で、1km以上離れ
た場所から遠隔操作する長距離無人化施工を実現する。
IP化＝IoT化であり、施工に関わる様々な情報を一元管理することが可能で、AI・ロボット・XR等の新技術の導入
を容易にする。
弊社では本技術と組合わせることにより、AI自動走行建機やVR技術を開発している。
この分野では災害対応で無人化施工を成功させている唯一の国であり、世界をリードしている。この技術の応用範
囲は広く、省力化、省人化を実現する未来技術である。
工事をすべて遠隔で実施できる技術で人とシステムの融合が期待できる。

   ○   ○ ○ ○ 危険作業に安全に対応できるた
め、建設機械や様々な産業での遠
隔操作に活用可能。自動運転など
との組み合わせで省人化が可能。

拡張型高機能操作室 　株式会社熊谷組
　担当者：北原成郎、連絡先（メー
ル）：
skitahar@ku.kumagaigumi.co.jp、
　ウェブサイト：
https://www.kumagaigumi.co.jp/news
/2018/pr_180417_1.html

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 　従来の高機能遠隔操作室は、ネットワーク対応型無人化施工機械に適用する遠隔操作機能をユニットハウスに装
備したもので、緊急を要する災害対応において、従来に比べて工事着手までの準備期間を大幅に短縮できることが
大きな特徴です。拡張型高機能遠隔操作室は、従来の利点を活かしたまま①1棟で独立した遠隔操作室を段階的に2
棟、3棟と拡張していくことを可能にし、3棟で最大15台までの建設機械を制御することを可能とする「拡張性」、
②4分割モニタを4台組合わせることにより大型モニタを再現させる「柔軟性」、③ネットワーク死活監視システム
の導入による機器の通信状況の直観的把握を可能とした「高い信頼性」により、災害への対応力をさらに向上させ
ました。
自動運転を組み合わせた適正な人員配置と空調管理で施工での感染対策が容易となる。災害時では緊急時のため不
用意な人との接触対策が重要である。

     ○ ○ ○

吹付けコンクリートの遠隔操作技術 ㈱熊谷組　担当者：土⽊事業本部トン
ネル技術部　手塚
連絡先：
htezuka@ku.kumagaigumi.co.jp
https://www.kumagaigumi.co.jp/news
/2016/pr_160711_1.html

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① ・山岳トンネル工事における吹付け作業において、従来は切羽（トンネル先端部）で作業員が目視しながら作業を
行っていた。当該技術で切羽から離れた、オペレーションルームでモニターを見ながら遠隔操作で吹付作業を行
い、作業員を粉塵から解放し、作業環境の改善を図るものである。３K環境からの解放は、コロナ対策への対応を
容易にできる重要な手段である。

     ○ ○

無人化施工VR技術 　株式会社熊谷組
　担当者：北原成郎、連絡先（メー
ル）：
skitahar@ku.kumagaigumi.co.jp、
　ウェブサイト：
https://www.kumagaigumi.co.jp/news
/2019/pr_20191115_1.html

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 　無人化施工とは、土砂崩壊地や火山噴火等の危険な場所での建設工事を、安全な遠隔地から無線操縦仕様（ラジ
コン）の建設機械を遠隔操作することで、オペレータの安全を確保する施工方法です。 
　『無人化施工ＶＲ技術』は遠隔操作式建設機械の映像や⾳、傾き、振動を合わせてリアルに体感することで、実
際の搭乗操作に近い感覚で遠隔操作を可能にする技術です。
　自然災害現場での無人化施工では、建設機械の傾きや振動などを感じられず、安全性を重視することから作業効
率が低下してしまいます。本技術は遠隔操作でありながら、実際に搭乗した体感に近い環境で操作できるため、安
全かつ効率的な遠隔操作が可能となります。ベースとなるシンクロアスリートはスポーツ体験を遠隔地で実施で
き、カヌーやヨット競技などこれまで体験できないスポーツが体験観戦可能。感染防止と臨場体験で貢献。

  ○   ○ ○ ○

建設機械の自動運転を核とした次世代の建設生産システム
（A4CSEL：クワッドアクセル）

鹿島建設株式会社
担当者：三浦 悟、連絡先（メール）：
miuras@kajima.com
ウェブサイト：
https://www.kajima.co.jp/
新技術の紹介ページ：
https://www.kajima.co.jp/tech/c_movi
es/index.html#6_sglb_1

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

①  A4CSEL®（Automated/Autonomous/Advanced/Accelerated Construction system for Safety,Efficiency and 
Liability：クワッドアクセル）は、従来の情報化施工や建設機械の遠隔操作による無人化施工等とは異なり、人が
作業データ（いつ、どこで、何を）を送ると、自動化建設機械が自律・自動運転で作業を行うため、原理的には一
人で何台の機械でも同時に稼働させることを可能とした、全く新しい建設生産システムです。これによって、大幅
な省人化が図れるとともに、これまで職人に委ねられていた定性的な現場作業を、原点に戻って定型的、反復的な
動作の組合せに再構築し、それに基づく独自の作業手順、方法で確実に実施することで生産性が向上し、安定した
施工品質が確保できます。また、建設機械に搭乗しないことから、建設災害の多くを占める機械関連の労働災害が
飛躍的に減少します。加えて、withコロナ、afterコロナ社会における建設現場の一つの在り方として注目されてい
る「少ない人員数で、あるいは遠隔地からの施工」をも可能とする技術です。これまでに、ダンプトラック、ブル
ドーザ、振動ローラを自動運転させ、土工事の基本である一連の作業（運搬/荷下ろし～まき出し～転圧）の自動
化を実現し、既に4件の実工事に導入しています。

     ○ 宇宙開発へ応用：有人宇宙探査拠
点建設への適用検討をJAXAと共同
で実施

土砂積込作業を自動化するバックホウ自律運転システム （株）大林組 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 汎用建設機械を自律化して生産性を飛躍的に向上させる技術として、土砂の積込作業を自動化するバックホウの自
律運転システムを開発した。土砂積込作業は、バックホウのアームやブーム、バケットを匠に操る熟練技能が必要
なため自律化が困難であったが、熟練技能者による操縦のノウハウとAI技術を活用することで、掘削や積込時の機
械の動き方を高精度に再現することができるシステムである。特長は以下のとおり。
①正確・安全で高い生産性：掘削範囲の盛土の状況を3Dスキャナで確認して積込量が最大になるポイントを判断し
て掘削する。人が立ち入らないため、安全性が高い。
②バックホウのメーカーや機種を選ばず後付けで容易に自律化：汎用遠隔操縦装置「サロゲート」を介してバック
ホウの制御を行うため、容易に後付け可能。
③大幅な省人化を可能にする統合制御システム：作業エリアや建設機械の姿勢・位置を認識するための様々なセン
サを多数配置し、通信ネットワークで統合して制御する「ネットワークコントロールシステム」で管理すること
で、豊富な情報を管理者が遠隔で確認しながら管理できる。

     ○ ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

汎用遠隔操縦装置「サロゲート」 （株）大林組 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 迅速な対応が求められる災害復旧の初動段階においては、⼆次災害の発生リスクが高いため、建機の遠隔操縦によ
る「無人化施工」が有効な手段となる。しかし、遠隔操縦方式の建設機械は流通量が少なく、コスト面からその調
達が課題となることが多い。
「サロゲート」は、各種建機に現場で容易に着脱できる汎用遠隔操縦装置で、建機本体に後付け装着できるため、
コストも抑えることが可能となる。災害復旧工事に加え、有人では比較的危険を伴う一般工事にも適用可能とな
る。
サロゲートは以下の特徴を有する。
１．建機を改造することなく着脱が可能
建機本体を改造する必要がなく、建機運転席の操作レバー等へ「後付け」で装着することで、遠隔操縦を可能とす
る。
２．遠隔操作と有人操作の切替えが容易
装置を装着したままオペレーターが乗り込んで、直接操作（有人操作）が可能。遠隔操作と有人操作の切替は装置
内のピンの着脱のみで、3分程度で完了する。あらかじめ装置を装着した状態で現場へ搬送できるため、素早く工
事を開始できる。
３．短時間で着脱が可能
電気モーターと電動シリンダを使用した軽量かつシンプルな構造。持ち運びや取付が容易なサイズにユニット分割
されており 取付には 特殊な工具や技能は不要で 短時間で着脱可能

     ○ ○

タワークレーンを用いたコンクリート自動運搬システム （株）大林組 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① コンクリートダム建設におけるコンクリート運搬工程の安全性向上と効率化を目的として、超大型タワークレーン
を用いたコンクリート自動運搬システムを開発した。
本技術は、熟練オペレーターの操作を記憶し再現することができるティーチングプレイバック方式を採用し、経験
の浅いオペレーターでも安全に運搬するための荷の振れを最小減に抑える熟練技能を再現した最適な運搬を繰り返
し行える。また、本技術で単調な繰り返し運搬を自動化することで、オペレーターの作業負荷を軽減するととも
に、より安全に運搬作業を行える。さらに、GNSSなどによりクレーンの先端位置をリアルタイムに認識し、他の
クレーンとの近接を検知できるため、近接を検知した場合はアラート発信することで安全性の向上にも繋がる。

    ○ ○ ○ ○

５G通信を用いた重機土工総合管理システム （株）大林組 国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 5G通信の大容量高速通信が可能である利点を活用し、重機土工（土砂積込、運搬、敷き均し、転圧）の遠隔操作を
行うことで、従来のWifi等を利用した遠隔操作に対してコーディック等の最適化も含め遅延を200ms以下に低減さ
せ、30%程度の作業効率向上を可能とする。また、マシンガイダンス・コントロールシステムとの組合わせで、災
害復旧だけでなく一般工事へ遠隔操縦を適用も可能とする。さらに、大容量通信の特性を生かすとともに、新しく
開発したレーザースキャナのリアルタイム解析技術を併用し、出来型の高精度で迅速な計測を行う事による検査の
省力化も可能とする。
以上を統合した施工管理システムを構築し、完全な無人化施工を実現する。
遠隔操縦者は安全で環境の良い場所から作業に参加することが可能となるので、ダイバーシティーの建設分野の参
画（SDG's 5）も可能とする。

     ○ ○

建機オペレータがリモートワーク可能な距離制限の無い建
機遠隔操作システム。

　ARAV株式会社 (アラヴ)
　担当者:  白久,    連絡先:  
shiroku@arav.jp
　ウェブサイト:  https://arav.jp/

　実証実験パートナー:  株式会社富士建
(佐賀県佐賀市)
　　　　　　　　　　　合同会社ビス
ペル(静岡県富士市)

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 課題:  これまでは建設機械の遠隔操作には、ローカルのネットワークを構築するため距離に制限があり、現場には
運用のための要員が必要。
手法:  インターネット経由で距離制限の無い遠隔操作システム（運転席に後付け出来る操縦ロボットと通信・制御
用のソフトウェア）を提供。
効果: 建設現場のリモートワークの推進に貢献。
特徴: 建設機械（油圧ショベル）に後付可能（操縦席にロボット設置）であり、古いモデルの建設機械から最新の
ICT建機まで幅広く対応。
参考:  日経新聞で東大発スタートアップARAV(株)の取り組みが掲載。
            https://r.nikkei.com/article/DGXMZO62061510Z20C20A7FFT000

     ○ ○

自動運転ショベルを導入した建設現場の省人化によるコロ
ナ感染リスク低減。

　ARAV株式会社 (アラヴ)
　担当者:  白久,    連絡先:  
shiroku@arav.jp
　ウェブサイト:  https://arav.jp/

　実証実験パートナー:  株式会社富士建
(佐賀県佐賀市)
　　　　　　　　　　　合同会社ビス
ペル(静岡県富士市)

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

② 課題:  ICT施工で効率化は進んでいるが運転手が必要。
手法:  シミュレーターで検証したAI含むアルゴリズムにより掘削土の積込作業の完全自動化を実現。
効果:  建設現場の省人化によるコロナ感染リスク低減に貢献。

     ○ ○ ○

建設機械遠隔操作トレーニングセンター 株式会社富士建　担当者：角　和樹　
：sumi@fujiken-co.jp
技術パートナー　ARAV株式会社、合同
会社ビスペル

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 建設機械の遠隔操縦による無人化施工を推進及びリモートワークに寄与するため、どこからでもアクセスできるト
レーニングセンターを構築しました。1/１４スケールのミニチュア建機を揃えた施設を静岡県富士市に、実機を配
置したトレーニング施設を佐賀県佐賀市に設置しています。一般のインターネット回線（LTE）を使用し、日本中
どこからでも操作できる環境を提供します。ミニチュア建機は建設工事で使用されるバックホウ、ホイルロー
ダー、ダンプトラック、ブルドーザー、クレーンを揃えておりパソコンのブラウザ画面から機種毎に選定して操作
が可能です。平常時から遠隔操縦機械を訓練しておくことで災害時には非常に有効な手段となります。作業環境の
向上のため通常の現場施工においても遠隔操縦建設機械を使用していれば特別な訓練無しに災害時の即応体制が整
うはずであり、そのためにもトレーニングセンターで訓練をしておけば突然の災害も対応できることになります。
災害現場は個々に条件が異なり作業手順や使用機械の種類も違ってくるため掘削、積込、運搬、整地等の多種多様
な機械の訓練が必要となりトレーニングセンターの必要性が認識されます。

    ○ ○ ○ ○
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建設機械遠隔操作システム 株式会社富士建　担当者：角　和樹　
：sumi@fujiken-co.jp

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① 　建設機械の遠隔操縦による無人化施工を推進及びリモートワークに寄与するため、一般に普及しているインター
ネット回線や携帯サービス網（LTE）を使用しどこからでもアクセスできるネットワークシステムを構築しまし
た。トレーニングのためのミニチュア建機や実機での低遅延リアルタイム操作を実現しています。バックホウに関
してはメーカー、バケットサイズの機種を問わず標準機に簡易的に後付けするアタッチメント装置を取付けネット
ワークシステムに接続し遠隔作業を可能とします。実機の傾きや振動をフィードバックして再現する搭乗型操縦装
置にも対応しておりリアルな体感で操作することができます。近年、大規模な自然災害が多発傾向に有り人命救助
や⼆次災害防止のために緊急を必要とする迅速な復旧が望まれています。今年は新型コロナウイルスの感染防止の
ために三密を防ぐという新たな問題も発生しており、その解決策として遠隔操縦建設機械を使用して安全・迅速に
復旧作業や建設作業を行うニーズが高まっております。また、少子高齢化において建設工事に携わる人が減少して
インフラの維持管理に影響が出てくるようになってきており、作業環境の改善により若年者や女性の就業または熟
練技術者の労働負荷の低減も必要になってきており有効な手段となります。

    ○ ○ ○ ○

自律型清掃ロボット「T-iROBO® Cleaner」 大成建設株式会社　03-5381-5043　ア
クティオ
https://www.taisei.co.jp/about_us/wn
/2016/161228_3783.html

国土交通省総合政策局公
共事業企画調整課

① ・清掃作業を自動化することで、作業員がいなくても清掃ができます。
・大型のリチウムバッテリーを搭載し夜間や休憩時間を中心に無人で長時間連続清掃作業が可能。
・ 三角コーンとコーンバーで区画することでレーザーレンジファインダーにより清掃エリアを認識。
・ 清掃エリアの設定等の事前作業は不要でボタンを押すだけで清掃を開始します。
・粉塵が多く堆積したエリアでは、レーザーレンジファインダーが粉塵の量を検知して重点的に清掃を行う。

     ○

予測型CIMを活用した岩判定の遠隔会議 株式会社大林組、株式会社地層科学研
究所、伊藤忠テクノソリューションズ株
式会社

国土交通省大臣官房技術
調査課

② 　トンネル掘削工事では、地山の地質状況が変化する場合、発注者・受注者が掘削現場に会して地質状況の確認
（岩判定）を行い、その結果を踏まえて今後のトンネルの掘削方法、支保パターン（地山が崩れないように補強す
る工法のパターン）等を会議を開催して検討を行っている。
　本技術では、通常実施している岩判定業務に予測型のCIMを適用することで、従来書類を持ち寄って検討してい
た会議をインターネット上のクラウドに共有されたデータを確認しながら開催することが可能となる。また、支保
パターンの決定にあたっては地質予測モデルを考慮することで高度な検討が可能となる。
　このように、本技術は、岩判定やその後の検討会議について、一堂に会して開催するのではなくクラウド上で行
うことで建設現場の「三つの密」を回避することが可能となることから、新型コロナウイルス感染症拡大予防に資
するものである。

     ○

映像と通信技術を活用した遠隔臨場技術 株式会社堀口組（工法）
株式会社環境風土テクノ（要素技術）

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 　従来の建設工事の現場では、施工状況の確認や臨場などについて、発注者、受注者が現場で立会の上で行ってい
た。一方で、本技術では、ジンバル付ウエラブルカメラや非対称通信など通信技術を活用して遠隔臨場を行うこと
が可能であり、この技術を活用することで現場への移動時間の削減や遠隔からの進捗管理等による施工の効率化が
期待される。その他、施工プロセスに応じて固定カメラの映像も含めた映像データを時系列で管理することで、映
像情報の振り返りによる施工方法の見直しや繰り返しの学習など知財化が可能となる。
　このように、本技術を活用することで、建設工事の現場に限らず東京オリンピックの施設管理や遠隔技能研修な
ど「三つの密」を避けることが可能となり、新型コロナウイルス感染症予防に資するものである。

     ○ ○

デジタル画像を用いた地盤材料の粒度解析システム－画像
粒度モニタリングシステムー

鹿島建設株式会、日本コントロールシ
ステム株式会社、有限会社AOS

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 　建設工事へのICT 活用が進む中，建設工事の材料管理においては依然として所定の量や時間間隔で実施する抜き
取り試験が主流であり，建設工事の生産性向上の妨げとなっている。本技術は，近年，飛躍的な発展を遂げている
画像解析技術を用いて，バット等に敷き均した材料を撮影したデジタルカメラ撮影画像から粒度分布を迅速に把握
できるシステム（画像粒度モニタリングシステム）であり，これまでに施工者からの提案技術としてダム工事9現場
で実績を挙げている。
　本システムの導入によって，従来人力で行っていた作業（複数の作業員で１時間～1日程度要する作業）を代替
することが可能となり，現場作業員の省人化等による建設工事での品質管理の生産性向上や建設工事のICT活用を
さらに加速化することができる。
　さらに，現場作業員の省人化とこれによる接触機会の低減や、発注者へのリアルタイムなデータ提供と発注者に
よるwebを活用した遠隔材料確認が実現でき，新型コロナウイルス感染症拡大防止にも資する技術である。

     ○

骨材粒度分布の推定 清水建設株式会社、ジオサーフ株式会
社、フリージア・マクロス株式会社、
株式会社セイア、大阪砕石エンジニア
リング株式会社

国土交通省大臣官房技術
調査課

② 　コンクリートの材料となる骨材（石や砂）は施工上、粒径の偏りがなく、バランスの良い状態が必要である。そ
のため、事前に施工で使用する骨材の粒度分布を確認するため、人力によりふるい分け試験（骨材を網目の大きい
ものから小さいものへと通過させていき、その通過割合から粒度の分布を求める試験）を実施し確認を行ってい
る。
　本技術は、運搬のためベルトコンベア上を通過している骨材の点群データを３次元センサにより取得する。取得
した点群データから各骨材の粒径を求め、粒度分布を推定するものである。
　このため、従来人力にて行っていた作業（複数の作業員で１時間程度要する作業）を代替することが可能とな
り、現場作業員の省人化が図られ新型コロナウイルス感染症拡大防止に資する技術である。

     ○

３次元データを活用したコンクリート構造物の出来形管理
技術

株式会社加藤組、カナツ技建工業株式
会社、福井コンピュータ株式会社、ラ
イカジオシステムズ株式会社、株式会
社山陽測器、株式会社ジオテックス中
国

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 　コンクリート構造物の施工における出来形管理については、従来は足場等を用いて構造物の寸法をレベル等を用
いて計測したり、出来形の写真を撮影したりして管理に必要な資料を作成していたところ。一方、本技術を用いる
場合、３D設計データや３Dスキャナによる点群データを活用することで出来形管理の効率化や高精度化が可能と
なるとともに、安全性の向上が可能となる。
　降雨時の３Dスキャナによる点群データの取得は望ましくないため、天候に左右される面もあるものの、３D
データにより管理することから出来形の写真管理が不要となるほか、施工が進むにあたって必要となる段階確認や
臨場、検査にあたって３Dデータ上での確認が可能となることで臨場等の作業効率の向上が期待される。
　本技術により、現場での作業人員減る上、取得した3DデータはWebミーティング、クラウドサーバーを利用する
事で、対面する事無く施工物の出来形確認を行う事が可能であることから、新型コロナウイルス感染症拡大の予防
対策として期待される技術である。

     ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

ドローンによる配筋検査 株式会社IHIインフラ建設、オフィスケ
イワン株式会社、株式会社アイティー
ティー、株式会社インフォティクス、
千代田測器株式会社

国土交通省大臣官房技術
調査課

② 　橋梁やトンネルなどの鉄筋コンクリート構造物の施工においては、鉄筋の施工状況を現地で発注者立ち会いの
下、段階的に確認を行っている。
　この鉄筋間隔・径・本数などの測定は一般的に、計測１～２名、黒板掲示１名、撮影者１名、発注者１名の複数
名が現地にて立ち会い、確認をしているが、本技術を活用することで現地での確認を代替することが可能である。
　本技術は、ドローンに搭載したカメラで上空から鉄筋を撮影し、画像データ解析により鉄筋間隔・径・本数をパ
ソコン画面上に表示できる。さらに、作成した3Dモデルと設計3Dモデルを重ねながら検査し、その計測結果をク
ラウドにより遠隔地と共有することでリアルタイムに発注者などが確認することができる。
　このため、建設現場における密の回避に繋がる技術であり、また、建設現場の省人化にも繋がる技術である。

     ○

遠隔MR臨場技術 五洋建設株式会社
(連絡先：土⽊企画部 03-3817-7567，
http://www.penta-ocean.co.jp/）

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 　建設工事では、監督職員が頻繁に現場を確認・監督するため、監督職員は発注者事務所と現場の往復に多くの時
間を費やしている。
　遠隔MR臨場技術は、遠隔地に伝送されたリアルタイムの現場の3D空間にBIM/CIMモデルを重ね合わせることが
できる技術である。一般の遠隔臨場技術は建設現場にも徐々に普及されているが、これまでは2D画面での臨場が対
象だった。本技術はMRグラスで取得した現場の3D映像を、遠隔地にいる監督職員がVRゴーグルを装着して臨場す
る仕組みであるため、空間的で直感的な把握を可能としている。また、現場の3D映像にBIM/CIMモデルが重ね合
わされているため、監督職員は図面や書類などを持参しなくても設計情報等をタイムリーに確認することができ
る。
　本技術を適用することによって、監督職員の移動時間の削減が可能となるとともに、受発注者双方で人との接触
機
会を減らすことができる。また、遠隔地にいる建設技術や安全に関わる社内外の専門家・有識者から、タイムリー
に助⾔を得ることができるため、安全で手戻りのない円滑な建設工事を実現することができる。

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○

遠隔立会検査システム 清水建設株式会社、株式会社演算工房 国土交通省大臣官房技術
調査課

① 　従来、直轄工事における発注者の臨場は、現場での立会により実施されてきた。また、一般的にトンネル工事で
は、切羽（掘削途中のトンネル先端）の土（岩）質が変化した際に施工者、発注者及び専門家の３者が現地にて地
山を観察・評価し、支保パターン（施工途中の地山の崩壊を防ぐ仮設構造物の配置）を決定し施工を進めていく。
このため、現場への移動や現地での立ち会いが発生している。
　建設現場にカメラ付きタブレット通話システムを導入し、現地の⾳声や映像を遠隔地に共有することで遠隔での
確認を可能とする仕組みを構築するものであり、現地で計測した数値をその場でタブレットに入力することで帳票
の自動作成も可能となることから、現場事務所での作業も省略できる。
　このため、本技術は、建設現場における立会を遠隔で行うことや、事務所での事務作業を省略することができ、
新型コロナウイルス感染症拡大防止に資する技術である。

     ○

位置データ活用による現場作業の最適化 株式会社東京建設コンサルタント、金
杉建設株式会社、一般社団法人流域水
管理研究所

国土交通省大臣官房技術
調査課

② 　従来、建設現場での作業員や建設機械の位置情報はデジタルデータとして取得していないため、作業員及び建設
機械の動きについては現場目視レベルの把握である。また、作業員と建設機械の接触防止についてもそれぞれが注
意することにより安全管理を行っているのが一般的である。
　この様な中、ネットワークカメラやタイムラプスカメラによる作業員及び建設機械の配置状況の把握や各種セン
サーでの作業員及び建設機械の位置データ取得により、現場作業の改善を図る取り組みが進んでいる。特に、取得
した位置データの解析により軌跡を確認することができ、現場作業の最適化を図ることが可能である。
　また、現場での位置データを常時把握していることにより、作業員と建設機械が近接した際にアラートで知らせ
るなどの安全管理にも活用できる。　
　これらの現場作業の把握は作業員の適切な配置や動線の改善に活用でき、過度な「密接」や「密集」を事前に回
避することが可能となり、建設現場の新型コロナウイルス感染防止に資する取り組みである。

     ○

検温顔認証システム 株式会社フジタ　技術センター　生産
改革研究部　千葉拓史
takumi.chiba@fujita.co.jp　TEL046-
250-7095

国土交通省大臣官房技術
調査課

② ・サーマルカメラによる検温システムと顔認証システムを統合した、入退場・検温管理システム．現在のところ弊
社の建設現場で活用中．現場作業員の入場時刻・退場時刻記録と入場時の検温記録を統合．
・システム自体は一般建物等の入退場にも応用可能だが，個人記録管理にはユーザー登録が必要．

    ○ ○ ○ ○

テント付き災害用簡易ベッド 株式会社フジタ　技術センター　企画
調査部　丹羽廣海，土⽊研究部　平野
勝識
hiroumi.niwa@fujita.co.jp　TEL046-
250-7095

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 避難所や企業等で備蓄して活用いただける災害用簡易ベッドです．組立式のベッドにテントが一体となっています
ので，咳やくしゃみ等による飛沫を周囲に拡散させにくく，プライバシーも確保することができます．収納はコン
パクト，組立時には工具を必要としません．２台を組み合わせることで２段ベッドとして使用できます．
最近の災害でも避難行動の遅れによる被害が多く報道されています．一方で我国の避難所の居住環境は決して良い
とは⾔えないのが現状です．本製品が避難環境の向上に寄与し，危険な場所からの避難をためらい被害に遭う人を
一人でも減らすことに貢献できれば幸いです．

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○

４K定点カメラ映像による工事進捗管理システム 国土交通省、映像進捗管理システム開
発コンソーシアム（安藤ハザマ、日本マ
ルチメディア・イクイップメント、富士
ソフト、計測ネットサービス、宮城大
学）
担当者：⽊付拓磨（安藤ハザマ）
kizuki.takuma@ad-hzm.co.jp　
Web:https://otsuchi-prism.jp/

国土交通省大臣官房技術
調査課

② 土工事の現場における進捗管理を効率的に行う「４K定点カメラ映像による工事進捗管理システム」は、主に次の
４つの機能を実装しており、ブラウザを介してどこからでも利用できる。①映像にCIMモデル等の3Dデータを重畳
表示、②映像上から任意地点の距離や面積を瞬時に算出、③建機検出AIにより稼働中のダンプ等を識別し進捗レ
ポートを作成、④映像からオルソ画像（俯瞰画像）の作成。これにより、現場技術者が現場に出向くことなく、事
務所のパソコンから工事の進捗状況を把握し、現場の作業員等に指示を出すことができる。よって、人との接触を
最小限に抑えながら、効率的に工事の管理が可能になる。

     ○

生コンクリートの打設管理システム（T-CIM® /Concrete）
~生コン情報の電子化～

大成建設株式会社　03-5381-5043
https://www.taisei.co.jp/about_us/wn
/2016/161122_3811.html

国土交通省大臣官房技術
調査課

① 本システムでは、現場打ちコンクリート工事において必要となる様々な情報を電子化しリアルタイムにインター
ネット上のWEBサーバで閲覧、全ての工事関係者間で情報共有できるようにし、出荷管理、運搬管理、受入管理、
打設管理、品質管理を支援し、現場打ちコンクリート工事の生産性向上、品質向上を実現。情報をクラウドで一元
管理、伝票が不要になり接触感染防止になる。

     ○

コンクリートのひび割れ画像解析技術『t.WAVE ® 』 大成建設株式会社　03-5381-5043
https://www.taisei.co.jp/about_us/wn
/2019/191218_4834.html

国土交通省大臣官房技術
調査課

① コンクリートひび割れ画像解析技術「t.WAVE (ティ･ドット･ウェーブ)」では高架橋などの高所やアクセス困難な
箇所の計測にドローンを用いて撮影した画像でひび割れ点検記録が可能になるため足場の組立が不要になる。

     ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い
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駅や車内の混雑情報提供
－ＪＲ東日本アプリによるリアルタイム車内混雑情報及び
駅混雑予測情報提供サービス
ーＪＲ西日本、小田急電鉄等における車内混雑状況の情報
提供

JR東日本
https://www.jreast.co.jp/press/2020/2
0200715_ho01.pdf
https://www.jreast.co.jp/press/2020/2
0200707_ho01.pdf
JR西日本
https://www.westjr.co.jp/info/occupa
ncy_shinkansen.html
https://www.westjr.co.jp/info/occupa
ncy.html
小田急電鉄
https://www.odakyu.jp/news/o5oaa10
00001qx4h-att/o5oaa1000001qx4o.pdf

国土交通省鉄道局技術企
画課技術開発室

①（一部
の駅）
③

（ＪＲ東日本）
・ＪＲ東日本アプリで、ＪＲ東日本（首都圏）各線区の列車走行位置に表示される列車をタップすると、リアルタ
イムの混雑状況が５段階で表示。
・ＪＲ東日本アプリで、駅名をタップすると、各駅表示画面に切り替わり、当日～2日後までの山手線内全３７駅
のうち２７駅のホームや改札の混雑予測情報を提供を開始したが、今後さらなる利便性向上を図ること、また、情
報提供可能な駅やエリアの拡大を行うため、現在も技術開発を継続中。
（ＪＲ西日本）
・同社ホームページ等で、前週分の利用実績に基づき、新幹線や主な線区・区間の時間帯別の列車の混雑状況を公
表。
（小田急電鉄）
・同社ホームページで、前週分の利用実績に基づき、主な駅のラッシュ時間帯の利用状況を公表。また、小田急ア
プリで、一部車両における車内混雑状況を公表。

    ○  

顔認証によるタッチレス改札 大阪メトロ
https://subway.osakametro.co.jp/new
s/news_release/20191125_kaoninsyou
_jissyoujikken_release.php

国土交通省鉄道局技術企
画課技術開発室

③ ・改札機に備えつけたカメラで顔を捉え、事前登録した顔写真データと照合・承認により改札ゲートを開閉。
・2024年度に全駅で顔認証によるチケットレス改札の導入を目指し、実用化に向けた課題抽出や検討基礎データを
取得。

    ○  

QRコードを用いた改札 JR東日本
https://www.jreast.co.jp/press/2019/2
0200129_ho01.pdf
https://www.jreast.co.jp/press/2020/2
0200907_1_ho.pdf

国土交通省鉄道局技術企
画課技術開発室

③ ・QRコードを読み取り部にかざすことで改札を通過。
・読み取り部の拡大や読み取り速度向上を行い、スムーズに改札通過できるかを実証試験で確認中。

    ○  

AI案内ロボット JR西日本
https://www.westjr.co.jp/press/article
/items/200324_01_ai.pdf
https://www.westjr.co.jp/press/article
/items/200901_00_AI.pdf

国土交通省鉄道局技術企
画課技術開発室

③ ・立体的に投影されるキャラクターが、利用者からの質問を⾳声認識により理解し、会話や画面投影を通して、周
辺施設や出口などを案内。
・⾳声認識と空中タッチパネルを搭載することで、完全非接触での対応が可能となった。

    ○  

ユビキタス技術を用いた魚探システム 日東製網株式会社
TEL：03-3572-5376（東京本社）
ウェブサイト：　
http://www.nittoseimo.co.jp/　　等

水産庁研究指導課 ① ・当該技術は定置網漁業において、定置網内に入網している魚種や量を陸上から確認するための技術である。
・定置網漁業は海中に網を固定し入網する魚類を漁獲する漁法であるが、網に入網している魚種や量については網
を揚げてみないと確認できないことが課題であった。当該技術により入網している魚種・量を陸上で把握すること
が可能となることから、魚の入網状況にあわせて出漁の判断を陸上で行うことができ、省力化・省コスト化に寄与
するものと考えている。また、定置網漁業では多くの作業員が漁船に乗船して揚網作業を行うため、新型コロナ感
染回避のためのソーシャルディスタンスを取ることが困難な環境であるが、当該技術の導入により不必要な揚網作
業を削減することで、作業員同士が船上で近距離で作業する頻度も削減することが可能となると思料される。
・なお、「ユビキタス魚探」（日東製網(株)）については、経済産業省補助事業（戦略的基盤技術高度化支援事
業、2014～2016年度）において開発されたものと承知。

     ○

浮沈式生簀 ー（水産庁補助事業によりマリノ
フォーラム２１(事業実施者)で基本技術
開発済み）

水産庁研究指導課 ③ ・当該技術は魚類養殖において、台風や赤潮等による被害を回避するため、エアーコンプレッサーの操作により養
殖生簀の浮沈操作を行う技術である。
・魚類養殖では、台風や赤潮等により養殖施設や養殖している魚類に被害が発生することがあり、これを回避する
ために、台風等が発生する前に養殖生簀を沈める等の作業が行われるが、エアーの出し入れにより簡便かつ短時間
に、生簀を沈めることができるため、省力化・省コスト化に寄与するものである。また、養殖生簀の浮沈作業では
多くの作業員が船上や養殖施設上で作業を行うため、新型コロナ感染回避のためのソーシャルディスタンスを取る
ことが困難な環境であるが、当該技術の導入により少ない作業員で作業することが可能となり、新型コロナ感染回
避にも寄与すると思料される。
・なお、当該技術は水産庁補助事業（クロマグロ養殖効率化技術開発事業、2008～2012年度）において研究開発
されたもの（現在、研究開発段階）。

     ○

遠隔医療指向高セキュア 8K超高精細映像伝送 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ ローカルの病院や一般病棟に入院する重症者に対して、中核病院等のER/ICUの専門医が遠隔でサポートするた
め、病室全体を８K超高精細映像で伝送し（全体空間のリアルタイムで高解像の共有）、遠隔のER/ICU専門医が支
援できる高セキュア8K超高精細映像伝送技術を開発し、大学病院と実証実験を行っている。

○     

IoT無線とロボットの連携システム 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 構内に散在しているデータの効率的な収集・配信を実現するIoT無線技術を活用したロボットの遠隔制御技術、及
び自律走行ロボット間でのデータ転送技術の研究開発を推進しており、ロボットによるモノの運搬や案内情報の提
供サービス等と併せて、大容量データの構内収集・配信も可能となる。病院内応用としては、来院者と特定のモ
ノ・場所との間の接近履歴データの収集・管理や、構内監視カメラデータの収集・配信等への展開が可能である。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

UWB高精度測位を利用したロボット自律走行による対面
業務代行と移動トラッキング

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ UWB測位システムの高い測位精度を活用して、ロボットの自律走行支援を行うことにより、従来対面で行う業務
（病院と保健所での受診券や検診票および体温計などの配布、回収）を自律走行ロボットに代行させ、院内接触低
減と人手不足解消に資する。また、院内の人やモノの移動トラッキングや禁止エリアへの進入警告を行うことに
よって感染拡大防止と業務効率化に資する。さらに、ロボットの認識機能や対話機能と組み合わせれば有用性が拡
大する。

○ ○  ○   ○

人間感覚を脳情報から読み解く技術の確立 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 脳活動の大規模データを収集し、脳機能をモデル化することで人間の感覚情報を脳から読み解く技術を開発する。
すでに視覚情報処理では一部実現しているが、他の感覚（例えば、味覚、嗅覚）での技術が確立すると、コロナウ
イルス感染の初期段階を脳情報から検知できる可能性がある。

○ ○     
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介護モニタリング用マルチモーダル⾳声対話システムによ
る高齢者の感染リスク抑制

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ NICTでは、内閣府SIP第⼆期の支援のもと、KDDI株式会社、NECソリューションイノベータ株式会社、株式会社
日本総合研究所とともに、AIを用いた高齢者向けのマルチモーダル⾳声対話システムMICSUSの研究開発を進めて
いる。この開発の狙いは、ケアマネジャーが高齢者と面談し、健康状態、生活習慣のチェックを行う「介護モニタ
リング」と呼ばれる作業(現在、月一回の実施が義務付けられている。）の一部を、上記マルチモーダル⾳声対話シ
ステムとの対話で代替して、ケアマネジャーの作業負担を軽減し、その人材不足という深刻な課題を軽減するこ
と、さらにはより頻繁に対話を行ってこまめに健康状態等を把握することで介護そのものの質の向上を図ることで
ある。また、マルチモーダル⾳声対話システムとの雑談によって高齢者の社会的孤立を防ぐ狙いもある。コロナ対
策の観点で見ると、このマルチモーダル⾳声対話システムは、ケアマネジャーと高齢者の直接の面談の頻度を減ら
すことで、コロナウイルス感染リスクの抑制に貢献できる。また、「味や匂いはちゃんとしてますね？」といった
質問や赤外線等のセンサーを併用することで高齢者の感染の兆候を素早く、自動的に検知し、感染の伝搬抑制に寄
与する。また、ケアマネジャー等の直接面談の自粛等によって、今後、健康状態悪化の把握の遅れや、コミュニ
ケーション及び外出の自粛に起因する高齢者のフレイル（コミュニケーション・認知能力低下）が多発する懸念も
あるが、本システムによる健康状態チェックや雑談によってこれらの防止も可能になる。

○ ○     

IoT無線交通インフラ（スマート電子カーブミラー）と自
動走行車いすとの連携システム

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 病院や高齢者介護施設において、人と人との接触を最大限に回避しながら介護をサポートするため、IoT無線交通
インフラの「スマート電子カーブミラー」と自動走行車いすとの連携システムを開発し、自動走行車いすの走行支
援や遠隔支援をサポートする実証実験を行う。

○ ○    ○  

衛星通信ネットワーク等を利用した遠隔医療システムの構
築

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 各都道府県で局所的にコロナウイルスが拡大した場合に、医療リソースに余裕がある地域の病院等から地上や衛星
通信ネットワークでつなぎ、当該地域の医師がコロナウイルス感染者の診断や対応を遠隔で実施できるような環境
の構築を目指す。衛星通信ネットワークを利用することで、島しょ部や船舶等でクラスタが発生した場合にも対応
可能である。超高速インターネット衛星「きずな」（WINDS）を用いて衛星通信回線を使用した手術支援ロボッ
ト（DaVinci）の手術映像の伝送、メディカルラリーへの参加（災害現場と対策本部を衛星通信回線で結び対策本
部の医師から指示を出す防災訓練）、また島しょ部や船舶等との衛星通信実験を実施し、ノウハウを蓄積してきて
いる。

○ ○  ○ ○  ○  ○

ナーブネット技術による医療拠点間のセキュアな臨時ネッ
トワークの構築、情報共有

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 汎用・安価な小型コンピュータ（ラズパイ等）を用いてネットワークの仮想化環境を容易に提供できるナーブネッ
ト技術により、感染症拡大に伴う既設・臨時医療拠点間の医療情報ネットワークの構築、情報共有に貢献する。具
体的には、ナーブネット機器を仮設の隔離施設（ホテル）など臨時拠点の既設LANに接続するだけで論理的に分離
された専用ネットワークを容易に構築できる。既設LANも併用しながら、臨時拠点に病院内と同じネットワーク
サービスの迅速な展開が可能である。

○     ○

プライバシー保護深層学習技術(DeepProtect) 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ コロナウイルス対策のために大規模なデータを収集しビッグデータ解析を行うことが重要であり、基礎疾患を持つ
者のコロナウイルスによる重篤化や感染による免疫の獲得、抗ウイルス薬の効き目に関する個人差の分析など、医
療データを個人のプライバシー情報を秘匿したままディープラーニングにかける技術である『DeepProtect』の研
究開発を推進する。

○  ○    秘匿性を保ちつつビッグデータ解
析するための基盤技術であるた
め、医療や銀行だけでなく様々な
分野に活用が見込まれる。

量子鍵配送 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ ゲノム情報をはじめとする医療データは、一度盗聴されると非常に長期の世代にわたって深刻なリスクとなる可能
性がある。こうしたデータを超長期間にわたり安全に保管・運用するため、量子鍵配送（QKD）技術と秘密分散ス
トレージ技術を組み合わせた超高秘匿データストレージネットワークを構築し、電子カルテ等を用いた実証実験を
実施している。

○ ○  ○   ○ ○

コネクテッドカーによるデータ集配信システム 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 車が収集したデータを、路側設備を経由してクラウドへ配信するシステムを開発しており、車載カメラ情報・位置
情報等に基づいて雑踏情報・混雑情報・経路情報を取得し、ナビゲーションや自治体・専門家等による感染拡大防
止の対応方針の検討への活用、スマホやウェアラブルデバイスと連携したヘルスケア情報・行動履歴情報の収集に
より、分析やナビゲーション、対応方針の検討等への活用を目指す。

 ○  ○  ○  ○ ○ ○ ○ ○

防災チャットボットSOCDAを用いた災害時被災者コロナ
対策支援

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 大規模災害の発生時、指定避難所以外に市民が自発的に集まって、自主避難所と呼ばれる避難所的な場所が多数で
きるが、そうした場所を自治体、保健所等が網羅的に把握することは難しく、当然、３密回避も含めて、コロナ感
染抑制のための様々な対策を実施することは困難である。また、症状がある避難者に対しては対策が既に講じられ
ている等のより適切な避難先を案内し、感染拡大を防ぐ必要もある。現在、NICTでは内閣府SIPの支援のもと、民
間企業等と協力して、SNS(より具体的にはLINE)上のチャットを用いて被災者と自動的にコミュニケーションを
とって被災状況等を把握するAIを用いた防災チャットボットSOCDA、およびそのための対話技術、分析技術、情
報可視化技術等を含んだ基盤技術の研究開発を進めているが、このSOCDAにより、LINEを介して大規模災害時に
発生する自主避難所も含めた多数の避難所の状況や個々の被災者や避難者の健康状態をコロナ対策の観点から把
握、分析するとともに、避難者を適切な避難所に誘導し、さらには自治体等からのコロナウイルス対策に関する情
報伝達等を徹底することが可能になる。（共同研究開発機関：防災科学技術研究所、ウェザーニューズ、情報通信
研究機構。協力機関：LINE、情報法制研究所）

     ○

エッジ指向型感染患者遠隔診療システム 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ コロナウイルスの肺炎は急速に悪化する可能性があるので、軽症者等が夜間寝るときも画像で呼吸の有無等をエッ
ジでリアルタイムに判断して、呼吸障害が発生した場合は緊急アラートを遠隔でモニタリングしている医者に通知
することが可能なエッジ指向型の感染者遠隔診療システムの研究開発を推進する。また、このようなエッジコン
ピューティング環境をはじめ、最先端のICTを産学官に開放しオープンイノベーションを推進するための総合テス
トベッドを構築する。

○ ○     ○

VRを利用した⾳声コミュニケーション技術 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ MR（mixed reality）技術を使って、目の前に相手が見える状態で⾳声コミュニケーションを実現するための技術
開発を推進する。⾳声だけの場合と比べて、情報量の多いやり取りが可能で、相互理解の促進が格段に進むことが
期待される。

○ ○    ○ ○

サイバー世界とフィジカル世界の共進化可能な社会の実現 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ サイバー世界と脳・身体の共進化を技術的に促進するため、多様な認知機能を含めた脳活動すべてを包含した脳機
能モデルを構築し、多様な人間の感性や思考に合わせた様々な技術開発が可能なプラットフォームを構築する。そ
れにより、サイバー世界においてリアルな人間が阻害されることのない快適なコミュニケーションをはじめ、サイ
バー技術を活用してリアルな人間が高いパフォーマンスを実現できる社会の実現を目指す。

○ ○    ○ ○

グリーンリカバリーの評価指標 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ アフターコロナ社会に向けて、経済効率性ではなく、地球環境の改善による持続可能なレジリエントな社会を目指
すことを企業活動、公共政策の新しい価値観として重視する協働イニシアチブを推進する際の定量的な評価指標の
検討に資することも目指し、大気汚染キレイ度CIIの研究開発を推進する。
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マイクロブレイン・ミメティック（生物模倣型次世代情報
処理）

国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 軽量な計算で実世界と相互作用し、自律的に運動を制御できる「昆虫の脳」に倣った効率的な情報処理技術の開発
に向けた研究を推進する。これを自走ロボットやドローン等に応用して機能向上を図り、病院、飲食店、宅配サー
ビス、公共交通機関等における自動運搬システムを実現することにより、人同士の接触による感染リスクの低減に
寄与することを目指す。

  ○   ○ ○  ○

遠隔における化学情報モニタリングシステム 国立研究開発法人情報通信研究機構　
https://www.nict.go.jp

総務省国際戦略局技術政
策課

③ 味覚や嗅覚などの化学情報を定量的に評価する技術の開発を通じ、お気に入りの飲食店や旅館等の味や匂いを遠隔
においても再現する技術を実現し、STAY HOMEの状態でも臨場感のあふれる体験を実現することで、人がコロナ
ウイルス終息後に実際にその場に訪れてみたいという期待と思いを持ち続けることが可能な環境の実現を目指す。

   ○  ○ ○

 SRF※無線プラットフォーム　（Smart Resource Flow） 情報通信研究機構（NICT）
https://www.nict.go.jp/press/2019/10
/10-1.html

総務省国際戦略局通信規
格課

③ ・複数の無線システムが多数混在する環境下で、安定した通信を実現する協調制御技術。アプリケーションの要求
する通信容量・遅延時間を考慮しつつ、製造現場での電波環境の状況を把握し、それぞれの通信に必要となる無線
リソースを割り当てることができる。
・安定したワイヤレス通信の実現により、今後、ポストコロナ時代において利用が拡大する産業機器のワイヤレス
による遠隔制御・管理等に広く活用が可能。

     ○ 工場のワイヤレス化の場面で活用
可能

「コード決済に関する統一技術仕様ガイドライン」に準拠
したQRコード決済の統一規格「JPQR」

（一社）キャッシュレス推進協議会
担当者：福田好郎、連絡先（メー
ル）：info@paymentsjapan.or.jp
ウェブサイト：
https://www.paymentsjapan.or.jp/

総務省情報流通行政局情
報流通振興課デジタル企
業行動室

① ・QR決済サービスが多数併存している現状において、店舗が複数サービスを導入すると複数のQRコードを店頭に
置かねばならない等、オペレーションが煩雑になるといった課題がある。
・関係団体・事業者等による団体である（一社）キャッシュレス推進協議会 において2019年3月、「コード決済に
関する統一技術仕様ガイドライン」が策定され、標準化されたQRコード等（JPQR）の運用が始まった。
・複数決済サービスのQRコードを一つにまとめ、無料で複数決済サービスを一括導入できるJPQRは、地域におけ
る、小規模店舗も含めたキャッシュレス化の有効な選択肢となり得る。
・キャッシュレス化が進展することにより、店舗におけるレジ締め等の現金管理に伴うコストを削減でき生産性向
上に繋がるほか、現金手渡しによる感染症ウイルスの媒介が阻止される。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

防災チャットボット （株）ウェザーニューズ、担当者：山
口隆志、E-mailアドレス： 
wl_cb@wni.com

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）安全社会グループ

③ 災害時に国民一人ひとりに対しスマートフォン等を通じて避難に必要な情報等を迅速かつ的確に提供するととも
に、被災者等からの被災状況を収集・分析する技術。

     ○

避難・緊急活動支援統合システム 国立研究開発法人防災科学技術研究所  
国家レジリエンス研究推進センター
担当：臼田裕一郎・花島誠人　E-mail
アドレス：rcndr-key@bosai.go.jp

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）安全社会グループ

③ 災害における自然現象や社会動態の時空間的な変化（以下、災害動態）を解析し、災害動態の先を見通す予測情報
を生成する技術を開発することにより、府省庁・関係機関、都道府県等の避難・緊急活動の意思決定を支援する技
術。

     ○

災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）
（Disaster/Digital information system for Health and 
well-being）

芝浦工業大学      
https://www.ds.se.shibaura-
it.ac.jp/d24h/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）安全社会グループ

③ 災害時に被災地での円滑で効率的な保健医療福祉支援活動を実現する情報システムを開発するとともに、システム
を軸とした保健医療福祉支援チームの運用体制を確立する。必要な物的・人的資源量をリアルタイムで多元的に推
計し最適配置計画を求めるアルゴリズムと、現場から得られる限られた情報に基づき逐次的に再配置する動的な最
適化のアルゴリズムを開発する。

○ ○     ○

水素エネルギーを活用した燃料電池自動車の利活用 トヨタ自動車、担当者：濱村芳彦、E-
mail：
yoshihiko_hamamura@mail.toyota.co.j
p
(株)本田技術研究所、担当者：岩田和
之、E-mail：kazuyuki_iwata@jp.honda
筑波大学、担当者：小久保利雄、E-
mail：
kokubo.toshio.fp@u.tsukuba.ac.jp

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）安全社会グループ

② 大規模災害発生時において、移動性を持ち非常用電源となる水素燃料電池自動車を分散電源として配置し、停電地
域の避難所等での給電や通信障害地域での通信の手段として活用を図る。加えて、検疫・検査機能を付加したモバ
イル・ラボ等としてのニーズや利活用を検討する。

○   ○   ○

ORiN/汎用IoTゲートウェイ（既存の産業用機器やシステム
をインターネットに接続する技術/装置）

ORiN：
ORiN協議会
〒105-0011
東京都港区芝公園3丁目5番8号 機械振興
会館3階
https://www.orin.jp/

汎用IoTゲートウェイ：
株式会社デンソーウェーブ
〒470-2297
愛知県知多郡阿久比町大字草⽊字芳池1
番
https://www.denso-wave.com/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① これまで、通信形式がバラバラなためインターネットにつなぐことができなかった、各食品工場の製品の品質・安
全管理データや、設備の稼働状況データを、インターネットと互換性を持たせてクラウドにつなぐことにより、遠
隔で製品や設備のモニタリング、管理操作を可能とするシステム。新型コロナウイルスの蔓延等により社員が出社
できない状況でも、食品工場を稼働させることが可能で、労働力不足にも対応可能。

    ○ ○

配膳・下膳ロボットサービス 株式会社QBIT Robotics
〒102-0093　東京都千代田区平河町1-
6-8　平河町貝坂ビル3階
https://www.qbit-robotics.jp/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① 飲食業における配膳や下膳をロボットに置き換え、自動化することにより、コロナ禍における、感染リスク低減や
外食産業の人手不足対応に寄与。

 ○     
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DeliRo（宅配ロボット） 株式会社ZMP
〒112-0002　東京都文京区小石川五丁
目41番10号　住友不動産小石川ビル
https://www.zmp.co.jp/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① ユーザーがスマートフォンで商品を注文すると、ロボットがコンビニやレストラン等の店舗から指定された配達場
所まで商品を配送する。ユーザーが人と接触することなく商品を入手できるため、コロナ禍における感染リスク低
減に寄与。

○ ○ ○ ○  ○ ○  ○

飲食業向け調理ロボットサービス コネクテッドロボティクス株式会社　
(Connected Robotics Inc)
〒184-0012 東京都小金井市中町2-24-
16 農工大・多摩小金井ベンチャーポー
ト
https://connected-robotics.com/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① 飲食業において、たこ焼きやそばの調理など高温で過酷な環境下での作業、皿洗いなどの重労働、ソフトクリーム
の提供などの単純作業をロボットに置き換え、自動化することにより、コロナ禍における、感染リスク低減や外食
産業の人手不足対応に寄与。
例）たこ焼きロボット、ソフトクリームロボット、そばロボット、食洗機ロボットなど

○ ○ ○  ○ ○   

３Dフードプリンタ 武蔵エンジニアリング株式会社
〒181-0013　東京都三鷹市下連雀8-7-4
https://www.musashi-
engineering.co.jp/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

①（チョ
コレート
等の菓子
食材）
③（乳製
品、魚の
すり身、
挽き肉、
米粉、代
替肉等）

３Dフードプリンタは、現在、立体的なチョコレートのオーナメントの作成等に用いられている。将来的に、使用
できる食材の種類や形態が増加し、様々な形状に造形したり調理したりすることが可能になれば、①無人で、②任
意の場所で、③個別要望に応じて、様々な食品を製造、供給可能になり、以下のような活用方法により、感染リス
クの低減や食品産業の人手不足対応に寄与できる。
・災害時の避難所での「災害食の製造」
・個人の健康状態や嗜好に応じた「個別最適化した食事の提供」
・視覚から食欲を増進させる「介護食や病院食の現場製造」
・調理者のいないレストラン

○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○

顧客利便性を高めるスマートカートによる自動決済システ
ム

株式会社Retail AI
〒105-0013 東京都港区浜松町1-30-5 浜
松町スクエア９F
https://www.retail-ai.jp/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① 　スマートカートに付属するリーダーを用いてバーコードスキャンをした後に商品をカートに入れていき、決済エ
リアにてタブレット内の精算ボタンを押すと自動で決済が終了するシステム。
　レジ待ちが無く混雑が回避され、かつ会計での店員との接触が無くなるため、コロナ対策として貢献するほか、
労働力不足の解消、さらにはスマートカートの利便性により来店頻度が高まり、売上向上にも貢献。

 ○     

主食になる完全栄養食品（1食に必要な栄養素がすべて必
要量以上含まれる食品）

ベースフード株式会社
〒153-0061 東京都目黒区中目黒5-25-2
https://basefood.co.jp/

農林水産省食料産業局食
品製造課食品企業行動室

① ・1食で、人間が１日に摂取する必要がある全ての栄養素（たんぱく質、ビタミン類、鉄分等）を必要量含むパ
ン、パスタ
　パン：BASE BREAD（商品名）、パスタ：BASE PASTA（商品名）
※BASE BREADは調理不要、常温で約1ヶ月の保存が可能なため、災害時の栄養バランス是正にも活用可能（過去
に災害時の支援実績有）。
・スポーツ選手の栄養バランスの確保。自炊時や運動前後の補食にも活用できる。現在もスポーツ選手への支援実
績があり、特にマイナースポーツ競技者など、専門の栄養士が付けられず、栄養バランスのとれた食事の用意が難
しい方に、特に御活用いただいている。
・コロナ禍において、巣ごもりによる栄養バランスの偏りを是正。

○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○

　自律走行型搬送ロボット （SLAM式キーカート(Logiler 
Move)）

シーオス株式会社
https://www.seaos.co.jp/product/logil
er/short.html

農林水産省食料産業局食
品流通課

① ・長期化する新型コロナウイルス感染症の影響に対応し、食品流通における「三つの密」防止を徹底するため、自
律走行型搬送ロボットによる商品の自動搬送を実現するとともに、食品流通における人手不足への対応やコスト低
減に資する。
・無人搬送機（AGV）の技術として、機台の制御を行うために、①機台の下方向に設置された磁気センサーによっ
て床面に貼付した磁気テープを読取、または、②機台の平面方向に設置したレーザーセンサーから周囲の物体に
レーザー照射後、反射距離を測定することで現在位置を取得するという方式があったが、①についてはフォークリ
フトや搬送時の摩擦によるテープの損耗、②についてはセンサーの平面の高さに物体が存在しない（カゴ車、ネス
テナのように中空の物体に対しては検知できない可能性あり）などの理由で、センサーの認識ができない課題が
あった。そこで、SLAM式キーカートでは、A：複数センサーによる認識（ステレオカメラ、レーザーセンサーの
ハイブリッド）、B：3次元（立体）センサー（カメラ、レーザーセンサー）を使用し、相互補完することで精度を
担保することを実現している。また、環境認識が難しい場合も、走行環境内において景色の代替となる標識を設
置・認識する仕組みを実装することで、走行可能にしている。
機台の現在位置認識精度が向上することで、従来環境の適用はもとより、テープ貼付が難しい現場や走行ルートの
周囲の環境認識が難しい現場へも適用範囲が広がることが期待できる。
例）卸売市場での走行実証実験（令和2年度）にて、市場の構内という、一般的な工場・倉庫に比べて荷の往来が
激しく走行環境の認識が困難な環境下での動作検証を実施中。

     ○ ○

オフィススマートショップ 株式会社　カスミ
https://www.kasumi.co.jp/shopping/of
fice-smart-shop.html

農林水産省食料産業局食
品流通課

① ・利用客がスマートフォンにアプリをダウンロードし、自ら商品のスキャンと精算をアプリ上で行う「スキャン＆
ゴー」と呼ばれる決済システムが、「オフィスマ」と呼ばれる無人店舗において導入されている。利用客は商品
バーコードをアプリでスキャンし、アプリに登録されたクレジットカードまたはPayPayにより決済が行われる。
・常駐する従業員はおらず、品出し、売場や商品の管理は本社の社員が訪店して行う。
・「新しい生活様式」下でも、オフィスや公共・商業施設での無人スーパーの仕組みにより、商品の供給を可能に
し、人手不足への対応やコスト低減にも資する。
・設置場所がBCP策定法人の管理施設内の場合、大規模な自然災害などによりBCP発動条件を満たす緊急事態にお
いて、オフィスマは“フードバンク”として利用可能。

 ○    ○ ○ ○ ○ 買物弱者対策
・食料品アクセス困難地域での買
物場としての活用



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

無人コンビニ「スマピット」 国分グローサーズチェーン株式会社
https://c-store.co.jp/index.html

農林水産省食料産業局食
品流通課

① ・利用客は自らで商品をスキャンし、交通系電子マネーで支払いをする仕組みをもつ無人店舗サービス。→近々交
通系以外にもＱＲ、スマホ（ＭＯＰ）などでの決済を実装予定
・商品管理は国分グローサーズチェーンが行い、24時間利用可能。
・「新しい生活様式」下でも、オフィス等において、当該サービスにより、商品の供給を可能にし、コスト低減に
資する。
・SmaPitとは、母船店舗として弊社既存のコンビニ店舗を活用（ＢＳ；ベースショップ）し、近隣の無人サテライ
トショップ（ＳＳ）へデリバリーする仕組み。このサテライトショップをSmaPitの店名で呼称している。
・ＢＳとＳＳの連携で、BuyOnline,Ship toStoreの関係を構築し、例えば、ＳＳではＳＫＵも少なく品揃えが限ら
れるが、ＳＳにはない商品を予めスマホでオーダーし、決済、ＢＳにあるコンビニ商品をＳＳでピックアップする
ことが可能となる。（将来想定）
＊保育園にＳＳが設置されていれば、帰宅途中電車の中で、スマホオーダー、お迎えの子供と一緒にオーダーした
商品をピックアップして帰る、なんてことも可能。

○     ○

無人決済店舗「TOUCH TO GO」 株式会社TOUCH TO GO
https://ttg.co.jp/

農林水産省食料産業局食
品流通課

① ・JR東日本グループであるJR東日本スタートアップ株式会社とサインポスト株式会社の合弁会社である株式会社
TOUCH TO GOは山手線の高輪ゲートウェイ駅改札内に無人決済店舗「TOUCH TO GO」をオープン。
・店内に設置された約50台の３Dカメラやセンサーが、どの利用客がどの商品を手に取ったかを認識。利用客が出
口でタッチパネルに表示された内容を確認し、ICカードで決済を完了するとゲートが開く仕組み。利用客は商品を
とるだけでスキャンの必要はなく、商品をそのまま自分のバッグに入れることも可能である。
・省人化を目的としており、人手不足への対応に資する。

 ○ ○     

スマートフードチェーンシステム 農研機構、慶應義塾大学等 農林水産省大臣官房政策
課技術政策室、内閣府
（CSTI）、内閣官房（IT
室）など

③ 　農業生産のデータを連携・共有する農業データ連携基盤（WAGRI：ワグリ）の機能を、流通・小売・消費まで拡
張したスマートフードチェーンシステムを開発中。これにより、農業者や流通・小売業者等がデータやAIを活用し
て、共同物流や需給マッチング等の最適化を図るとともに、新型コロナ等の有事の際の柔軟な商品の調整・融通が
できるなど、フードサプライチェーンの強靱化を図る。

     ○

デリカスコアによるコロナ下の消費ニーズに対応した食品
供給技術

デリカフーズ
https://www.delica.co.jp/

農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課

① ○野菜を外観に加え、栄養価や機能性、美味しさ、安全性などで評価する「デリカスコア」を開発。
○コロナ禍による、内食需要と健康志向が高まるなか、消費者が求める情報を伝達すると同時に、付加価値向上に
よる生産者の所得向上に繋がる。
○今後は、デリカスコアと生産データを連係させ、マーケットイン型の農業を推進。
○東京オリンピック・パラリンピック大会に参加するアスリートに対し、食材の栄養価等を総合的に可視化して示
すことで、大会期間中の体調管理への貢献が可能。

     ○

ロボット・ICTを活用した超省力・接触機会低減を実現す
る施設園芸向け新技術パッケージ

（株）アグリッド　（浅井農園ｘデン
ソー合弁会社）　　
http://www.agrid.jp/

農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課

① ○｢人と機械の協働｣による省人化で人の接触機会低減とコロナによる労働力不足を解消、併せて生産性の高い持続
可能な次世代施設園芸を確立し国内外の農業生産事業に貢献。
○機械 x ICTにより自動的に作業記録を取得・活用することでグローバルGAPにも対応。
 ・自動収穫ロボット｢FARO｣：AIを活用した自動収穫ロボットによる人の作業低減
 ・自動搬送装置：160kgまでの収穫物等を自動搬送することで人の重労働を削減
 ・統合生産管理システム：ハウス内から出荷場まで人と機械の作業を可視化
○また、これらにより、東京オリンピック・パラリンピック大会におけるアスリートやスタッフへの食事提供にお
いても、高度な衛生管理下で収穫された食材を提供可能。

     ○

定量充填作業ロボット（缶詰製造ロボット） 岩手大学、株式会社津田商店 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課産
学連携室

③ ・焼成切身（魚）の缶詰製造における定量充填作業を自動化し、省人化及び非接触化を実現するロボット。
（http://www.naro.affrc.go.jp/brain/innovation/results/2018/28033C.html）

     ○

食品外観・内部AI検査装置 キユーピー株式会社 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課産
学連携室

③ ・電磁波センシングとAIを用いて、食品内部も検査可能な食品原料検査装置。
・食品製造工程の省人化及び非接触化への貢献が期待される。

     ○

病害予測・防除支援ソフトウェア ボッシュ株式会社 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課産
学連携室

③ ・施設栽培において、温度湿度・日射量データを収集し、病害予測AIを用いてトマト等の病害発生を抑えるアドバ
イス機能を持つソフト。
・施設管理の省人化及び非接触化への貢献が期待される。

     ○

栽培支援ネットワークサービス 株式会社エキサイト 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究推進課産
学連携室

③ ・気温・日射・生育状態（画像解析）のデータを自動で取得し、栽培環境に必要な環境・肥料管理を提案すること
で収量の最大化に貢献するサービス。
・生育状態の観察などデータ取得の自動化により省人化及び非接触化への貢献が期待される。

     ○

露地野菜の収穫から集荷までのロボット化・省力化技術 　研究代表：立命館大学 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究統括官
（生産技術）室

③ ・自動キャベツ収穫機と自動搬送台車を利用することによって、現在５～６名で行っている収穫作業を２～３名で
行うことが可能となり、コロナ禍による労働力不足への対応、作業者同士の接触機会の大幅削減に貢献。
・農業における人手不足は深刻な状況であり、今後の食料の安定供給を継続する上で重要な技術開発であり、現場
のニーズも高い。
・現在の対応品目はキャベツのみであるが、本機を改良することにより白菜やブロッコリーなど、他の野菜にも対
応可能。

     ○

施設園芸におけるAIを活用した最適人員配置技術 　研究代表：農研機構、愛媛大学 農林水産省農林水産技術
会議事務局研究統括官
（生産技術）室

③ ・施設でのトマト栽培などの施設園芸において、AIや環境計測センサーなどを活用して植物の成育状況や収穫量を
予測することにより、１～２週間先までの作業内容や作業量を算出する技術を開発中。
・本技術を活用することにより、適切な人員配置が可能になり、労働時間の平準化や短縮、作業者の接触機会の削
減に貢献。
・自然条件により生育や収量が大きく変動する農業では、労務管理が困難なため、先端技術を利用した農場労務管
理への期待は大きく、農業経営の効率化、収益向上につながるニーズの高い技術である。

     ○
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新型コロナウイルスを検出する「超高感度抗原検査法」 　株式会社タウンズ　
http://www.tauns.co.jp/
　（基礎特許の権利者は早稲田大学教
育・総合学術院の伊藤悦朗教授）

文部科学省 科学技術・学
術政策局 産業連携・地域
支援課

③ 　同研究チームは、これまでに開発した独自性・優位性のある極微量タンパク質の超高感度定量測定法を応用し、
マイクロプレートリーダーを活用して特定の波長の光の吸収変化を測定するだけでウイルスを検出する新たな検査
法を開発。
　新型コロナウイルス感染症の検査方法として、目下、遺伝子の特定を目的とするPCR検査が広く導入されている
が、同検査法は高度な専門知識を有する上に結果が出るまで長時間を要する、偽陰性が出やすい等の課題がある。
一方、インフルエンザ等の罹患を調べる際に用いられる従来の抗原検査は、検出感度の不足や、検出されたコロナ
ウイルスが新型か従来のものか区別できない場合が指摘されて、ほとんど普及していない。
　同研究チームの開発した新たな検査法は、従来の抗原検査が抱える問題点を大幅に改善し、迅速・廉価・簡易か
つ高確率でウイルス検出を可能とするものである。一般のクリニックでも検査可能という点で公衆衛生上のインパ
クトは大きい。今後、研究チームは実際の患者検体での測定を早急に実施し、約30分程度でのウイルス検出を目指
している。

○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Treg減弱剤を応用した新規ワクチン製剤 レグセル株式会社 文部科学省 科学技術・学
術政策局 産業連携・地域
支援課

③ 新型コロナウイルス（COVID-19）のような粘膜感染をおこすウイルスに対しては血中免疫グロブリンG（IgG）だ
けでなく、粘膜に分泌されるIgAの産生が生体防御に重要である。また、ウイルス感染細胞を破壊する細胞性免疫
も増強させる必要がある。従って、COVID-19ウイルスワクチンに期待されるのは、ウイルスに対して高親和性で
中和活性をもつIgGおよびIgA型抗体の産生、およびウイルスに対する細胞障害性T細胞の誘導である。しかし、現
行のワクチンアジュヴァント（その大部分は抗体産生の増強のためにアルミニウム塩を使う）は、その様な効果を
誘導するには不十分である。制御性T細胞（Regulatory T cells、以下Tregと略）は免疫抑制能に特化したT細胞集
団であり抗体産生も抑制的に制御している。当社のCTOを務める坂口の研究グループは、最近、Tregを除去すれば
効率的に抗体産生が増強され、クラススイッチ(IgMからIgG, IgAへの転換)が促進されることを示した（Wing et al., 
Immunity, 2014; Wing et al., PNAS 2017）。さらに坂口らは、低分子製剤によってTregを除去し、がん免疫を増強
できる可能性を示した(Tanaka et al., JEM 2020)。当社はがんの免疫治療を目指して、このようなTreg減弱剤の研
究開発を進めている。以上の成果に基づき、本事業では、Treg減弱低分子製剤を、ワクチン接種時のアジュバント
に混合することで、ワクチン接種部位でのヘルパーT細胞活性化、それに伴う抗ウイルス抗体（特に高親和性IgG, 
IgA）の産生および細胞性免疫を誘導・増強できる可能性を検証する。

○ ○     ○ ○

革新的パワーエレクトロニクス創出技術 名古屋大学、特定国立研究開発法人物
質・材料研究機構（NIMS）　等

文部科学省研究開発局環
境エネルギー課

③ ○パワーエレクトロニクス技術は、ポストコロナ社会におけるデジタル化の加速×ICT機器等の消費電力増×省エ
ネ社会実現の両立を図るためのキーテクノロジー。
○中でも、窒化ガリウム（GaN）半導体については、我が国が世界トップレベルの成果を多数創出しており、2030
年の実用化に向け、パワーデバイス、受動素子、回路システム等のトータルシステムとしての一体的な研究開発を
推進。
○技術の実用化の早期実現や世界市場での産業競争力強化のため、関係府省庁が一体となり研究開発を実施。

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

食肉生産のための細胞培養・積層技術
（研究開発課題名：3次元組織工学による次世代食肉生産
技術の創出）

東京大学大学院情報理工学系研究科　
竹内昌治（教授）
ウェブサイト：http://www.hybrid.t.u-
tokyo.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ 【技術の活用効果】
・コロナ・インフルエンザをはじめとする人獣共通感染症について、畜産業が一つの大きな原因になっていること
が、国連の報告書でも指摘。（UNEP 2020.7.6）
　https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/32316/ZP.pdf
・未来社会創造事業では、培養肉の持続的な製造技術を確立することとしており、食肉生産における動物飼育を最
小化することが可能となるため、新興感染症の発生・感染リスクを大幅に低減。
・加えて、世界的な不足が予想されている動物性たんぱく質供給市場を対象に大きな経済的インパクトを創出。

【技術概要】
・細胞の大量培養技術（現在はウシ細胞を対象）
・三次元細胞組織構築技術
・食味・食感の再現技術

     ○ ○

マテリアルズロボティクスによる新材料開発 東京工業大学 物質理工学院　一杉 太郎
（教授）

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ ・従来の技術では、研究者の勘・経験・コツに基づいて新材料開発を実施。
・JST未来社会創造事業(2019年度～)で、材料開発に関してロボティクスによる自動化、人工知能による材料探索
空間の拡大を図ることにより、新材料開発のハイスループット化を進め、新材料発見を可能とする探索基盤システ
ムを構築。
・ロボティックスを組み込んだデータ駆動型研究開発は、３密回避のための自動化、リモート化を促進し、我が国
のマテリアル革新力強化へ貢献。

     ○ ○ 大学等研究機関

ロボットによる生命科学実験の自動化
（研究開発課題名：ロボティック・バイオロジーによる生
命科学の加速）

理化学研究所　高橋恒一（チームリー
ダー）
ウェブサイト：
http://www.qbic.riken.jp/japanese/res
earch/outline/lab-11.html

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ ・生命科学実験における、ロボット実験センター・ラボの整備を目指し、実験プロトコルの共通⾔語の開発などを
実施。このプロトコルの普及により、感染リスクを解消しつつ、高い信頼性・再現性を持った実験結果の提供、リ
モートによる自動化実験の体制構築を実現。
・本事業では、ロボット実験センターのプロトタイピング・ラボを整備し、異種のロボットや実験機器を相互に連
携させるネットワークシステムや実験プロトコル共通記述⾔語を開発するとともに、ゲノム編集、オミックス解
析、再生医療を皮切りに様々な分野でロボット実験を実証。

○     ○ 大学等研究機関

全体最適な群衆誘導制御技術
（研究開発課題名：個人及びグループの属性に適応する群
集制御）

東京大学 先端科学技術センター 　西成
活裕（教授）
ウェブサイト：http://park.itc.u-
tokyo.ac.jp/tknishi/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ 【技術概要】
・群衆誘導・制御技術（「勘・コツ・経験」に頼らず、サイバー空間で先読みした予測をリアルな制御情報として
提示する人流プラットフォーム技術の開発）

【技術の活用効果】
・世界で初めてとなる人流の予測・誘導技術の確立を通じ、様々な場所や機会、多様な人やその行動などで千差万
別に変化する密集状況の緩和や社会的距離確保、有事の危機回避などにより、コロナを初めとする感染症予防等が
可能となる。
・なお、西成教授は、東京オリンピック組織委員会アドバイザーとして開催時の群衆制御を担当。昨今は自治体や
交通会社等の要望を受け新たな協働を進めている。
（https://www.rcast.u-tokyo.ac.jp/ja/news/20200813.html）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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光濃縮技術を用いた低侵襲で高精度な細菌・ウイルスの迅
速検査
（研究開発課題名：低侵襲ハイスループット光濃縮システ
ムの開発）

大阪府立大学 大学院理学系研究科　飯
田 琢也（教授）

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ ・従来の技術では、低濃度で検出できなかった、細菌やウイルス、腫瘍マーカーなどを低侵襲・迅速・簡便に計測
する技術が必要。
・JST未来社会創造事業事業(2018年度～)で、「ハチの巣」構造高分子膜を使い、独自の光誘起対流技術により20
秒のレーザ照射で高密度に光濃縮する技術を開発。
・食品～環境領域(下水中のウイルス量など)を対象に、低濃度でしか存在しない細菌・ウイルスを高密度に濃縮す
ることにより検出を可能に。
・目的物のみ捕獲できる抗体修飾粒子を併用する事で疾病マーカーやウイルスを高濃度化し、従来法より2桁高
速・高感度化を実現。高精度・迅速検査を可能に。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

人の「高度な技能」の定量化・可視化と高効率な技能伝
達・学習システム
（研究開発課題名：「身体知」の可視化と伝承）

東京工業大学 科学技術創成研究院　小
池 康晴（教授）

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課

③ ・日本のものづくりは人材の高齢化等によって経験と勘に基づく熟練技術の技能伝承の問題に直面している。
・JST未来社会創造事業（2018年度～）で、暗黙知である熟練技術の内、研磨技能における筋活動の本質的な特徴
を明らかにし、技能習熟期間を短縮・効率化する学習手法を開発。
・学習者の筋肉に熟練者の筋活動と同様の電気刺激を与える装置を用いて筋活動を習得し、人から人へ直接技術伝
承せずとも、感染リスクを解消してリモートで熟練技術を伝承でき、日本のものづくりの現場における労働生産性
（質・量）の高い人材の育成に寄与。び

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

CPS（Cyber-Physical Sysytem）レーザー加工　/　文科
省Q-LEAP事業

　東京大学他
　ウェブサイト：東京大学他
　ウェブサイト：
https://www.jst.go.jp/stpp/q-leap/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ ・新型コロナ流行後の社会におけるDX化では、ものづくり現場の少量多品種の高度機械加工も自動化していくこと
が必須。DX化された無人機械加工において、多様な材料に対応した精密かつ効率的なレーザー加工技術は不可
欠。しかしながら、従来は、難加工材料の加工については、ベテラン職人が長時間かけ手動の試行錯誤により最適
な加工パラーメータを探り出しセッティングせざるを得なかったため、少量多品種となるとDX化に大きな壁。本技
術では、機械学習AIや学理に基づくシミュレーションとセンサーから得られた情報により、材料に応じた加工パラ
メータを瞬時に算出。少量多品種の高付加価値機械加工をコロナ後のDX化に対応させると同時に生産性向上にも
貢献。
・研究開発支援制度：文部科学省Q-LEAP事業、技術開発主体等：東京大学他

     ○

世界最高水準の大型研究施設（①SPring-8 ②J-PARC）の
自動化・遠隔化

①国立研究開発法人理化学研究所　放
射光科学研究センター
②国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構　J-PARCセンター

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③（一部
②）

我が国が世界に誇る最先端の大型研究施設であるSPring-8、J-PARC（それぞれ年間利用者数約16,000人、産業利
用率約20％)について、実験に用いる検出装置等の自動化・ロボット化やストレージシステム・ネットワーク環境
の整備等を行うことにより、利用者の移動を伴わずに実験が可能。ポストコロナ社会において移動制限がある場合
にも大型研究施設の利用を続けることができ、創薬や環境・エネルギー、新材料開発等の様々な分野におけるイノ
ベーションサイクルを持続させることが可能となる。さらに、施設の自動化・遠隔化を整備することで、産業界新
規利用者の参入障壁を低下させる効果も期待される。

     ○ ○ ○

生体ナノ量子センサ技術によるコロナ感染重症化評価、薬
剤開発等に関する技術開発

QST、連絡先：iqls-kikaku@qst.go.jp、
https://www.qst.go.jp/site/iqls/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ 新型コロナウイルス感染症を始めとする未知の感染症について、感染・増殖、重症化、免疫応答の分子・細胞機構
に関する情報を、感染検出、重症化予測・予防、治療・薬剤開発に生かすための技術開発である。現在QSTが開発
中のナノダイヤモンドによる「生体ナノ量子センサ技術」により、生きた細胞内部の局所的な温度やpH等を顕微鏡
下で測定することが可能であり、これにより生きた細胞内で起こっているウイルスの感染・増殖過程や免疫応答、
薬剤の作用等を捉える。最先端設備、特に量子技術を用いた設備による研究開発は、量子技術に馴染みのない企業
とＱＳＴが連携することで大きく進む。

○     

超偏極MRI技術によるコロナ感染重症化評価、薬剤開発等
に関する技術開発

QST・大阪大学等、連絡先：iqls-
kikaku@qst.go.jp、
https://www.qst.go.jp/site/iqls/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ 新型コロナウイルス感染症を始めとする未知の感染症の治療法・予防法の開発や薬剤効能評価は喫緊の課題であ
り、感染・増殖、重症化の分子機構に関連する情報を治療、薬剤開発に生かすための技術開発である。従来の水素
原子の信号検出が中心のMRIでは体内の代謝（分子の種類の変化）を捉えることは不可能であったが、現在開発中
の超偏極技術により炭素原子等の信号を桁違いに増強し、体内の代謝過程を追跡することで、重症化機構の解明
や、それを抑制する治療薬の開発等を行う。最先端設備、特に量子技術を用いた設備による研究開発は、量子技術
に馴染みのない企業とＱＳＴが連携することで大きく進む。

○     

固体量子センサを用いた超高感度センシング 東京工業大学、
https://www.qms.e.titech.ac.jp/、
hq.contact@qleap.titech.ac.jp
量子科学技術研究開発機構、量子生命
科学領域　
https://www.qst.go.jp/site/iqls/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ ・ダイヤモンドを用いた、材料や生体における磁場、電流、温度等を超高感度でセンシングする技術をQ-LEAPに
て開発中。コロナ後の社会では、装置や機器の遠隔や無人でのモニタリングや制御のみならず、IoT化やそれに伴
うデータの蓄積・活用が一層進むものと考えられる。量子技術に基づく計測センシング技術により、以下のような
社会実装が考えられる。
・今後一層の普及が進むと考えられる電気自動車のバッテリーの温度や電流を高精度で計測し、電気自動車の高性
能化へ寄与。老朽化が進む電力システムの故障の予兆を捉えるモニタリングにも応用可能。常温での精密な磁場セ
ンサーとして脳磁計測も可能で、自動車運転者の状態モニタリングへの応用も見込まれる。
・感染症や疾患等の発症・重症化等の計測・診断技術の構築においては、量子技術を応用した、分子レベルでの化
学成分計測、個々の細胞内部の温度やpH分布等の可視化、臓器内部の薬剤分布の超高感度可視化が可能。

○    ○  ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

　ゲート型量子コンピュータと量子ソフトウェア・量子AI ①理化学研究所　創発物性科学研究セ
ンター
　https://cems.riken.jp/jp/
②大阪大学　先導的学際研究機構量子
情報・量子生命研究センター
　https://qiqb.otri.osaka-u.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ 量子コンピューター及び量子ソフトウェアの開発により従来より大量のデータを効率的に解析技術を開発。量子コ
ンピュータの活用が期待される、①量子機械学習・量子AI、②検索・推薦アルゴリズム、最適化など、③量子化
学・物理、熱流体解析などの科学技術計算、などの応用により、下記の活用が見込まれる。

＜活用例＞
①量子機械学習、量子AI
　・健康診断の時系列データの学習による病症の早期発見
　・化学物質の構造の分類、ケミカルインフォマティクスの精度向上
　・ケモインフォマティクスの向上、製薬開発速度の加速　など
②検索・推薦アルゴリズム、最適化などの応用
　・オンライン購買、図書・メディアデータの検索と推薦による利便性の向上
　・物流・人員配置の最適化、災害発生時の避難ルートのリアルタイム案内
　・個々人の能力・興味等に合わせた教育コンテンツの提供
③科学技術計算
　・量子化学・物理解析の高速化・高度化による量子マテリアル開発の加速
　・人工光合成、界面機能、高効率触媒の開発の加速
　・素粒子・物性物理学、量子生命現象に関する学術の展開

○ ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ①量子AIによる金融の予測、ポー
トフォリオ最適化など
②検索・推薦アプリによる、オン
ラインサービスの向上
③科学技術計算による、生産性の
向上、低エネルギー消費など

ウイルス感染症センサ 国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構
担当者：佐藤 隆博、連絡先（メー
ル）：satoh.takahiro@qst.go.jp、
ウェブサイト：
https://www.qst.go.jp/site/qubs/

文部科学省科学技術・学
術政策局研究開発基盤課
量子研究推進室

③ 感染リスクの高い新型コロナウイルスに対応するために一人ひとりの健康状態を高精度にモニタリングするために
は、常温動作・超低消費電力・超小型・超高感のセンサが不可欠である。高精度のイオンビーム生成・照射で作製
できる量子センサ材料によって、常時モニタリング可能なウエアラブルセンサが実現できる。これにより、常時健
康状態のモニタリングが可能となり、新型コロナウイルス等の感染症の検知の迅速化につながる。

○     

テレイグジスタンス技術 Telexistence株式会社
担当者：廣川 雄大、連絡先（メー
ル）：yudai.hirokawa@tx-inc.com
ウェブサイト：https://tx-
inc.com/ja/top/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

② 人間と同じ動きを行うことができる人型のアバターロボットのハードウェア・ソフトウェア・AIの一体的な開発を
行っている。
これにより、新型コロナウィルスにより遠隔からでも業務を遂行できる就労機会の提供がより重要になる環境下
で、遠隔からの労働が可能となり、特に小売業や物流業に従事するエッセンシャルワーカーの方々の遠隔労働に貢
献する。
ビジネス面においては、日本の労働者人口が加速度的に減少する中で、労働場所に囚われずに就業環境を提供する
ことが可能となり、最終的には自動化を実現することによって各業界の生産性向上に貢献する。

動画が理解しやすいため、先般にファミリーマートと期間限定で実演したものをリンクにて添付申し上げます。
https://www.family.co.jp/company/news_releases/2020/200826_news_release_video.html

  ○    ○ ○ 小売店舗における陳列業務につき
活用可能
物流施設におけるインダクション
業務やピッキング業務に活用可能

・時差通勤・通学を促すためバス停混雑度情報可視化シス
テム

・ＣＯＩ九州大学拠点　保有者名：九
州大学荒川豊教授、参画企業　なし
https://coi.kyushu-u.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

①（九州
大学伊都
キャンパ
ス及び最
寄りの駅
のバス停
に実装済
み）
③（機能
拡張等の
ための研
究開発の
ため）

○ＣＯＩ九州大学拠点では、伊都キャンパス及び最寄り駅のバス停の混雑度をセンサで計測し、利用者の時差通
勤・時差通学を促す混雑度可視化システムを開発し、実装してきている。
https://platform.coi.kyushu-u.ac.jp/itocon/
○今後は、バス車内、食堂といった密になりやすい場所にもセンサを設置していき、公共交通機関を利用したり、
公共空間に集まったりする際に、可能な限り密を回避すると行った行動を自主的に行えるようになることを目指し
ていく。
○また、提示された情報に対して利用者がどのような行動を取ったかという行動パターンを蓄積していくことで、
未来の混雑度予測を提示したり、別の交通手段を提示していく。

    ○  ○

　検査結果等のデジタル送信やそれを活用した遠隔診療の
実施

　メディカルデータカード株式会社
　担当者：鈴⽊ 康之、連絡先（メー
ル）：yasuyuki.suzuki@medaca.co.jp
　ウェブサイト：
https://www.medaca.co.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

① ・PCR検査結果等の連絡をアプリを通して実施することにより、不要不急の来院を無くし、感染リスクの低減を図
ると共に、現在電話等で行っている陰性の方への連絡をメッセージ機能、メール機能で行うことにより、事務作業
の大幅な低減を実現できる。
・さらに、検査結果を参照しながら遠隔診療を行うことで、より確実かつ効率的な診療をサポートする。
・データは全てクラウド上に保管されるため、災害時にも自身の重要な医療データにアクセスできる。（例：日頃
どのような薬剤を服用していたか、など。）
・病院での外来呼出しサービスによる待合での混雑緩和、感染リスク低減への貢献。

○ ○     ○ ・個人がPCR検査結果を蓄積する
ことにより、時系列の陰性証明書
としても活用可能。また、アプリ
を活用した陽性者と継続したコ
ミュニケーション、フォローアッ
プが可能。
・将来的には、母子手帳、お薬手
帳、健診結果の一元管理など、DX
に関わる取り組みへ展開可能。



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い
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・「巣籠生活でも継続的に健康を維持」を目的として、点
数や⾳楽表現で運動活動を誘発するアプリケーション
「Biosignal Art」

・ＣＯＩ立命館大学拠点（順天堂大学
サテライト）、東京藝術大学拠点、保
有者名：立命館大学 岡田志麻准教授、
順天堂大学 町田修一教授、東京藝術大
学 小川 類特任准教授、参画企業：オム
ロンヘルスケア㈱、、㈱ＪＶＣケン
ウッド、㈱ＪＶＣケンウッド・ビク
ターエンターティメント、東洋紡㈱、
HOS（株）、東郷町施設サービス㈱、
㈱東急不動産、㈱ティー・エス・アイ、
（一社）ＮＨＫエンジニアリングシステ
ム）、株式会社インフィニット・イノ
ベーションファウンダー
http://www.activeforall.jp/
http://innovation.geidai.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

①（2020
年5月に基
本動作機
能につい
ては実
装・公開
済み）
②（2020
年8月機能
追加）
③（2020
年12月機
能追加予
定）

○新型コロナ感染症の影響で在宅時間が増加することにより運動不足におちいる方に向けた社会貢献を目的とし
て、ＣＯＩ立命館大学拠点（順天堂大学サテライト）と東京藝術大学拠点は、これからの新しい生活様式に対応し
つつ運動の生活カルチャー化を実現するためにテクノロジーとアートの力を使って「効果的に楽しく」続けられる
運動プログラム「バイオシグナル・アート / Biosignal Art」を共同で開発（2020年5月基本機能を公開）。

○本アプリ開発において、立命館大学は Technology（運動解析技術開発）、順天堂大学は Sports（運動監修）、
東京藝術大学は Art（⾳楽によるUI・User Interface）というそれぞれの研究者の強みを生かしながら、運動・ト
レーニングを点数や⾳楽表現に変換するシステムとして完成させた。

○今後は、運動・トレーニング、⾳楽のバリエーションを増やすとともに、映像エフェクトやダンスなどの領域拡
大、多彩な身体表現への対応等を継続的に行い、「楽しく継続可能な健康維持」の充実を進めていく。

○さらに、立命館大学拠点のスマートウェアや空間シェアリング技術や、東京藝術大学による映像表を含めたUIの
進化も融合させ、在宅でのオンライン運動プラットフォームの開発を計画進している。また、運動時のビッグデー
タを蓄積・解析することで新たなサービスや製品開発にも着手する。

○メディア、SNSを活用してビジネスパートナーや有識者のご意見を頂き、今後の仕様追加、事業化を推進。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ・国際論文へ投稿準備中（年内）
・特許出願準備中（年度内）
・日英中⾔語対応による国際展開
を準備中

・オンラインによる妊産婦の本格的な在宅健診システム ・ＣＯＩ北海道大学拠点（及び北海道
大学病院）　保有者名：北海道大学 馬
詰助教
https://www.fmi.hokudai.ac.jp/coi/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

①（道内
のいくつ
かの病院
で実装済
み）
③（更な
る健診拡
大に向け
た技術開
発の面
で）

○ＣＯＩ北海道大学拠点では、胎児の心拍や子宮の収縮を測る専用の測定機器を患者に郵送し、オンラインでの医
師による健診（NST：ノンストレステスト）、診療を行うとともに、必要時には自宅に薬剤を送付する本格的な妊
婦健診システムを開発。
○北大病院の産婦人科において、新型コロナ感染症により外出が困難になっている状況に対応するため、2020年3
月4日からオンラインによる妊産婦の本格的な在宅による定期健診（日本初の本格的な妊婦健診）を試験的に開
始。現在、道内の複数の病院（函館中央病院-瀬棚診療所、網走厚生病院―摩周厚生病院、市立稚内病院-礼文町国
保船舶診療所）において、在宅・遠隔妊婦ケアシステムを整備。
○オンラインによる妊産婦の健診拡大に向けて、アプリの開発を年度内に開始予定。胎児を見守る新たなシステム
も開発中。

https://www.hokudaibyouin-
sanka.com/%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B9%E5%AF%
BE%E7%AD%96/

○ ○     新型コロナ感染症の感染を避ける
ために留まらず、病院に通いづら
い環境（遠隔地、離島、無医村
等）において診断が必要な場合に
おいも新技術を活用することが可
能。

・3密回避対応型新大規模健康調査（健診）スタイルの確
立

・弘前大学COI拠点　保有者名：弘前大
学　中路特任教授、参画機関（COI東北
大学拠点、COI広島大学拠点）、参画企
業（ハウス㈱、花王㈱、㈱ファンケ
ル、クラシエ㈱、他）
http://coi.hirosaki-u.ac.jp/web/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ ○ＣＯＩ弘前大学拠点では、2005年より、15年に渡って約1000名/年を対象に、包括的・網羅的・大規模健康度測
定調査（「岩⽊健診」という。測定項目：3000以上）を行い、青森県の短寿命県返上に貢献してきた（男性の健康
寿命ランキング：47位（平成22年）→34位（平成28年））。
○このような新型コロナ感染症の感染の状況を踏まえて3密対策等が求められていることを受け、最先端のウェア
ラブル計測機器等を用いた3密回避対応型新大規模健康調査（健診）スタイルによる新・岩⽊健診の仕組み構築を
目指している。
○本年9月17日～25日において、徹底的な感染予防対策を講じた上で、各大学・企業の最先端健康ＩＣＴ機器（最
先端ウェアラブルデバイス）も用いた岩⽊健診を実施。
○今後、最先端ウェアラブル機器による新日常健康管理方法や遠隔健康チェック（保健指導）システム、自宅（職
場）でセルフ対応可能な高精度・簡易型健診方法の開発・実装等を行う予定。
（今年の岩⽊健診実施状況）
http://coi.hirosaki-u.ac.jp/web/activity.html?id=601

○ ○     現在の検査対象地域である青森県
のみならず、他県等にも応用可
能。また、現在、ベトナムからの
実施の要請もあり、今後、既存の
強固な健診制度が確立されていな
い国への展開も可能。

・体験型生活習慣改善サービス ・ＣＯＩ東北大学拠点　保有者名：東
北大学　永富教授、伊藤特任助教、参
画機関（㈱穴吹ハウジングサービス）
http://www.coi.tohoku.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ ○東北大学ＣＯＩ拠点では、日常のさりげないセンシングによる日常人間ドックに係る研究開発を進めてきてお
り、その一つの取組として、健康経営を推進する中堅・大企業が健康起因による有望人財ロスを防ぐ目的で対象者
へ勧奨するＢｔｏＢｔｏＣの住居×ヘルスケアサービスのビジネスモデル開発に取り組んでいる。
○新型コロナ感染症の感染の状況を踏まえて、在宅ワークの常態化、宅配、個食サービスの浸透で、居住空間での
ヘルスケアニーズが高まることを受け、現在、サービスアパートメントでの実証試験（体重計、食事管理、エクサ
サイズバイク、睡眠計測、血糖値計の仕組みを半自動レベルで実装し、居住者にスマートミラーを通じてフィード
バック）を近々実施予定。
○今後、コロナウイルスによる体調の変化を鏡や家具、ウェアラブルセンサ等でさりげなく検出し深層学習による
発症予測を検討するとともに、2021年までに実証試験のフィードバックを踏まえ、商用サービス化を行う予定。

○  ○   ○



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い
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・遠隔技術を用いて予防医療・重症化予防をする技術
（Connected Health）

・ＣＯＩ東京大学I拠点　保有者名：東
京大学　岸教授、参画機関（㈱ＭＳ&Ａ
Ｄ）
http://coi.t.u-tokyo.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

①（岡山
市、神奈
川県で実
証試験済
み。
MS&AD
において
保険会社
保険商品
として販
売予
定。）
③（機能
拡張等の
ため、現
在、計器
健保（岡
山市）で
実証試験
中。）

○東京大学ＣＯＩ拠点では、集積された健康関連データを基に、機械学習を通じたリスク予測モデルから、将来の
生活習慣病等の発症リスクを算出する健康管理アプリ「からだ予想図MIRAMED」を開発してきており、これまで
に岡山市、神奈川県において同アプリを用いた実証試験を行ってきたほか、同アプリケーションを活用し、企業の
保険商品を支援してきた。
○この度、新型コロナ感染症下において、適切に健康管理を行うことができるよう、岡山市などの地方自治体向け
の遠隔特定保健指導に活用できるように同アプリの機能アップを行うほか、生活活動計fitbitのデータを用いてテレ
ワークの健康に及ぼす影響を把握し、健康管理ソリューションを開発してきている。
○上記の成果を反映した新たなサービスの実装予定。

   ○ ○ ○

・社会的距離を保った状態で、賑わいを創出するための仕
組みの構築

・ＣＯＩ九州大学拠点　保有者名：九
州大学荒川豊教授、参画企業（㈱ＮＥ
Ｃ、㈱ＹＥＡＡＨ）
https://coi.kyushu-u.ac.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ ○ＣＯＩ九州大学拠点では、福岡市中洲川端商店街のカメラ映像を用いて、混雑状況等を把握するため、歩行者通
行量計測を拡張し、社会的距離を保った状態で、賑わいを創出するための実証試験を準備中。
○また、スポットの密集度データを考慮して回遊できる個人ツアーPFを構想し、拠点を中心に散策できるしくみを
構築してきている。
○これらの取組は、現在、福岡市のサポート（実証実験フルサポ事業）を受けて、中洲川端商店街における実証実
験を準備中。
○2021年度までに、個に応じた街のナビケーションに資する賑わい創出アプリの開発及び実証を行い、見守りサー
ビス等との連携等を通じてスポットの密集度を考慮して回遊できる個人ツアーのビジネス化を目指しているほか、
2022年度の福岡市のスマートシティへの貢献を目指している。
https://coi.kyushu-u.ac.jp/topics/view/283
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/1609

 ○ ○     現在は、商店街の混雑度を考慮し
た賑わいの検証、賑わいを考慮し
た回遊プランの提案を行っている
が、公園や図書館等の施設であっ
てもカメラの映像を活用すること
で同様の対応が可能である。

カイコを用いた新型コロナウイルスワクチン開発 KAICO株式会社
　担当者：大和　建太、連絡先（メー
ル）：yamato@kaicoltd.jp
　ウェブサイト：
http://www.kaicoltd.jp/

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ 九州大学日下部研究室と共同で、高次構造をもったタンパク質作成に適したカイコ-バキュロウイルス発現系によ
りSARS-CoV-2の抗原であるスパイクタンパク質の生産方法を確立した。本生産系は大型の培養タンクが不要で、
飼育頭数を増やすだけで大量生産できる。また注射によるワクチン接種のみならず、カイコ個体を粉末や錠剤等の
剤形に製することで経口ワクチンとすることも検討中。注射接種で必須であった薬剤の温度管理や医療従事者の帯
同が不要となる。また注射摂取による人々の心理的苦痛を取り除くことが可能である。

○     

新型コロナウイルスの迅速検出法の評価・実証研究プロ
ジェクト

連絡窓口：地方独立行政法人神奈川県
立産業技術総合研究所　研究開発部研
究支援課地域イノベーション推進グルー
プ
（044－819-2031）

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ 神奈川県立産業技術総合研究所による、核酸検査技術SmartAmp法を活用した新型コロナウイルスの迅速検出法
を、現場で幅広く使える技術改良等を進めた簡易パッケージ化（検体採取後の前処理・等温増幅・測定等の全行程
を含む）の開発中。
具体的には現在、製品のプロトタイプにあたるアタッシュケース型の機器「Life Case」を神奈川県の協力の下、県
内医療機関等に配布し、その活用データ等を踏まえてさらなる改良を進め、新たな防疫・検疫体制の構築に資する
ことを目指す。

○     

ＡＩによる完全自動睡眠計測・解析 連絡窓口：つくばグローバル・イノベー
ション推進機構　事務管理チーム
（029-869-8035）

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ 筑波大学による睡眠時の脳波の解析によって睡眠ステージを自動判定するＡＩ脳波計測デバイスの開発・実用化及
び精度の高い教師データの活用・評価に基づいた、睡眠計測システムの開発し、通院不要で自宅にいながら必要な
検査を受けることのできるサービス事業等を事業化し、一般診療機関での睡眠状態の客観的評価を実現し、睡眠障
害の適切な診断・治療に貢献を目指す。

○ ○     

非拘束型の大面積シートセンサによる介護システム 国立大学法人山形大学　有機エレクト
ロニクスイノベーションセンター
（0238-29-0566）

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ 山形大学が先導してきた「フレキシブル印刷デバイス」の技術を用いて、非拘束でバイタル情報を高感度に計測で
きる超薄型シートセンサの開発に成功したところ。従来よりも薄型で高性能なセンサを、介護支援シフト事業で国
内トップシェアを持つ地元企業と連携して、高齢者介護見守りシステムの事業化を目指す。

○ ○     

シニア見守り＆ヘルスケアＩＯＴ事業 連絡窓口：国立大学法人九州工業大学
イノベーション推進機構
（ 093-884-3674 ）

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③ 九州工業大学が研究開発している、雑⾳処理技術により数十ｃｍ～数ｍの範囲で生体データを取得できる「非接触
生体センサ」と介護記録を自動化または予測できる「ＡＩ行動認識技術」を活用し、専用アプリを介して介護士一
人で複数の患者を適切に管理できるなど、介護現場での安全性向上や業務効率化に貢献する事業創出し、都市に住
む高齢者が「より安全に」「快適に」「やりがいをもって」生活するためのＩＯＴソリューションの実現を目指
す。

○ ○     

ＡＩスパコンを駆使した中分子向けＩＴ創薬技術 国立大学法人東京工業大学　研究資金
支援課
（ 03-5734-2021 ）

文部科学省科学技術・学
術政策局産業連携・地域
支援課

③
東京工業大学が保有するスパコン技術を活かし、また川崎市内企業等との産学連携により、機械学習によるペプチ
ドの体内持続性予測し、従来より10万倍高速なペプチド細胞膜透過性予測が可能としたところ。当該技術をさらに
複雑なペプチドへの対応を進めるとともに機械学習との併用を実現することで、ペプチド医薬品開発向けITによる
体内持続性・細胞膜透過性予測事業の展開を目指す。

○     



１．新技術の名称 ２．新技術の保有者 ３．担当府省庁・部局課 ４．実装
可能性の
度合い

５．新技術の概要 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

HTV-Xの自動・自律化運用を活かした自動化社会の安全性
向上

宇宙航空研究開発機構 文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

③ 　HTV-Xは、有人システム(宇宙ステーション等)における自動・自律運用や遠隔操作を行うため、高度な安全性が
要求されている。その要求を満たすため、宇宙ステーションへの接近・結合・異常時の安全処置（軌道離脱）をオ
ンボード計算機により自動で行う高度な自律性が備えられた宇宙機システムの開発や、当該システムに係る詳細な
事前安全評価を実施しており、以下のような”人を介さない技術”への適用が期待される。
・遠隔での自動建設機械運用等
（結合時や遠隔操作時において用いられている安全性の高い自律的システムを活用し、自動建設機械運用等におけ
る安全面での信頼性向上に寄与する）
・世界中の自動車メーカが2020年代半ばの実現を目指している完全自動運転
（既に設計段階において、HTV-Xの安全評価に用いた手法の自動車機能安全への応用が進められている）

    ○ ○  ○ ○ ○

航空機内における飛沫挙動予測に向けた高機能流体解析技
術

宇宙航空研究開発機構 文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

①（５．
の
（１））
②（５．
の
（２））

航空機内の感染リスクは低いとされるが、その定量的評価はなされておらず漠然とした不安がある。そこで、飛沫
挙動の定量的評価に向け、（１）パソコンでも短時間で有意な解析が可能な低コスト飛沫解析機能（球形飛沫を仮
定）、（２）飛沫の形状効果まで解析可能な高精度飛沫解析機能、を実装したソフトを開発する。東京オリンピッ
ク・パラリンピックが控える中、国際的な人の往来の再開に向け、換気効果の定量的評価により乗客乗員に安心を
与えるとともに、感染防止策（エアカーテン等）を講じることで安全な機内環境の実現に貢献することを目指す。
航空機内を主な対象とするが、得られた知見や技術は航空機内に限らず広く社会に展開可能である。ソフトウェア
会社からのライセンス販売による社会実装方法を予定している（ソフトウェア会社の内諾済）。

○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ⑳を主な対象とするが、その他場
面にも応用可能

D-NET（災害・危機管理対応統合運用システム） 技術はJAXAが保有し、技術移転を行い
企業が製品化を実施。
（関係企業）
○ナビコムアビエーション株式会社
　担当者：石田邦晃、連絡先（メー
ル）：ishida@n-aviation.com、
　ウェブサイト：http://www.n-
aviation.com/
○三菱スペース・ソフトウエア株式会
社
　担当者：滝口祐介、連絡先（メー
ル）：Takiguchi.Yusuke@mss.co.jp、
　ウェブサイト：
https://www.mss.co.jp/

文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

② D-NETは、航空宇宙機器（航空機、無人機、衛星）の統合的な運用による災害情報の収集・共有化、および航空機
による効率的かつ安全な救援活動を支援するシステム技術の開発・実用化により、大規模災害（首都直下、南海ト
ラフ地震等）、局所災害（集中豪雨、局所地震等）、および平常時の危機管理への対応能力強化に貢献するもので
あり、既に熊本地震や鬼怒川水害などへの災害時、国家イベントの警備警戒への貢献を実施している。
今回、このD-NETに対して、新型コロナウィルスに関する情報（陽性／陰性情報、感染リスクレベル等）を追加
し、感染リスクや対応状況等を容易に把握するとともに、最適な状況判断を可能とするHMI（Human-Machine-
Interface）を開発して、中央省庁や自治体に設置された災害対策本部等で救助する機体の選定・避難先の選定・避
難後のフォロー等を効率的に実施可能なシステムを構築する。
また、２０２１年の東京オリンピック・パラリンピックの実証機会を通じて感染拡大を抑制し、大会への影響を最
小にする効果も期待される。

○ ○  ○   ○

人の接触を介さない物流を実現する無人航空機技術 宇宙航空研究開発機構 文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

③ 従来のドローン(マルチコプタ)の運用範囲や速度の限界を拡張し、自動垂直離着陸可能な無人航空機技術を開発す
る。With/Postコロナ社会に適応する宅配の無人化や効率化、医薬品や検体等の輸送を，人を介さずに可能とする
物流システムを実現する。
⇒【新しい生活様式／コロナ感染拡大防止への貢献】
　○医薬品や検体等の輸送によるへき地医療（遠隔医療）への貢献
　○宅配の無人化や効率化による感染対策、テレワーク等の支援
⇒【その他のメリット；少子高齢化、災害激甚化等の社会課題解決への貢献】
　○インフラ維持管理や物流、農林水産業等における産業利用
　○緊急物資輸送や被災状況把握等による災害対応（公的利用）

○  ○    ○ ○

HTV-Xの自動・自律化運用を活かした高精度な対象物検出
技術

浜松ホトニクス株式会社
（https://www.hamamatsu.com/jp/ja/
index.html）

文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

③ 　HTV-Xは、有人システム(宇宙ステーション等)へ人を介さずに自動で接近、結合（ドッキング）するシステム設
計としている。それを実現するために、国産相対航法センサ（対象物との距離や角度を計測する機器）及びそれに
使用する高感度・高精度の検出素子であるフラッシュライダー（光を発信・受信して距離を計測する機器で  、計測
対象の違いはあるが、地上民生用は数十メートルの距離で使用されているところ、新たに開発する宇宙用は700
メートル以上の距離で使用予定）を開発しており、以下のような適用先が期待される。
・“宅配業界のラストワンマイル問題”を解決する手段として試みが始まっているドローンによる配達
  （配達の最終点で人同士の接触を避け、HTV-Xの自律運用システムやセンサ技術を活用してドローン配達を自動
化することで感染防止につなげる）
・工場内でのロボット化の更なる高度化
（ロボット周辺の作業環境をセンサで取得し、動作経路上の障害物を確認しながら、回避経路を生成し動作を継続
するなど）
・パーティクルカウンタ　（光源と、HTV-Xのセンサ技術に使われる光検出器を利用して、室内等の飛沫検出、モ
ニタリングを行う）
・世界中の自動車メーカが2020年代半ばの実現を目指している完全自動運転
（高感度・高精度のフラッシュライダーによる遠距離や夜間等における高感度・高精度での対象物の検出技術によ
る貢献）

○ ○  ○   ○  ○ ○ ○

高精度着陸用画像処理アルゴリズム 宇宙航空研究開発機構 文部科学省研究開発局宇
宙開発利用課

③ 小型月着陸実証機（SLIM）は、重力天体である月面へのピンポイント着陸技術の実証を行うミッションである。
SLIMの自律的な画像ベースの航法誘導技術「高精度着陸用画像処理アルゴリズム」と無人機輸送技術を組み合わ
せることで、土砂災害や水害等により交通網の断絶が発生した状況かつ荒天状況下において、被災地への支援物資
の適時かつ安定な供給に資することが可能となる。さらには、ウィズコロナ・ポストコロナ時代において、地域間
移動による人との接触をできるだけ避けることに貢献する。例えば、「無医地区」及び「無医地区に準じる地区」
などに対するへき地医療支援（医療物資輸送、患者搬送、医療機器・装置等を搭載した遠隔での巡回診察など）へ
寄与することが期待できる。

○ ○  ○   ○  ○ ○
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データ統合・解析システム（DIAS）を活用した洪水予測シ
ステム

国（委託先：東京大学） 文部科学省研究開発局環
境エネルギー課

③ 地球環境ビッグデータ（観測情報・予測情報）を蓄積・統合解析するDIASを活用し、日本全国について、解像度
5km、最大39時間先までの洪水予測を実施。
39時間先までの洪水予測情報をもとに、洪水可能性がある地域を特定し、コロナ下において３密を回避する事前避
難に役立てることが可能。

     ○

COVID-19の影響を踏まえたクライオ電子顕微鏡の自動
化・遠隔化による支援基盤の高度化を通じた創薬支援の強
化

創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事
業（BINDS）
https://www.binds.jp/

文部科学省研究振興局ラ
イフサイエンス課

②     グリッド調製等、現在手動で行われている作業の自動化により、解析の生産性を高め、クライオ電顕の効率的な
運用、および感染症研究（BSL3施設でのクライオ電子顕微鏡解析）等の安全性向上につなげる。

     創薬研究を行う大学等研究機関及
び製薬企業に対する技術支援

　 統合臨床情報DB構築 ○臨床情報データベース(SAPシステム)
http://cct-
japan.co.jp/modules/bulletin2/index.p
hp#SER002
コンバージェンス・シーティー・ジャ
パン株式会社
東京都港区新橋2-20-15 新橋駅前ビル1
号館 805
TEL: 03-5537-6866
会社概要
http://cct-
japan.co.jp/modules/bulletin4/index.p
hp

○CITA
https://www.fujifilm.com/jp/ja/health
care/healthcare-it/it-consul/cita
富士フイルムメディカル株式会社
東京都港区西麻布2-26-30 富士フイルム
西麻布ビル
TEL：03-6419-8000（代表）
会社概要

文部科学省研究振興局ラ
イフサイエンス課

② 医療機関が保有する臨床情報（電子カルテ情報・画像情報・病理レポート等）を匿名化し、セキュアなクラウド環
境下での収集解析を可能とする。

○     

エネルギーランドスケープ解析と情報幾何学の統合による
高精度の予測と予防

理化学研究所
理化学研究所 医科学イノベーションハ
ブ推進プログラム
https://www.riken.jp/research/labs/m
ih/index.html

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

③ エネルギーランドスケープ解析は、様々な疾患の高精度な発症予測と予防に利用可能な独自のAI推論技術（特許出
願済 国際公開番号WO 2020/111109)。情報幾何学と組み合わせることで予測精度が上がる。糖尿病の予測に利用
できることを実証済み。
新型コロナウイルスの感染を完全に予防するという政策を実行することは、極めて困難である。COVID-19におい
て問題なのは、重症化・重篤化して死に至ったり、深刻な後遺症が残る感染者である。健診データとCOVID-19臨
床データを連結し、本技術によって解析することで、重症化・重篤化・後遺症リスクが高い人を感染前に予測し、
高リスク者だけを保護し優先的にワクチンを接種することで、感染の再拡大の際には医療破綻を防ぐことができ
る。また、リスクのない人は通常の日常生活や経済活動を行い、集団免疫を形成できる。この時点で、高リスク者
も日常生活に戻ることができる。

     個々人のリスクを本人に通知し、
自己の判断に基づき行動の選択に
利用してもらうので、全ての場面
に利用可能である。

スーパーコンピュータ「富岳」を用いた創薬・医療のデジ
タルトランスフォーメーション

理化学研究所、京都大学
理化学研究所 医科学イノベーションハ
ブ推進プログラム
ウェブサイト：https://www.r-
ccs.riken.jp/jp/fugaku/corona/project
s/okuno.html

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

① 我々は、「富岳」を用いた分子シミュレーション（分子動力学計算）により、約2000種の既存医薬品の中から、新
型コロナウイルスの標的タンパク質に高い親和性を示す治療薬候補の探索を行なってきた。既にメインプロテアー
ゼを標的として、数十種類の薬剤選択に成功し、評価実験、臨床研究の検討が進んでいる。現時点では「富岳」を
治療薬探索に用いているが、今後、その他の医薬品開発プロセスや医療応用に展開し、「富岳」を機軸にした創薬
や医療のデジタルトランスフォーメーションを促進する。

○     

解析場所、システムを問わない３次元ボクセル画像解析シ
ステム

理化学研究所　科技ハブ産連本部　バ
トンゾーン研究推進プログラム
http://www2.riken.jp/brict/research.ht
ml

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

① 理研ではCT、MRI、レーザー顕微鏡、超⾳波エコー等の検査で得られるボリュームデータの解析アルゴリズムおよ
び解析をクラウド上で行える仕組みを構築しており、これを産業界や大学、他の研究機関に公開することで企業等
においても在宅環境下でもボリュームデータ解析が可能となる。さらに、解析に用いた画像処理の手法やパラメー
タを記録しており、過去の解析の結果が再現可能であり解析が効率化し、より良い解析手法をシェアすることでさ
らに良い方法が構築できるスパイラル型の学習システムとなっている。これらにより技術者の感染リスク低減のみ
ならず、業務効率化を図ることができ、さらには国内企業間で画像解析技術を向上することで国際競争力を増強す
る仕組みを構築できる。

○   ○   ○ ○ ○

新型コロナウイルス等の核酸非増幅・高感度・迅速診断技
術の開発

国立研究開発法人理化学研究所 開拓研
究本部 渡邉分子生理学研究室
https://www.riken.jp/research/labs/c
hief/mol_physiol/index.html
（実用化に関して東京大学と連携）

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

③ 新型コロナウイルス由来のウイルスRNAや抗原を非増幅かつ迅速に検出する革新技術である。これまでに、僅か5
分以内にウイルスRNAを検出することに成功しており、将来的には、感染症診断において、大量の検体を迅速に解
析する上で最適なプラットフォームになることが強く期待されている。

○    ○  
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超柔軟な有機太陽電池 国立研究開発法人理化学研究所 開拓研
究本部 染谷薄膜素子研究室
https://www.riken.jp/research/labs/c
hief/thin_film_device/index.html
（一部JST A-STEP事業で東レ株式会社
との共同研究成果）

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

③ 厚さ10µm以下の非常に薄い太陽電池を実現する。有機半導体を利用した有機太陽電池でこのような次世代柔軟太
陽電池を実現している。衣服への貼り付けなども可能であり、その他さまざまな表面に実装可能である。例えば、
ウェアラブルセンサへの電力供給用途などが応用先として考えられる候補である。単位重さ当たりの発電量が大き
い（軽量で大発電）であることを生かした、緊急災害用備蓄電源として利用できる可能性がある。

○ ○     ○ ○

体内の疾患での創薬合成と現地治療 国立研究開発法人理化学研究所 開拓研
究本部 田中生体機能合成化学研究室
https://www.riken.jp/research/labs/c
hief/biofunct_synth_chem/index.html

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

③ 患者の体内の疾患部位で直接、選択的に薬剤や診断薬を合成して、治療や診断を行う新技術を開発した。この新技
術によって、副作用の全くないがん治療や、見過ごしのない高度な診断が初めて実現される。

○     

臓器チップとオルガノイドを繋ぐ新規in vitro生体模倣シス
テム

理化学研究所、大阪府立大学
理化学研究所 開拓研究本部 萩原生体模
倣システム理研白眉研究チーム
萩原将也理研白眉研究チームリーダー
https://www.riken.jp/research/labs/h
akubi/h_hum_biomimetic/index.html

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課

③ 細胞あるいは臓器間の相互作用が観察できる「臓器チップ」は、作業の煩雑さや手技の専門性、データの不安定さ
などの多くの課題を抱えており実用化には至っていない。また臓器チップと共に現在新たなin vitro創薬実験系とし
て期待される「オルガノイド形成」については臓器チップとは別のベクトルで開発が進められ、技術的な協調がで
きていない。そこで、理研は立体的な細胞組織を多面から観察可能な培養Cubeと培養Cubeをモジュールとして組
み込むことのできるマイクロ流体チップを開発し、複数臓器を要する臓器チップのシステムにおいても細胞機能を
損ねることなく実験可能とし、予めチップ外で培養していた細胞・組織から良質のオルガノイド（Cube）のみを選
別して制御実験を行うことを可能にした。この技術は、近年、製薬・化粧品・食品における非臨床試験における新
しい動物代替実験法のプラットフォームとして期待できる。

○ ○     

糖鎖機能化グラフェンを用いたウイルス検出 大阪大学　産業科学研究所　特任教授　
松本和彦

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課基礎研究推
進室

③ （CREST　２次元）　
・⼆次元材料であるグラフェンFETに糖鎖を修飾することでウィルスセンサー機能を実現し、ウィルスの検出に成
功。
・グラフェンを利用することで高感度（10～100個程度のウィルスで検出可能）で高速（培養不要）なセンサーを
実現。
・糖鎖を変えることでヒト感染性の鑑別にも成功し、
抗ウィルス薬評価にも展開している。
・PC、タブレット、スマートフォンなどで評価可能な
ポータブルシステムを構築し、人感染性への変異が
多発する地域での検証を進めている。

○ ○     

新しい生活様式に不可欠なリモートテクノロジー 自動化技
術、ロボット技術

ACCEL　研究代表者　東京大学　舘暲　
名誉教授
（テレイグジスタンス株式会社）

文部科学省研究振興局基
礎研究振興課基礎研究推
進室

①～③
（開発す
る技術に
寄って度
合いは変
わる）

（CREST/ACCEL）
・遠隔地に存在する自分の分身（AVATAR）を用いて人間の存在を拡張する「テレイグジスタンス」を用いたロ
ボットプラットフォーム TELESAR VI(テレサ・シックス)を開発
・これは触った感覚まで伝達し遠隔操作にも関わらず、
あたかもその場にいるがごとく活動できる。
・３密を回避しながらコミュニケーションと労働などの
活動を可能とするポストコロナ時代の経済両立性を実現する技術の
一つである。
・ACCEL発のベンチャー「テレイグジスタンス社」は
本技術を活用し、コンビニのバックヤード労働などの
実用化に向けて活動している。
・また、テレイグジスタンス技術は現在もANA_XPRIZEなどで
研究が加速されている

○     ○

メタ表面センサーによるウイルス・細菌等の高感度検出お
よび定量検査データのDX化

物質・材料研究機構　機能性材料研究
拠点　岩長  祐伸

文部科学省研究振興局参
事官（ナノテクノロ
ジー・物質・材料担当）
付

③ NIMSが開発したメタ表面センサーを用いた蛍光検査装置により、DNA・RNA、抗原、抗体から大きなタンパク質
分子までを一括検出でき、感染症、疾患などの検査の高精度化・定量化・迅速化が可能となる。
さらに、定量検査データの集約・活用を図ることで、次のようなサービスにも発展可能。
・個人に検査記録簿を提供（アフターコロナにも対応）
・統計的に集約データを解析し、集団状態の分析に活用（個人非特定型利用）
・これらを通じて、DXサービスの創出し、現状の非定量検査データのその場消費を解消（現状は逐時検査を無限
に続ける非生産性の懸念）

○ ○   ○ ○ ○  ○  

競技者の密集度をリアルタイムに検知・可視化・警告する
技術

　国立大学法人大阪大学
　担当者：東野輝夫、連絡先（メー
ル）：higashino@ist.osaka-u.ac.jp
　ウェブサイト：http://www-
higashi.ist.osaka-u.ac.jp/~higashino/

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

① ・ビデオ映像からテニスやサッカーなどのスポーツを対象に２ｍ以内に５秒以上複数人がいる場合に警告を出すよ
うな３密回避でスポーツを楽しむためのソーシャルディスタンス判定技術
・カメラ映像をPCに取り込み、リアルタイムに３密を判定。ソフトウェアとして提供可能。必要に応じて、スマー
トフォンアプリなどに変換することも可能。
・カメラとPCがあれば、一般のテニスコートなどで簡単に利用可能。

  ○ ○ ○   ○ ・学校やスポーツ施設等における
スポーツ実施場面において利用可
能。
・７月にプロのテニス大会でも実
証済みであり、国際大会でも利用
可能。
・その他、⑬㉑㉒㉓でも三密検知
という概念上利用可能。
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　ビッグデータを用いた行動変容のための情報通知内容の
個別最適化

　国立研究開発法人理化学研究所　革
新知能統合研究センター
　担当者：星野崇宏、連絡先（メー
ル）：takahiro.hoshino@riken.jp
　ウェブサイト：
https://www.riken.jp/research/labs/ai
p/ai_soc/bus_econ_inf_fusion_anl/ind
ex.html

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

① COVID-19の流行収束をいち早く行うため、外出自粛要請の情報提示だけではなく、行動経済学のこれまでの実証
研究の知見、およびマーケティング・メディア広告研究の知見を踏まえた上で、各個人のメディア接触や携帯端末
の位置情報など得られているデータをもとに、誰にどのようなメッセージ訴求をどのタイミングでどのメディアで
行うかの個別最適化を行い、外出自粛や感染リスクを高める行動の変容を促すことを可能にするための機械学習に
よる技術。

○ ○ ○ ○   ○  ○ ○ ○ ○ 外出自粛や時差通勤、感染リスク
を高める行動の回避、リスクを低
減しながら消費行動を行う等の変
容一般。国民や事業主のデジタル
デバイスやＤＸ採用、マイナン
バーカードの取得などへの応用。

パーソナルデータの本人管理に基づく感染症対策と総合生
活支援

　国立研究開発法人理化学研究所　革
新知能統合研究センター
　担当者：橋田 浩一、連絡先（メー
ル）： koiti.hasida@riken.jp
　ウェブサイト：
https://www.riken.jp/research/labs/ai
p/ai_soc/decentralize_bigdata/index.h
tml

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

② 安全・安心なパーソナルデータ管理運用技術（PLR：Personal Life Repository）を用いて、感染予防、重症化阻
止、重症者治療、回復者支援、長期モニタリング等の個人向けサービスを相互連携させるとともに、本人に集約さ
れたそれらのデータを本人同意のみに基づいて収集可能にすることによりシミュレーションや機械学習も容易にす
る。個人情報や企業秘密を含む非公開データの安全で安価な管理・共有・活用に広く使える。

○     ○

　AI・ICT・HPCを活用したCOVID-19の感染伝播抑止を目
指した行動変容ナビゲーション

　国立研究開発法人理化学研究所　革
新知能統合研究センター
　担当者：中村哲、連絡先（メー
ル）：satoshi.nakamura.vr@riken.jp
　ウェブサイト：
https://aip.riken.jp/labs/goalorient_tec
h/tourism_inf_anl/?lang=ja

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

② 観光情報解析研究を感染拡大抑制に展開する．人流解析，行動変容ナビゲーションなどの安全・安心を高めるサー
ビスをAI・ICT・HPCを活用して相互連携させ，感染拡大抑制を実現する．具体的には，感染情報に基づく感染リ
スクマップ，人流解析による感染リスク推定，リアルタイム混雑度情報の共有，感染者とのライフスタイル類似度
分析によるリスク判定の研究を行い，スマートフォンアプリとして実装する．

 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○

ビルやモールの人々の位置・軌跡・間隔をリアルタイムに
検知・可視化・警告する技術

　国立大学法人大阪大学
　担当者：山口弘純、連絡先（メー
ル）：h-yamagu@ist.osaka-u.ac.jp
　ウェブサイト：http://www-
higashi.ist.osaka-u.ac.jp/~h-yamagu/

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

② ・モジュールを対象空間に設置することにより、数cmオーダーの正確な位置を検出可能であり，公共空間等での密
回避に直接利用可能．本来の用途は人流検出．メリットは画像でないためプライバシー侵害がない点，暗所で動作
可能，ならびに規模拡張性（電源や大型電池により，単体動作可能．また複数台を連携させることで広範囲をもれ
なくカバー可能．クラウドにデータ集約可能）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ビルやモール・レストランの密や人々の発熱をARスマート
グラスでリアルタイムに検知・可視化し，匿名で対象者の
スマートフォンに警告を送る技術

　国立大学法人大阪大学
　担当者：山口弘純、連絡先（メー
ル）：h-yamagu@ist.osaka-u.ac.jp
　ウェブサイト：http://www-
higashi.ist.osaka-u.ac.jp/~h-yamagu/

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）

③ カメラとサーモグラフィーを備えたARグラスを装着した空港の警備担当者やレストランのフロア担当者などが捉え
た画像を解析し，人々の相対位置や距離・発熱状況を取得する．また，それらの人々のスマートフォンを特定し，
プライベートメッセージ（「あなたは熱があります」「密です」等）を匿名で送信する．最新の拡張現実デバイス
（AR）を活用した完全な新技術であり，独創性と実用性が共に評価され，IEEE（世界最大規模の電気情報通信の
学会・標準化機関）の難関国際雑誌IoT Magaznieへの論文採択が決定している．同誌は2018年創刊以来，日本人に
よる論文掲載は初．

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

スパコンによる新型ウイルス飛沫・エアロゾル感染リスク
シミュレーションと対策提⾔

理化学研究所 計算科学研究センター
https://www.r-ccs.riken.jp/jp/

文部科学省研究振興局参
事官（情報担当）付計算
科学技術推進室

② 富岳に代表される超大型スパコンの性能を高い効率で活用できるシミュレーション技術とこれを用いた飛沫・エア
ロゾル感染リスクの評価。スパコンを活用することで、非常に多くのケースを高速に解析することが可能である。
この結果、様々な感染ケースに対応した対策が必要となるウイルス感染リスク低減のための政策提⾔やガイドライ
ンの作成と改訂に貢献できる。さらに産業界に展開することで、感染リスク低減のための商品開発や建物設計に活
用することが可能である。

     全ての場面で活用が見込まれる

東京藝術大学デジタル・ツイン・プロジェクト 国立大学法人東京芸術大学
担当：戦略企画課　
kikakucs@ml.geidai.ac.jp

文部科学省高等教育局国
立大学法人支援課

② 　東京藝術大学の⾳楽ホール「奏楽堂」や「大学美術館」など学内各施設を緻密な３Ｄモデリングによりオンライ
ンのバーチャル空間として再現した、アフターコロナにおける新たな芸術表現発信のためのプラットフォーム「東
京藝大デジタル・ツイン」を構築。空間的な感覚を伴った芸術鑑賞体験を提供できるオンラインプラットフォーム
として、コロナ禍で表現の場を失っている若手アーティスト育成や海外連携大学との国際共同プロジェクトの発展
のためのアートプロジェクトに活用する。
　バーチャル空間でありながら空間的な感覚をも伴った、新たな芸術の表現・鑑賞体験の創出を目指す。また、若
手アーティストの芸術活動の場として活用することで、これまでのシステムでは埋もれがちだった若い才能の育
成・発掘が期待される。
（東京オリンピック・パラリンピック大会に関連した文化プログラムにも活用可能）

   ○ ○ ○ ○  ○
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新型コロナ環境下の身体運動における飛沫感染と空気感染
に関する流体科学的リスク評価

筑波大学ヒューマン・ハイ・パフォー
マンス・先端研究センター(ARIHHP) 
担当者：浅井武（教授）、連絡先
（メール）：
office@arihhp.taiiku.tsukuba.ac.jp 
ウェブサイト：
https://www.arihhp.taiiku.tsukuba.ac.j
p

文部科学省高等教育局国
立大学法人支援課

② 　学校教育活動やスポーツ活動において、安全でリスク管理された運動環境、活動様式の提示が喫緊の課題となっ
ている。しかし、身体運動下における呼吸気、外気の流れ場及び動態は明らかでなく、運動下における飛沫感染と
空気感染の危険性や、運動許容範囲も不明である。教育現場やスポーツ現場では、手洗い、消毒、マスク着用等の
日常生活におけるリスクヘッジは奨励されているが、肝心の身体運動下における呼吸気や外気の流れや相互作用が
明らかでなく、科学的根拠が示されないまま、手探り状態で実施されているのが実態である。
　本学は、スポーツ風洞やスポーツ実験棟などの大型先端研究施設を利用し、身体運動、スポーツ技術や用具に関
する流体科学的研究の国際的成果を発信するとともに、ウェアや用具の開発及び実用化を果たしてきた。
　コロナ禍のなか、このノウハウを活かし、新たにPIV（Particle Image Velocimetry）可視化システム、高解像度
高速カメラシステム等を導入することで、研究ファシリティと高度な専門性、競技能力等を融合させ、身体運動下
における呼吸気、外気の流れ場及び動態を可視化・定量化が可能となる。
　その結果、飛沫感染と空気感染の流体科学的基礎メカニズムを検討・広く提示し、また、感染リスク評価基準を
策定する。これらの身体運動下における呼吸気等の分析やリスク評価は、国際的に求められており、実験、分析結
果を早急に発信することで、新たな生活様式につながると考える。さらに、日本の「富岳」をはじめ、世界中の
スーパーコンピューターが数値流体解析シミュレーション手法によって新型コロナ環境下の流れ場の解析を試みて
おり、本プロジェクトは、それらシミュレーション結果の妥当性、信頼性の科学的確認（verify）に活用すること
が可能となる。

   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ スポーツや競技場面は勿論、日常
生活における個別に行われる軽い
運動（ジョギングやウォーキン
グ）、生活行動、自転車通勤など
の場面にも活用可能。

リモート＆フリーアドレス型DXものづくりシステム 長岡技術科学大学、
担当者 学長補佐・教授 　中山忠親 連絡
先（メール）：
nky15@vos.nagaokaut.ac.jp
https://etigo.nagaokaut.ac.jp/people/s
taff/nky15/nky15.html

文部科学省高等教育局国
立大学法人支援課

③ ・[1]製造業はリモートワーク比率が最も低い業態の一つである。[2]フェイスシールドを自作した例のように、製造現場と利用現
場の乖離は緊急時の医療システム維持上の大きなリスクとなった。[3]世界的なパンデミックがもたらした物流問題は、サプライ
チェーンマネージメントの観点から重大な問題点を露呈した。本製品は、これらの状況を逆にチャンスととらえ、製造技術のDX化
による技術革新を牽引するものである。
　本製品は具体的には、以下の2タイプのシステムからなる。①フリーアドレス型（つまり必要な現場その場における）DXものづ
くりシステム、②リモートワーク型DXものづくりシステムである。
　その特徴と効果は、①の利用現場におけるDXものづくりが進展することにより、オリパラ会場現場において必要な資材（例えば
フェースシールド、破損部品の補修部材など）が製造可能となる。まさにフリーアドレスでオンデマンドなものづくりが可能にな
り、サプライチェーンの大変革を引き起こす。②のリモートワーク型DXものづくりが進展することにより、地方におけるものづく
りが促進されるだけでなく、働き方改革に直結し、より創造的で生産性の高い労働に人的リソースを集約することが可能となる。
　このようなシステムは大きく分けると以下の3つの要素から構成される。
　[a]マルチクラスAIによるDXものづくり設計ソフト、DX生産管理ソフト [b]5G高速通信網による低遅延遠隔操作3Dプリンターお
よび人協働型ロボット [c]4KハイスピードものづくりDX動画撮影装置である。
　先ず[a]のDXものづくり設計ソフトにより多様な（＝マルチクラス）の要求仕様（サイズ、形状、重さ、強度等）と要求機能
（遮蔽性能、熱伝導率等）を入力し、製品設計を行う。次いで、DX生産管理ソフトにより異なる製造装置、製造者間を最も効率よ
く連携させる生産管理を行う。（Uber eatsでレストラン、運搬者、依頼者を最短でマッチングするイメージ）、これらを用い、
[b]のデジタルものづくり装置により迅速なものづくりを行う。これら装置は場合によってはトラックの荷台設置されており、移動
することも可能となる。また、[c]の高速度高解像度カメラでものづくりの様子を撮影し、このデータを機械学習することで、動作
生成モデルをつくり、これに基づくロボットないしものづくり装置の動作へとフィードバックを行うことで、最も効率よく、迅速
かつ省エネなものづくりが可能となる（ロボットが持っているコップに水を注いでいくときに動画撮影により入る水の重さを機械
学習し、モデル化し、操作すれば、最も弱い力で握るロボット操作が可能となる。このような制御が可能となる）。
（現在活用している研究開発支援制度：令和元年度国立大学改革強化推進補助金、令和元年度「卓越大学院プログラム」、科学研
究費補助金、JST A-step、技術開発主体　長岡技術科学大学、国立高専機構、及び特に地方における以下の企業群（携帯通信、通
信機器、自動車、製造業、ユーザー企業））

     ○ ○ ○ ○ ・オリパラにおいて必要な医療資
材や必要な補修部材などをその場
で製造可能。
・製造業における職住近接が必要
なくなり、ABW（創造性重視型の
自由な働き方）を促進できる
・５Gの低遅延、大容量を最大限
に生かせる技術であり、世界でデ
ファクトスタンダードになりうる
ポテンシャルを持つ（DXものづく
り革命を牽引するコア技術の一
つ）

架線式グラップルを利用した架線集材作業の自動化及び遠
隔操作化

イワフジ工業株式会社
http://www.iwafuji.co.jp/

林野庁研究指導課技術開
発推進室技術開発班

② 　伐採した⽊材を運ぶ一連の作業は危険を伴う重労働であり、その自動化により労働災害を撲滅し、作業を軽労化
及び効率化することが重要な課題となっている。　
　本開発は、画像解析と急傾斜地で⽊材を集める機械の制御を行うAIを導入し、自動で集材⽊（丸太）を認識し、
荷掴み・搬出・荷下ろしすることを目標とする。
　メカニズムは、AIが集材⽊を認識して自動で荷掴みを行い、丸太を山から引き出すワイヤロープの繰り出し・巻
き取りから荷下ろしまで自動化するもの。
　また、AI制御の簡易版としてカメラ映像を見ながら、安全な場所からリモコンでの遠隔操作する仕組みも同時に
開発。

     ○

ルミパルス SARS-CoV-2-Ag みらかホールディングス株式会社（富士
レビオ株式会社）
https://www.fujirebio.co.jp/

厚生労働省健康局結核感
染症課

① 本試薬は、富士レビオが提供する全自動化学発光酵素免疫測定システムである「ルミパルス®  G1200」および「ル
ミパルス®  G600Ⅱ」で使用する専用試薬である。本試薬を用いることで、検体中に含まれる新型コロナウイルス
抗原を測定し、高感度かつ定量的な検査結果の提供が可能となる。 ルミパルスシリーズは国内において医療機関を
中心に約1,300台が稼働しており、その内、本試薬を使用することができる機種は約800台になる。また、鼻咽頭拭
い液に加えて唾液を検体に用いることが可能であることから、検体採取時における医療従事者の感染リスクを下
げ、患者の負荷も軽減できる。検査時間が約30分以内と短時間であり、1時間当たりの処理能力が120テスト（ルミ
パルスG1200の場合）であることと合わせ、検査の効率化に寄与するとともに、より多くの医療現場で新型コロナ
ウイルスの検査が可能になる。
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4544/tdnet/1850470/00.pdf

○

メンタルヘルスケアにおけるAI解析による重症度分析アル
ゴリズム

新規公募のため、未定 厚生労働省障害保健福祉
部精神・障害保健課

② 医療従事者はもとより、家庭や学校、職場等において、ストレス下にある市民が、いつでもどこでも誰でもアクセ
スが容易に可能なように、入口を一元化し、重症度に応じて、適切な対応を受けるため、スクリーニングデータを
用いたAI解析による重症度分析アルゴリズムを開発する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

精神疾患におけるウェアラブルデバイスを用いた客観的生
体情報のデータ収集システム

AMED　障害者対策総合研究開発事業
（中込班：国立精神・神経医療研究セ
ンター）において実施

厚生労働省障害保健福祉
部精神・障害保健課

② COVID-19及びこれに伴う社会変動において、精神疾患患者の縦断的な自己評価データの収集に影響が出ている。
ウェアラブルデバイスを用いた客観的生体情報のデータ収集システムを開発し、睡眠や体動、心拍数変動等の生体
情報から、睡眠の質、運動量、ストレス度等の客観的データを抽出し、レジストリの統合データベースと連動する
システムを開発する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

過疎地域等における無人航空機を活用した配送サービス 日本郵便、楽天等 国土交通省総合政策局物
流政策課

③ ○過疎地域等における補助者なし目視外飛行により、宅配や医薬品等の配送など、物流分野において、非接触や非
対面によるソーシャルディスタンスを確保した新たな生活様式に対応した物流の実現を図るとともに、物流の維持
や買物支援をはじめとする生活改善等、地域の社会問題の解決に貢献する。なお、実証段階ではあるが実用化した
例もある。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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簡便・迅速な、唾液からのインフルエンザ・新型コロナウ
イルス同時検出用PCR検査トータルシステム

タカラバイオ株式会社
https://www.takara-bio.co.jp/

内閣官房新型インフルエ
ンザ等対策室

③ ウイルス不活化機能を備えた唾液採取容器の開発により、唾液検体の簡便採取および簡易梱包での輸送を可能と
し、さらに、ウイルスRNAの抽出・精製工程が不要な「ダイレクト法」との組み合わせにより、簡便・迅速な、唾
液からのインフルエンザ・新型コロナウイルス同時検出用PCR検査トータルシステムを構築。

○

衛星技術（測位、通信、画像）の活用 衛星所有機関等 内閣府宇宙開発戦略推進
事務局

①～③
（具体的
なケース
による）

①衛星測位
・高精度測位が可能な準天頂衛星システム「みちびき」の活用による自動走行・遠隔操作の実現により、新しい日
常を支えるリモート化・デジタル化に貢献する。（例：船舶、航空機の航行支援、農機・建機等の自動走行、ド
ローンによる宅配サービス等）

②衛星通信
・衛星通信は、災害時など地上通信網が断絶した場合の通信手段や、平時においても地上通信網が脆弱な地域にお
ける通信手段として有用であり、リモート化・デジタル化を支える通信手段として重要。（例：準天頂衛星を活用
した災害・危機管理通報システム「災危通報」、衛星安否確認システム「Q-ANPI」、小型軽量可搬衛星端末等）

③衛星画像
・衛星画像の活用により、農林水産業やインフラ管理等、幅広い分野のリモート化、デジタル化に貢献する。加え
て、災害時における被災状況、社会経済活動状況等の迅速な把握（例：土砂災害の被災状況や工場の稼働状況の把
握等）にも貢献する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

人工知能アバターを利用した新型コロナウイルス感染症の
相談補助システム

株式会社日立製作所 内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）人・くらしグループ

② 新型コロナウイルス感染者数の激増に伴い、相談センターや地域医療が逼迫しつつある。円滑な相談と感染者が不
用意に受診しないような体制構築が可能となるよう、受診前の症状に基づき今後の対応をAIを用いて助⾔し、記録
できるようなシステムを開発する。

○

治療薬・ワクチンの開発に資するデータ連携基盤の構築 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄
養研究所

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）人・くらしグループ

② ・国内の新型コロナウイルス感染症患者の臨床情報（診療情報や画像情報など）ならびにそれと紐づいた患者検体
の解析情報（遺伝子・ゲノム/免疫細胞/抗体データなど）からなる医療ビッグデータを、研究機関、医療機関、民
間企業等における利活用可能な形で格納するデータ連携基盤を構築する。
・本取組を通して、治療薬・ワクチン等の研究開発を一気に加速し、新型コロナウイルス感染症の早期終息と経済
損失の最小化を目指す。
※技術のイメージがわかる資料は別添

○ 研究機関、医療機関、民間企業等
における治療薬・診断薬・ワクチ
ン等の研究開発に資することが期
待される。

よむすび(地域の抱える課題解決やESG施策の推進に貢献
するパッケージソリューション)

イオンフィナンシャルサービス株式会
社
フェリカポケットマーケティング株式
会社
担当者：イオン㈱秘書室　山根　
Email：
hiroaki.yamane.a0@aeonpeople.biz
https://yomsubi.com/

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ

① 自治体と連携しスマホアプリを通じて「地域ポイント」「地域マネー」「情報銀行(情報信託)」「コミュニケー
ション」機能を提供。健康やボランティア活動におけるポイントを地域マネーとして提供。地域課題解決、域内消
費喚起に加え、新型コロナウイルス対策として求められる「新しい生活様式」における(1)感染予防のための非接触
方式の電子決済の利用 (2)参加店舗のテイクアウトやデリバリー紹介 (3)店舗の混雑状況の配信にも貢献していく予
定

○ ○ ○

(略称：レジゴー)レジに並ばない”お買物スタイル「どこで
もレジ レジゴー」

イオンリテール株式会社
担当者：イオン㈱秘書室　山根　
Email：
hiroaki.yamane.a0@aeonpeople.biz
https://www.aeonretail.jp/pdf/200226
R_1.pdf

内閣府政策統括官（科学
技術・イノベーション担
当）統合戦略グループ

① ■小売店にてレジに並ばずに会計が可能となる技術
①店頭入口付近に貸出用の専用スマートフォンを設置②カートに入れる際に商品バーコードをスキャン③買い物終
了後、専用スマートフォンから専用レジにデータ転送④専用レジにてセルフ会計(現金・クレジットカード・
WAON)
効果：接触回避による感染拡大防止。従業員の負担軽減、買い物時間の削減。レコメンド等による買い物単価向上

○

AIを活用したインシリコスクリーニング支援体制の構築 創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事
業
https://www.binds.jp/

文部科学省研究振興局ラ
イフサイエンス課

② 新型コロナウイルス治療薬等について、既存薬に留まらない幅広い治療薬探索を迅速に行うため、高精度かつ迅速
な医薬品候補探索研究（候補化合物最適化）の実現を目指し、AIを活用したインシリコスクリーニング支援体制を
構築するもの。従来の「定量的構造活性相関」に留まらず、新規骨格デザイン・変換など医薬品としての構造を整
える作業に対しAIを開発・利用することで期間短縮・精度向上を実現する。

創薬研究を行う大学等研究機関及
び製薬企業に対する技術支援

バス、タクシーにおける空気清浄機及びモニター 株式会社デンソー、日野自動車株式会
社（提案者）

国土交通省自動車局技
術・環境政策課

② ・高性能フィルタを有する空気清浄機により、微粒子を除去
・車内の空気清浄状態をセンサを用いてモニタリングし、結果をタブレット等により乗客等に表示

    ○  バス、タクシーの乗車時において
は、引き続き、マスク着用につい
て、ウィズコロナにおける新しい
エチケットとして、ご理解・ご協
力をお願いします。

換気が出来るエアコン ダイキン工業株式会社
https://www.daikin.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 換気しながら冷房・加湿・暖房が可能な家庭用エアコン。室内の温度を保ちながら換気することが可能。
AI運転により、室内機のセンサーが人の在室を検知すると給気換気量（給気風量）をアップし、不在を検知すると
換気量を抑える機能も一部搭載。

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ビサイド「CO2濃度測定、クラウド見えるかアプリ、エア
コン連動可能」

ダイキン工業株式会社
https://www.daikin.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 室内のCO2濃度を検知して自動的にエアコンの給気換気運動を行い、新鮮な空気を取り入れます。検知したCO2濃
度レベルは、専用アプリにリアルタイム表示。換気機能が付いていないエアコンでも換気のタイミングを確認する
ことが可能。（CO2濃度Level2(1000～1500ppm)を越えると自動で換気を開始。CO2濃度が下がると換気運転を停
止。）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

露出設置型全熱交換器 ダイキン工業株式会社
https://www.daikin.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① 後付け設置用の全熱交換器（高機能換気設備）。店舗など室内の壁面や露出での設置、軒下設置など、さまざまな
場所に対応。
CO2センサを搭載し、CO2濃度に応じて換気量を自動制御。室内温度を保ちながら空気の入れ替えが可能。

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

水配管不要の調湿外気処理 ダイキン工業株式会社
https://www.daikin.co.jp/

経済産業省商務情報政策
局情報産業課

① ヒートポンプ技術とデシカント技術が融合した調湿外気処理機。換気をしながら無給水・無排水で除加湿を行うこ
とができ、建築物衛生法湿度基準に対応。
この技術にかかる性能・試験方法に関しては、2020年にJIS規格制定済み（JIS B 8638：ヒートポンプデシカント方
式による調湿外気処理機）。

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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